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Ⅰ．リードタイムを考慮した技術普及シナリオの構築 

 

本課題では、交通分野を対象とし、2020年頃に向けて、実用化済みもしくは実用化に近い技術

の大量導入によるCO2削減効果を、導入決定時期と実際に効果が現れる時期とのタイムラグや、一

次エネルギー供給技術、燃料補給インフラの整備などの周辺条件を考慮して評価する手法を開発

するとともに、削減促進のための政策手段との関係を明らかにすることを目的とする。また、2020

年に向けた交通部門の基準シナリオおよび対策シナリオを構築し、交通関連技術の予測結果とと

もに、シナリオチームへ提供することを目的とする。 

技術予測に関する情報収集と燃料供給を含むエネルギー効率を踏まえた検討を行った結果、

2020年時点での対策の実効性においては、CO2削減に資する数多くの自動車技術の中で、ハイブリ

ッド車の導入が最も有力であると考えられた。また、電気自動車が、近距離の移動手段として有

力と考えられた。燃料電池車の大量普及については、コストと燃料供給面が課題であり、いずれ

も2020年までに克服することは、現在の情勢を考慮すると困難と考えられた。一方で、2050年時

点を目指して戦略的に水素社会を目指すことによる脱石油とCO2削減の有効性が検証されれば、イ

ンフラ整備を先行させて、同時にCO2排出量の少ない水素の製造と供給に本格的に取り組む必要が

ある。その普及にかかるリードタイムを考慮するため、代替燃料スタンド最適整備戦略モデルの

開発に着手した。走行実態調査を踏まえたシミュレーションの結果、従来の予測に比べて大幅に

少ない数のスタンドの設置で燃料供給を賄うことができることが示唆された。これらの知見を踏

まえて、2020年の交通部門の基準シナリオと対策シナリオ案を作成した。脱温暖化のために、乗

用車のほとんどをハイブリッド車に切り替える必要があり、そのためには、生産設備の急速な拡

充が重要であることを指摘した。また、本部門の2020年の排出量を1990年レベル以下にまで減少

させるためには、ここで想定した技術面の対策のみでは不十分であり、交通需要面も含めたさら

なる対策が必要になると考えられた。さらに、乗用車の車格別に詳細な分析を行う枠組みを構築

し、近年の軽乗用車の増加等に伴って乗用車CO2排出量は横ばいから減少に転じたことを確認した。 

 

［キーワード］二酸化炭素、技術革新、自動車技術、燃料電池車、交通 
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１．はじめに 

脱温暖化社会の実現に向けて、交通分野においても中長期的政策オプションの検討を行うこと

が要請されている。近年のわが国の部門別CO2排出量の推移をみると、交通部門は民生（家庭・業

務）部門とともに、増加が著しい。第一次オイルショック後の30年間に着目した場合、他部門と

比べた交通部門の排出増加はさらに顕著であり、GDPの伸びとほぼ比例した傾向を示している。部

門別CO2排出量に占める交通部門のシェアは約20%と、他の先進諸国と比較した場合にはむしろ小さ

めであるが、このことに寄与してきた鉄道をはじめとする公共交通機関のシェアが低下しつつあ

ることを考慮すれば、交通部門の対策の重要性はますます高まると想定される。また、高齢化の

進展や、余暇交通など生活の質の向上を求める交通需要の多様化・拡大が進むことも予想される。 

交通需要の中で自動車の分担率はますます高まっており、その燃費低減に関わる技術革新の可

能性と燃料供給源の選択は、交通部門のCO2削減可能性の鍵を握っているといっても過言ではない。

近年、石油代替燃料を使用する自動車の性能向上は著しく、環境問題への意識が高まる中で徐々

に普及も進みつつある。また、従来のエンジン駆動に代わり、エンジンとモータとのハイブリッ

ド駆動を経てモータ駆動へと変遷していく兆しがみられる。これらの代替技術については、水素

供給、電力供給において十分な低炭素化が進み、かつ末端のエネルギー補給施設整備が十分に行

われることが、CO2削減効果をあげつつ大量普及を進めるための必要条件となるが、これには明確

な政策誘導とリードタイム（準備期間）を要する。一方、鉄道など、自動車以外の輸送機関への

転換を考慮する場合には、同様に長いリードタイムと強力な政策誘導が必要と考えられる。 

 

２．研究目的 

本課題S-3-5では、2020年まで、2050年までの２つのタイムスパンについて、交通部門からのCO2

排出量の大幅削減のための中長期戦略を策定することを目的とする。2020年についての検討では、

対策の投入時期と効果の発現時期とのタイムラグを考慮した対策効果評価手法を構築し、ボトム

アップ型技術選択モデルで必要とされる要素技術の効果や費用に関する基礎情報など、戦略研究

プロジェクト全体からの要求に応じて、必要な知見を提供する。また、2050年についての検討で

は、削減目標をまず与え、その達成に必要な技術革新・交通行動変化のシナリオを描くバックキ

ャスティング手法を適用して、目指すべき長期的な将来像とそこへの道筋を提示する。 

本サブテーマ１では、2020年頃に向けて、現時点で実用化済み、ないし実用化に近い技術の大

量導入によるCO2削減効果を、導入決定時期と実際に効果が現れる時期とのタイムラグや、自動車

用燃料供給技術、燃料補給インフラの整備などの周辺条件を考慮して評価する手法を開発すると

ともに、削減促進のための政策手段との関係を明らかにする。これらを踏まえて、2020年に向け

た交通部門の基準シナリオおよび対策シナリオを構築することを目的とする。 

 

３．研究方法・結果 

2020年の中期に向けて、交通行動を大幅に変更させる施策の導入可能性については、その地域

類型毎の差や、効果の不確実性が大きく、また専門家の見解も分かれていることから、全国一律

の交通行動変化シナリオを示すことは困難である。そのため、中期を扱うサブテーマ１では技術

予測を中心に行い、交通行動を変化させる施策の地域類型別の導入可能性は長期を扱うサブテー

マ２で扱うこととした。 
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本サブテーマ１では、技術予測において重要と考えられる従来技術車と新技術車の技術予測、

自動車用燃料供給技術の動向を考慮した分析、燃料供給インフラの整備戦略に関する検討を各々

行い、一方で、これらを踏まえて、技術の大量導入による削減効果と効果が現れるまでのタイム

ラグを示す削減効果評価モデルを開発し、2020年の基準シナリオと対策シナリオを構築する。ま

た、短期的な施策の効果を正確に把握するため、乗用車の車格別CO2排出量の分析を行う。 

 

(1) 燃費改善技術と新燃料・次世代自動車の見通し 

従来のガソリン車、ディーゼル車、さらには低燃費・低公害車（クリーンエネルギー車）を含

む各種自動車の燃費ならびにCO2の削減に有用な2020年時点で実現可能と予想される動力システム

や関連する要素技術を調査抽出し、その効果と今後の課題について検討した。 

電気自動車、ハイブリッド車、燃料電池車等の次世代自動車の低燃費技術を調査した結果、2020

年までには、乗用車や小型貨物車へのガソリンハイブリッド車の普及の実現可能性が高いと考え

られた。30～50%のCO2削減効果が期待される。貨物車に関しては、既存のディーゼルエンジンの効

率化が考えられるが、2010年前後に施行されるポスト新長期排出ガス規制への対応のため、燃費

改善技術は停滞し改善は困難と見られた。電気自動車は、近距離のパーソナルユースに重点をお

いた導入が有り得ると考えられた。 

燃料電池車に関しては、夜間電力の充電によるランニングコストの低減とCO2対策としては有効

である。一方、コストと燃料供給面の課題の克服に時間がかかり、2020年時点に効果が現れるほ

どの大量普及を見込むことは困難と考えられた。ただし、二酸化炭素をほとんど排出しない方法

で水素が生成可能となる見込みがあるとすれば、燃料供給施設の先行的整備や補助金支出などの

強力な普及促進策を採用する戦略も考えられる。 

 

(2)リードタイムを考慮した技術普及シナリオ 

中期的な燃費改善技術と次世代自動車技術の可能性について調査し、多様な調査結果を踏まえ

て議論を行うとともに、国土交通省の需要予

測報告の内容を精査し、特に強い温暖化防止

策を導入しない場合（BAU）について、交通部

門の輸送機関別に燃料・エンジン技術の普及

を想定した2020年「基準シナリオ」を策定し

た。また、2020年に脱温暖化に向けた対策を

導入した場合の「対策シナリオ」の検討に用

いるために、車両製造設備の整備や車両の購

入・普及にかかるタイムラグを念頭に置いて、

コーホートに基づく技術導入対策効果評価モ

デルの基本設計と試作を行った。図Ⅰ-1に示

すとおり、自動車なかでも乗用車に関して詳

細な推計を行った。さらに、これを用いて対

策シナリオの暫定版を作成し、交通部門に関

する議論のベースとして提供した。これを踏
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図Ⅰ-1 対策評価モデルの基本構造 
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まえ、コーホートに基づく技術導入対策評価モデルの詳細設計と開発を行うとともに、自動車以

外の交通機関からのCO2排出量考慮する、対策シナリオについて軽乗用車に電気自動車を導入する

等の改善を行った。また、短中期政策の方向提示に役立てるため、乗用車について車格別のCO2排

出構造の詳細な分析を行う枠組みを構築した。さらに、シナリオを各地で発表し、コメントを受

けてシナリオのブラッシュアップを行った。 

U2020年基準シナリオ(BAU) Uの概要を表Ⅰ-１に示す。なお、HEV（Hybrid Electronic Vehicle，

ハイブリッド車）、BEV（Battery Electronic Vehicle，バッテリー電気自動車）である。その場

合、2020年における自動車からのCO2排出量は、 U1990年比約19%の増加 Uとなる。 

同様に、ハイブリッド車(Hybrid Vehicles)等の大量普及を中心的な対策として想定した U2020年

対策シナリオ(HV) Uを表Ⅰ-1の通り作成した。この場合、乗用車の新車の大半を早期にハイブリッ

ド車に置き換えるために、ハイブリッド乗用車生産設備の増強を前年比2.0倍という加速度的なペ

ースで6年間継続して行い、国内出荷向けだけで年産400万台にまで高める必要がある。この場合、

2020年における自動車からのCO2排出量は、図Ⅰ-2に示すとおり、 U1990年比±0%となる U。 

しかし、これらだけでは排出量の大幅削減は達成できず、1990年比では依然として横ばい程度

となってしまう。そこでさらに、自動車交通需要の削減（Demand Management）（基準シナリオ比

乗用車-20%、バス±0%、貨物車-10%）を組み合わせた U対策シナリオ（HV+DM） Uを作成した。このと

き、2020年における自動車からのCO2排出量は、 U1990年比約13%の減少 Uとなる。 

各シナリオの排出量を比較すると、図Ⅰ-3の通りとなる。また、ハイブリッド乗用車の生産設

備の必要量を図示すると、図Ⅰ-4の通りとなった。なお、ここでは、需要削減を乗用車の保有台

図Ⅰ-4 対策シナリオ時に想定したハイブリ

ッド乗用車の必要生産能力 
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図Ⅰ-3 基準シナリオと対策シナリオによる

2020年交通CO2排出量予測例 

表Ⅰ-1 2020年シナリオの概要 

ガソリン/ディーゼル車の現状の燃費を40%改善した数値

（小型貨物HEVは同20%改善した数値）

ハイブリッド車等
の燃費

-13%
（乗用-21%, 軽自動車
+4%, 貨物-21%）

±0%
（乗用-3%, 軽自動車
+22%, 貨物-13%）

+19%
（乗用+27%, 軽自動
車+68%, 貨物-7%）

CO2排出量

航空、鉄道、船舶の効率は5%改善する一方、航空機輸
送量が約20%増加する

航空、鉄道、船舶

乗用車8%減

貨物車15%減

乗用車15%増（なお、90年比66%増）

貨物車5%減（なお、90年比5%減）

自動車交通量

（02年比）

乗用20%, バス10%, 軽乗用10%, 普
通貨5%, 小型貨15%

乗用、バス、小型
貨10%

燃費改善

（現状比）

乗用車HEV 83%
小型貨HEV 50%
軽乗用BEV 83%

乗用車HEV 20%
小型貨HEV 10%
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燃費改善

（現状比）

乗用車HEV 83%
小型貨HEV 50%
軽乗用BEV 83%

乗用車HEV 20%
小型貨HEV 10%

ハイブリッド車等
の普及
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数の削減として計算している(線で示す)が、保有台数の変化を想定せずに、１台あたりの走行の

削減で需要削減を行う場合には、生産設備の必要量は対策シナリオ（HV）と同様の生産設備量(面

で示す)が必要である。 

なお、対策シナリオ(HV)において、ハイブリッド乗用車生産設備の増強を前年比1.5倍のペース

で10年間継続し、国内出荷向けだけで年産400万台にまで高める場合は、2020年時点でのハイブリ

ッド乗用車普及率は63%にとどまり、排出量は90年比約3%の増加となる。このことから、2020年に

おける大幅削減に向けては、急速な対応を促すことが重要であると考えられる。 

また、各種燃費改善技術、石油代替燃料導入の動向とそれに伴う代替燃料補給スタンドの整備

の必要性をより詳細に技術導入対策効果評価モデルに反映させるため、運輸部門のCO2排出量の大

部分を占める乗用車を対象として、1990年以降2004年までの各年の乗用車の燃費の向上と走行量

の推移を踏まえ、乗用車の車格（排気量）別CO2排出構造の分析を行う枠組みを構築した3)。 

各年度の排気量別初度登録年別自動車保有車両数5)、軽乗用車保有車両数および新車販売台数6)、

ハイブリッド車の新車販売台数7)、文献4)で推計した排気量帯別年間平均走行距離、自動車走行量

8)などから推計した、乗用車パワートレイン別・排気量別走行量を算出した。この15年間のトレン

ドをみると、1990年代初頭に対して小型乗用車の走行量は減少しつつある一方で、普通乗用車と

軽乗用車の走行量が増加する傾向にあることがわかる。これは、普通乗用車については物品税の

廃止および自動車税の税率変更により小型乗用車との税負担格差が縮小したことが、また軽乗用

車については2度の規格変更により保有台数が変化したことに起因するものと考えられる。また乗

用車走行量全体として近年ではほぼ横ばいもしくは微減傾向にあるのは、年間平均走行距離が小

さい軽乗用車の保有が増加していること、またそれが大きいディーゼル車の保有が減少している

ことが一因である。 

 

４．考察 

技術予測に関する情報収集と燃料供給を含めたエネルギー効率を踏まえた検討を行った結果、

2020年時点での対策の実効性においては、ハイブリッド乗用車が最も有力な自動車技術の一つで

あるとの見通しが得られた。燃料電池車の普及に関しては、コストや燃料供給面に課題が残され

ており、2020年時点に大量普及を見込むことは困難と考えられるが、将来的に炭素を排出しない

方法での水素生成が可能との見込みが得られれば、先行して燃料供給スタンドの整備を行うこと

もあり得る。その普及にかかるリードタイムを考慮するため、代替燃料スタンド最適整備戦略モ

デルの開発に着手した。走行実態調査を踏まえて、１ヵ月間の自動車の走行をシミュレートした

結果、従来に比べて大幅に少ない数のスタンドの設置での燃料供給可能性が示唆された。 

これらの知見を踏まえて、2020年の交通部門の基準シナリオと対策シナリオ案を作成した。脱

温暖化のために、乗用車のほとんどをハイブリッド車に、軽乗用車のほとんどを電気自動車に切

り替える必要があり、そのためには、生産設備の急速な拡充が重要であることを指摘した。また、

本部門の2020年の排出量を1990年レベルより大幅に減少させるためには、ハイブリッド車等への

切り替えでは不十分であり、交通需要面も含めたさらなる対策が必要になると考えられた。また、

乗用車に関しては、車格別の詳細な分析を行う枠組みを構築した。今後、短期的な対策の効果を

把握するためにモデルに組み込む計画である。 
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５．本研究により得られた成果 

・低CO2車技術選択モデル構築に必要となる基礎データの収集と基本的な考え方の整理を行い、自

動車用燃料インベントリの作成を行った。 

・１ヵ月間の自動車の走行をシミュレーションすることで、燃料供給スタンドの設置戦略の評価

を可能とし、従来に比べて大幅に少ない数のスタンドの設置での燃料供給可能性が示唆された。 

・2020年の交通部門の基準シナリオと対策シナリオ案を作成した。 

・2020年時点での効果の実効性という点では、ハイブリッド乗用車が最も有力な自動車技術の一

つであるとの見通しが得られた。但し、そのためには、製造能力の急速な拡大が重要である。 

・本部門の2020年の排出量を1990年レベル以下にまで減少させるためには、想定した技術面の対

策のみでは不十分であり、交通需要面も含めたさらなる対策が必要になることを明らかにした。 

・1990年以降現在までの乗用車CO2排出量のトレンド分析を行った。燃費性能の着実な向上と燃費

の良い乗用車の普及により、また乗用車走行量の伸びの頭打ちにより、着実に増加し続けてい

た乗用車CO2排出量が近年では横ばいから微減傾向にあることが確認された。 

 

６．引用文献 

5)（財）自動車検査登録協力会、各年3月末現在自検協統計自動車保有車両数 

6)（社）全国軽自動車協会連合会統計、http://www.zenkeijikyo.or.jp/statistics/index.html 

8) 国土交通省総合政策局情報管理部、各年自動車輸送統計年報 
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 9

Ⅱ．燃料補給と走行に伴うライフサイクル排出量 

 

１．エネルギーチェーンサイクル全体からのCO2排出量 

現在の自動車用パワートレイン（動力装置）の主流である内燃機関では、自動車の燃料タンク

に蓄えられた化石燃料を内燃機関で燃焼させることにより推進力を得る。このとき、大気中にCO2

が放出される。一方、自動車用非従来型燃料の中で、現在の内燃機関にもそのまま適用できると

されるバイオマス燃料は、炭素中立という、持続可能な形態で管理されているという暗黙の仮定

が想定されており、温室効果ガスの国家インベントリについて定めたIPCCのガイドラインに基づ

き、その燃焼に伴うCO2排出は勘定しなくてもよいとされている。また、内燃機関自動車に代わる

次世代自動車の鍵を握るとされる燃料電池自動車の燃料である水素には炭素分が含まれないため、

車上に搭載された燃料電池で発電してモータで走行する際にCO2排出はない。しかし、バイオマス

燃料や水素を各種一次エネルギーや再生可能エネルギーから製造し、燃料の補給設備に供給する

までの過程ではさまざまな化石エネルギーが投入されるため、自動車走行時のCO2排出はゼロであ

るが、燃料の製造・供給段階ではCO2が排出される。つまり、LCA的な視点に基づくと、自動車用燃

料としてバイオマス燃料や水素を用いる場合にも、CO2が排出される。 

Well to Wheel (WtW)分析とは、自動車用燃料が一次エネルギーや再生可能エネルギーから製造・

供給され、自動車で走行に使用されるまでのライフサイクル（エネルギーチェーンサイクル）全

体での環境負荷を定量化する枠組である。WtW分析は、今後の国家のエネルギー戦略や自動車メー

カ・エネルギー産業の技術開発や経営戦略を練る上で重要であり、日本では経済産業省が実施す

る「水素・燃料電池実証プロジェクト」(JHFC: Japan Hydrogen & Fuel Cell Demonstration Project)

の総合効率検討特別委員会1)やトヨタ自動車株式会社・みずほ情報総研株式会社2)などで、また米

国3)や欧州4)などでも、それぞれの地域のエネルギー事情と自動車の普及状況にあわせた分析が行

われている。 

図Ⅱ-1に、内外のWtW分析で検討対象とされている自動車用燃料供給方法と、各種石油代替燃料

自動車の組み合わせの一例を示す。WtWの一連のエネルギーチェーンサイクルのうち、一次エネル

ギー・再生可能エネルギーが採掘されてから自動車用燃料として精製され、自動車のタンクに搭

載されるまでをWell to Tank (WtT)、搭載された自動車用燃料が走行に使用されるまでをTank to 

Wheel (TtW)と、分けて評価されることが多い。 

低CO2車技術選択モデル構築のためには、自動車用燃料製造と供給に伴うインベントリ作成と、

自動車走行時のエネルギー消費量（燃費）の算出が必要となる。本研究では、各種自動車用燃料

のWtT段階でのエネルギー消費量・CO2排出量は、筆者がWG委員として参加して収集した、各種エネ

ルギー変換プロセスでのインベントリデータの提供を行ってきた文献1)での検討結果を引用する。

TtW段階での自動車走行時のエネルギー消費量は、文献1)では自動車の排ガス・燃費測定に使用さ

れている10・15モードと呼ばれる走行試験モードに基づくエネルギー消費量が掲載されている。

低燃費車や各種石油代替燃料車の既存自動車に対する燃費面での優位性を検討する上では、10・

15モード燃費の比較は確かに有効な指標の一つとなりうるが、多くの自動車ユーザが経験してい

るように、既存自動車の実使用時の燃費は10・15モード燃費通りの燃費性能を発揮できない場合

が多く、これは石油代替燃料車の燃費にもあてはまる可能性がある。そこで本研究ではTtW段階に
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ついては、文献1)のレビューによる低燃費車・各種石油代替燃料車の10・15モード走行時のエネル

ギー消費量・CO2排出量の把握に加え、燃料電池車・電気自動車については、構築した自動車のパ

ワートレインの状態を模擬可能な自動車走行シミュレーションモデルを用いて実走行時のエネル

ギー消費・CO2排出特性を算出した。 

 

(1)Well to Tankエネルギー消費量・CO2排出量 

文献1)では、あるプロセスに投入されたエネルギーとそれに伴うCO2排出量は、一次エネルギー

にまで遡って算出している。すなわち、LCAのインベントリ分析の観点からは積み上げ法ではなく、

産業連関法に基づいて算出していることになる。 

図Ⅱ-2に、文献1)から作成した日本の条件におけるWtTエネルギー消費原単位およびCO2排出原単

位（電力は平均電源構成を加味した算出結果）を示す。以下に、WtT分析の主な論点を示す。 

・ 文献1)ではエネルギー消費とGHG（温室効果ガス）排出量を分析対象物質としている。GHGとし

てはCO2、CH4、N2Oを採用し、GWP（地球温暖化係数）を用いてCO2換算しているが、化石燃料の燃

焼に伴うCH4およびN2Oの排出量はないものとしている。 

・ 対象年度である2010年頃に実現・導入可能であると想定される自動車用燃料製造・供給技術と

自動車技術を分析の対象としている。 

・ 想定するエネルギーチェーンサイクルには様々な不確実性が存在する。これは例えば輸送距離

や一次エネルギーの採掘場所のような条件設定に基づくものや、将来の技術進歩などである。WtW

分析ではこれらの想定されうる不確実性を考慮し、幅を持たせて評価している。したがってWtW

分析の結果に大きな幅が含まれる場合、その解釈にあたってはその幅が生じる原因が何にあるの

かに留意する必要がある。 
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・ エネルギー消費を算出する場合の各物質の発熱量は、LHV（低位発熱量）を採用する。これは、

TtW段階で想定する各種自動車の内燃機関の動作温度が高く、水蒸気の潜熱回収が難しいためで

ある。 

・ WtW段階で想定されている各種エネルギー変換プロセスではエネルギーフローだけに着目し、

これらプロセスの設備建設や運用に伴うエネルギー投入とCO2排出量は分析対象外とする。電力

について、汽力発電は設備建設・運用時のCO2排出の寄与度が低いためにこれらをカットオフし

た、化石燃料燃焼に伴うCO2だけをカウントしているが、発電時に燃料の燃焼がないためにCO2が

排出されない原子力、水力、太陽光、風力発電では、発電設備の建設や運用段階で排出されるCO2

を含めた発電源別CO2排出原単位を用いる。 

・ 各パスに含まれるプロセスでのエネルギー消費原単位は、生産物1単位あたり生産するために

投入された原料およびエネルギーの発熱量の和として算出する。またCO2排出原単位はプロセス

での炭素収支を考慮して、投入物のCO2排出量の和と生産物のCO2排出量の差として算出する。 

・ 自動車用燃料としての水素の製造・供給パスのうち、日本に特有なものとして、製鉄所におけ

るCOG（コークス炉ガス）に含まれる副生水素、苛性ソーダ工場からの塩電解水素の利用がある。

副生水素のエネルギー消費原単位ならびにCO2排出原単位は、以下の前提にしたがって算出して

いる。すなわち、COGに含まれる水素や苛性ソーダ工場の塩電解水素は二次的な副産物であると

して捉えられるために、LCA的な観点からはエネルギー消費や環境負荷は配分されないと考えら

れる。これらの現在の利用用途のうち、基本的に燃料として利用されているものが自動車用燃料

の水素として供出可能であるとし、その利用によるエネルギー消費量とGHG排出量は、燃料とし

て代替燃料を利用した場合との差分によって定義されるものとする。 

・ バイオマス起因の自動車用燃料については、バイオマスの生産段階で摂取された炭素は吸収さ

れたものと考え、マイナス表示でその量を表記している。その量は炭素収支がゼロとなるように、

図Ⅱ-2 Well to Tankエネルギー消費原単位およびCO2排出原単位 
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吸収量と燃焼時の排出量が同じになる値としている。 

 

(2)低燃費車・石油代替燃料車の10・15モードTank to Wheelエネルギー消費量 

図Ⅱ-3に、各種低燃費車・石油代替燃料車の10・15モードTtWエネルギー消費量1)を示す。文献

1)での分析対象車は、ガソリン内燃機関自動車(ICEV)、ガソリン内燃機関ハイブリッド車(ICEHEV)、

ディーゼルICEV、ディーゼルICEHEV、CNG INCEV、燃料電池ハイブリッド車(FCHEV)、バッテリー

電気自動車(BEV)の7車種である。ここでは基準となるICEV・ICEHEV・BEVについては現状の技術を

想定し、現在は開発段階にあるFCHEVは原則として2005年から2010年頃の技術を想定し、燃料電池

のスタック効率は60%として基準車との比較・検討を行っている。これらすべての車両の基本性能

は原則として同等とし、車室内スペースや車両の形状も共通であるとしている。これら車両のTtW

エネルギー消費量はシミュレーションモデルGREEN(General Research for Energy Efficiency of 

New Technology Vehicles)を用いて評価しているが、FCHEVについてはJHFC実証試験で得られた現

在の技術水準におけるエネルギー消費量も公表されている。 

 

(3)低燃費車・石油代替燃料車の10・15モードWell to Wheel CO2排出量 

WtW CO2排出量は、TtW段階の各種自動車のエネルギー消費量と、自動車用燃料のCO2排出係数・

WtT CO2排出量から算出できる。図Ⅱ-4に、低燃費車・石油代替燃料車の10・15モード走行時にお

けるWtW CO2排出量を示す。 

図Ⅱ-4では、それぞれの低燃費車・石油代替燃料車のWtW CO2排出量は幅をもって示している。

これは、それぞれの車両で使用される自動車用燃料供給方法によるWtT CO2排出量の違いに起因す

るものである。特にBEVのWtW CO2排出量の幅は、BEV用電力を太陽光・風力の再生可能エネルギー

で発電するか、日本の平均電源構成による電力CO2原単位を使用するかによって大きく異なってく

る。 

現状の技術水準における直接水素型のFCHEVのWtW CO2排出量はガソリンICEHEVには勝るものの、

内燃機関を使う自動車の中で最も高い効率が期待されるディーゼルICEHEVと比較すると、水素製

 

図Ⅱ-3 低燃費車・石油代替燃料車の10・15モードTank to Wheelエネルギー消費量 
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造・供給パスによっては上回る場合が多く、副生水素を利用した場合にはディーゼルICEHEVを下

回る可能性がある。燃料電池車は、投入可能な一次エネルギー・再生可能エネルギーが多用であ

るという特徴があるが、それに加えてCO2排出量削減の可能性をさらに向上させるためには、燃料

電池本多淫の高効率化とともに、水素製造段階、すなわちWtT段階における各エネルギー変換プロ

セスの高効率化を図っていくことが重要である。 

 

(4)燃料電池車・電気自動車の実走行時のWell to Wheel分析 

前述の通り、自動車の燃費すなわちエネルギー消費量は、自動車走行試験モードである10・15

モードの値と実走行条件下とでは異なった値を示す。また渋滞時のエネルギー消費と円滑な走行

条件でのエネルギー消費は異なるなど、自動車のエネルギー消費量には平均旅行速度依存性があ

ることが知られている。そこで本研究では、時々刻々と変化する車両の走行動態に応じて変化す

るパワートレインの状態を模擬可能な自動車走行シミュレーションモデル5)を用い、FCHEV・BEVの

TtW実走行時のエネルギー消費量を算出し、これを①のWtTエネルギー消費量・CO2排出量と合わせ

ることにより燃料電池車・電気自動車のWtWエネルギー消費量・CO2排出量を求めた。なお、FCHEV・

BEVとの比較のために、ガソリンICEVについてもエネルギー消費量・CO2排出量を算出した。 

 

① 自動車走行シミュレーションモデルの概要 

図Ⅱ-5に、構築した自動車走行シミュレーションモデルの概要を示す。走行データによって与

えられる速度・加速度と車両諸元により、走行抵抗が計算される。この時々刻々と変化する走行

抵抗に抗して自動車を走らせるために必要なトルク・回転数が、パワートレインから得られる。

ICEの特性はエンジンのマップにより決定される。必要なトルク・回転数をモータから得るため、

FCHEV・BEVでは図Ⅱ-6のような車両システムを想定した。なお、想定した3種類の乗用車は排気量

2,000ccクラスのガソリン乗用車（GV）と、このGVと自動車としての機能が同等であると考えられ

る純水素タンクとニッケル水素電池を搭載した燃料電池車（FCEV）、リチウムイオン電池搭載の

 

図Ⅱ-4 低燃費車・石油代替燃料車の10・15モードWell to Wheel CO2排出量 
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電気自動車（BEV）であり、これら自動車の諸元は表Ⅱ-1に示す通りである。 

図Ⅱ-7に、このモデルで想定した2種類のスタック特性を持つ燃料電池の出力特性を示す。ここ

では文献6)に掲載されているFCスタック特性のうち、効率最大のものをCaseA、最小のものをCaseB

とした。図Ⅱ-6に示すように、自動車用固体高分子型燃料電池には特定の出力域で効率のピーク

が存在する。そこで燃料電池車のエネルギー効率を上げるため、燃料電池高効率領域を積極的に

利用する制御方式としてFC/二次電池ハイブリッドシステム文献7)を自動車走行シミュレーション

モデルに適用した。このハイブリッドシステムでは以下のような制御が行われる。なお、FC/二次

電池ハイブリッドシステムでの出力領域の定義は表Ⅱ-2に示した。 

自動車諸元

シミュレーション管理部

走行動態データ

走行抵抗

速度・加速度

要求トルク・回転数

エンジンコントロール部

エンジン特性マップ

モータ・二次電池・燃料電池
特性管理部

エネルギー消費量

ICE FCHEV / BEV

 

図Ⅱ-5 自動車走行シミュレーションモデルの概要 

 

H2 燃料
電池

DC/DC
コンバータ

スロットル開度

アクセル

Energy
Management

Unit
コントローラ モータ

二次
電池

DC/DC
コンバータ

エネルギーのフロー

電圧・電流信号のフロー

 

図Ⅱ-6 想定したFCHEVの車両システム 

 

表Ⅱ-1 車両の諸元 

パワートレイン出力 ガソリンICEV：100kW, 2,000ccクラス 

モータ：80kW 

共通諸元 前面投影面積：1.98m2、空気抵抗係数：0.34、転がり抵

抗係数：0.01、タイヤ有効半径：0.292m 

BEV用リチウムイオン電池諸元 容量：34.6Wh、最大出力：41.8kW 

燃料電池 最大出力：80kW、水素タンク：160L、35MPa FCHEV諸元 

ニッケル水素電池 容量：47.6Wh、最大出力：37.9kW 

車両総重量 ガソリンICEV：1,269kg、BEV：1,717kg、FCHEV：1,469kg
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・ 低出力域では、モータ用電力は電池により供給 

・ 中出力域では、FCの部分負荷運転により供給 

・ 高出力域では、電池の部分出力でのアシストによるFC最高効率出力運転により供給 

・ 超高出力域では、電池の最大出力でのアシストによるFC運転の効率化により供給 

自動車走行シミュレーションモデルによって算出したFCHEVの10・15モード効率は、燃料電池の

出力特性がCaseAの時は0.469であり、トヨタFCHVの10・15モード効率の0.5とほぼ同じ値が得られ

た。このことから、この自動車走行シミュレーションモデルを用いて算出したTtWエネルギー消費

量には、一定の信頼性があると考えられる。 

 

② 燃料電池車・電気自動車の実走行時のエネルギー消費量・CO2排出量 

東京都内で観測された10パターンの実走行データ（図Ⅱ-8）を自動車走行シミュレーションモ

デルに適用して算出した、FCHEV（燃料電池出力特性：図Ⅱ-7のCaseA）・BEVの実走行時のWtW CO2

排出量を図Ⅱ-9に示す。比較のため、ガソリン車のTtWエネルギー消費量もあわせて示した。ここ

で、燃料電池車用水素のWtT CO2排出量については、数多くの水素供給パスの中から塩電解副生水

素、LNGオンサイト改質水素、日本の平均電源構成による水電解水素の3つを選択し、また電気自

動車用電力は日本の平均電源構成による電力を想定した（表Ⅱ-3参照）。 

図Ⅱ-9から、平均旅行速度が遅いような走行動態、すなわち、都市部のように渋滞が多発する

ような交通状況で使用する場合には、エネルギー回生が可能なFCHEV・BEVはガソリンICEVと比べ

てエネルギー消費の面では大幅に優位であり、平均旅行速度が20km/h以下の領域では、選択され

る自動車用燃料供給パスを問わずFCHEV・BEVのWtW CO2排出量はガソリンICEVよりも低くなる。し

かし、このFCHEV・BEVのガソリンICEVに対するCO2排出量の優位性は平均速度が上昇するにつれて

薄れ、特にFCHEVのWtW CO2排出量は、選択する水素供給パスによってはガソリンICEVのそれよりも

多くなりうる。このことから、自動車起因のCO2排出量削減のためは、FCHEV・BEVのCO2排出量削減

表Ⅱ-2 FCHEVの出力領域の定義 

出力領域 電気出力[kW] 定義 

低出力域 0〜8 FC最大出力の10%以下 

中出力域 8〜15 FC最大効率出力（15kW）以下 

高出力域 15〜40 FC最大効率出力+二次電池最大出力(40kW) 

超高出力域 40〜80 FC最大出力以下 

 

 

図Ⅱ-8 実走行データの一例（平均旅行速度23.7km/h） 
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ポテンシャルを考慮すると、平均旅行速度が低い大都市でFCHEV・BEVを優先的に導入することが

効果的であるとの示唆が得られる。 

 

２．統計解析による乗用車実燃費の実態分析 

前述の通り、各種自動車の燃費面での環境優位性を検討する上では、自動車のカタログにも掲

載されている10・15モード燃費の比較は確かに有効な指標の一つとなりうるが、多くの自動車ユ

ーザが経験しているように、既存自動車の実使用時の燃費（実燃費）は10・15モード燃費通りの

燃費性能を発揮できない場合が多い。これは、実燃費は自動車の走行動態、整備状況や、走行す

る地域の交通状況、気象条件など様々な要因に強く依存するためであり、これらすべての要因の

組み合わせを考慮して、自動車の燃費を測定できる走行試験モードは存在しない。したがって、

10・15モード燃費から実燃費への適切な換算式を採用することにより、達成計画に挙げられた排

出削減量を達成できるか否かを判断することができる。 

実燃費の実態を把握するためには、大別して2つの方法がある。一方は統計データから得られる

自動車走行量と燃料消費量から実燃費を推計する方法である。例えば自動車輸送統計年報8)を用い

ると、地域・車種区分別の自動車燃費を過去に遡って算出することができる。しかし、ここから

得られる値は実績値に基づく自動車総体としての燃費であり、各種燃費向上技術が搭載された自

動車が大量普及した場合の燃費を推計するためには不向きである。他方は自動車ユーザへのアン

表Ⅱ-3 WtW CO2排出量算出に用いた各種CO2排出原単位・排出係数AIST2) 

自動車用燃料 WtT CO2排出原単位 

[g-CO2/MJ(LHV)] 

TtW CO2排出係数

[g-CO2/MJ(LHV)] 

ガソリン 11.42 73.6 

軽油 5.45 74.3 

電力（日本平均電源構成） 123.06  

水素（塩電解副生水素） 22.23  

水素（LNGオンサイト改質） 121.34  

水素（日本平均電源構成による水電解水素） 266.30  

 

 

図Ⅱ-9 実走行時のWtW CO2排出量 
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ケート調査を実施して、実燃費を統計的に解析する方法である。例えば文献9)では、アンケート調査

により乗用車の10・15モード燃費と実燃費の関係の把握を行っているが、乗用車ユーザの車の使

用実態や使用地によって異なる実燃費を、限られたサンプル数の中で統計的信頼性の高い解析を

行うことは困難であった。 

様々な要因によって変化する実燃費を高い統計的信頼性を持って解析するために、筆者らは携

帯電話のインターネットサービスを利用して全国規模で収集された自動車ユーザの自己申告に基

づく給油ログデータに着目し、実燃費データベースを構築してきた。このデータベースから得ら

れた成果の一部は文献10),11)などで紹介してきたが、各種燃費向上技術の投入により着実に向上し

てきた自動車新車の10・15モード燃費が実燃費に与える影響を解析するため、またデータベース

から得られる実燃費の信頼性をさらに高めるため、筆者らは給油ログデータの分析対象期間を拡

張し、実燃費データベースの更新を行った。本稿では最新の実燃費データベースを用い、日本に

おける乗用車実燃費の実態を包括的に把握する。 

なお、「燃費」は燃料消費率と燃料消費量の両方に用いられることがある。本来、燃費は燃料

消費率の略語であり、日本ではその単位として燃料1リットルあたりの走行距離[km/L]が用いられ

ている。しかし、自動車走行に伴う燃料消費量とCO2排出量の算出に必要となるのは、[km/L]の逆

数が示す単位走行距離あたりの燃料消費量であり、自動車のエネルギー消費を表わす単位として

はこの方が合理的である。そこで、本稿では欧州で一般的に用いられる[L/100km]を燃料消費量の

単位として採用し、以下では燃料消費率と燃料消費量の定義と単位の違いを明記した。 

 

(1)実燃費データベースの概要 

筆者らは、乗用車カタログデータと給油ログデータを用いて、乗用車実燃費データベースを構

築してきた。図Ⅱ-10に、このデータベースの概要を示す。 

まず、各乗用車の自動車諸元値を調査するため、インターネット上のある自動車情報サイトで

公開されている、日本の自動車市場で販売された年式・グレードごとの自動車カタログデータを

取得した。2006年5月中旬に取得した42、393台分の自動車カタログデータから、 2005年3月まで

に発売された年式で、かつ車両型式に含まれる自動車識別記号12)から乗用車と特定できる35,439

 

図Ⅱ-10 乗用車実燃費データベースの概要 
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台分のデータを抽出し、乗用車諸元データベースを作成した。 

次に給油ログデータとして、携帯電話コンテンツ「e燃費」の、自動車ユーザの自己申告に基づ

く給油ログデータを選択した。このサービスの利用を希望するユーザは、事前に携帯電話のイン

ターネットサービスを利用して、(a)居住地の郵便番号、(b)車両型式、(c)エンジン過給器搭載の

有無、(d)トランスミッションの種類、(e)給油する燃料の種別、を登録する。以後は給油後にオ

ドメータ（走行距離計）の読みと給油量を携帯電話で入力して送信することにより、データサー

バに給油ログデータが蓄積される。 

給油ログデータの初期登録5項目のうち、車両型式、エンジン過給器搭載の有無、トランスミッ

ションの種類の3つを乗用車諸元データベースの該当項目と組み合わせることにより、以下に示す

16項目を実燃費データベースのフィールドとして採用した。 (1)ユーザ、(2)使用の本拠の市区町

村コード 、(3)給油年月、(4)自動車メーカ、(5)車両型式、(6)車種（軽乗用車、乗用車）、(7)

燃料種別（ガソリン、軽油）、(8)パワートレインの種類（ガソリンオットーサイクルエンジン、

ガソリンロータリーエンジン、ディーゼルエンジン、ハイブリッド）、(9)過給器の有無（過給器

搭載、自然吸気）、(10)トランスミッションの種類（MT、 AT/CVT ）、(11)駆動方式（二輪駆動、

四輪駆動）、(12)直噴エンジン搭載の有無、(13)可変バルブタイミング(VVT)機構搭載の有無、(14)

排気量、(15)車両重量、(16)10・15モード燃料消費率。これらのフィールドは、実燃費の集計要

素として用いる。  

車両型式ごとの諸元値は年式やグレードによって異なるが、給油ログデータではそのシステム

の仕様上、各登録ユーザが保有する車両の年式やグレードまでは特定することは出来ない。そこ

で、乗用車諸元データベースに含まれる車両型式の年式、グレード区分を統合し、値に幅のある

諸元については以下の数値を代表値として採用した5、151型式の自動車諸元値を、給油ログデー

タに関連付けた。 

・ エンジン排気量、燃料タンク容量には、それぞれの最大値を採用した。 

・ 車両重量、10・15モード燃料消費率には、それぞれの最小値と最大値の平均値を採用した。 

本研究では、2000年10月から2005年3月までの54ヶ月間に全国から集められた2,916,044件の給

油ログデータから、まず統計的信頼性を高めるために以下のデータを除去した。 

A-1. 登録ユーザの使用の本拠が特定できないデータ。 

A-2. 乗用車諸元データベースに情報が含まれていない型式を保有しているユーザのデータ。 

A-3. 満タン率（＝給油量／燃料タンク容量）が60%未満、または100%より大きいデータ。  

次に、給油ログデータ iをユーザ u、型式 vの燃料消費率 FEu,v [km/L] 

FEu,v = du,v,i / fu,v,i( )
i∈u,v∑ /nu,v,i       (1) 

に集計したときに、以下のデータを除去した。ただし、 du,v,i [km]、 fu,v,i [L]、 nu,v,iはそれぞれユ

ーザ u、型式 vの給油ログデータ iの走行距離、給油量、データ数である。  

B-1. FEu,vを構成するユーザ u、型式 vの給油ログデータ iのうち、Grubbs検定により有意水準

5%で外れ値と見なされるデータ。 

B-2. nu,v,iが5未満のユーザ u、型式 vのデータ 。 

B-3. FEu,vの分散が10[(km/L)2]より大きいユーザ u、型式 vのデータ。 

最後に、ユーザ u、型式 vの燃料消費率 FEu,v [km/L]を型式 vの燃料消費率 FEv [km/L] 



 19

FEv = FEu,vu∈v∑ /nv         (2) 

に集計したときに、以下のデータを除去した。ただし、nvは型式 vを保有するユーザ uの数である。 

C-1. FEvを構成するユーザ u、型式 vの燃料消費率 FEu,vのうち、Grubbs検定により有意水準5%

で外れ値と見なされるデータ。 

C-2. nvが3未満の型式 vのデータ。 

上記のデータを除去した1,645,923件の給油ログデータを用いて構築した乗用車実燃費データ

ベースには、延べ49,677ユーザ、2,022型式の情報が含まれる。そのサンプル数の内訳を表Ⅱ-4に

示した。表Ⅱ-4 で、“DV”、 “GV”、 “GV_RT”、 “HV”はそれぞれガソリンオットーサイク

ルエンジン乗用車、ガソリンロータリーサイクルエンジン乗用車、ディーゼルエンジン乗用車、

ガソリンハイブリッド乗用車を表す。ここで、乗用車GV_RTの排気量は、自動車税課税時の排気量

区分である「単室容積×ローター数×1.5」で換算した。 

本研究で算出する実燃費は、前回給油時からの走行距離と燃料給油量を基とする、いわゆる「満

タン法」で算出する。したがって、各ユーザが毎回給油する際に満タンにしていることが前提と

なるが、満タン給油しないユーザが存在しうる。「e燃費」ではユーザに満タン給油することを推

奨しており、携帯電話でデータ入力する際にも満タンにしたかどうかの確認画面が表示される。

ここで、2回以上連続して満タンにした状況が確認できて初めて、2回目以降に入力したデータが

給油ログデータとして保存されるシステムになっている。また実燃費データベースを構築する際、

前述A-3の満タン率基準に該当する給油ログデータは除外したため、全1,645,923件のデータの満

タン率平均は76.8%（標準偏差8.82%）であった。給油は乗用車の燃料タンクが完全に空になる前

に行う必要があることを考えると、満タン率平均値からほとんどのデータが満タン給油されてい

ると考えて差し支えないであろう。中には満タン率の低い場合もあるが、データベース構築にあ

表Ⅱ-4 実燃費データベースのデータサイズ 

種別 ログデータ数 ユーザ数 型式数 
軽乗用車GV 151,742 4,734 265 

1,501~2,000cc 2,005 68 11 
2,001~2,500cc 13,674 397 37 
2,501~3,000cc 33,111 918 53 

3,001cc~ 6,205 169 12 

乗用車 
DV 

全体 54,995 1,552 113 
~1,500cc 195,047 6,540 294 

1,501~2,000cc 777,483 22,797 780 
2,001~2,500cc 274,964 8,157 265 
2,501~3,000cc 99,578 2,981 163 

3,001cc~ 62,834 1,895 126 

乗用車 
GV 

全体 1,561,648 47,104 1,893 
1,501~2,000cc 22,935 780 7 
2,501~3,000cc 961 25 1 乗用車 

GV_RT 
全体 23,896 805 8 

~1,500cc 3,571 145 6 
2,001~2,500cc 1,813 71 2 乗用車 

HV 
全体 5,384 216 8 

全種別合計 1,645,923 49,677 2,022 
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たっては前述B-2に示したように、対象期間中5回以上給油したユーザのログデータだけを対象と

しており、ある1回の給油データがそのユーザの累積実燃費に与える誤差は小さくなる。したがっ

て、本データベースから得られる満タン法に基づく乗用車実燃費は、一定の信頼性を持つと考え

られる。 

 

(2)乗用車実燃費の実態 

データベースから得られる乗用車実燃費に考察を加える。以下では、給油ログデータ iをフィー

ルド  k,l,m,Kに集計した場合の実燃料消費率  FEk.l .m,K [km/L]、実燃料消費量  FCk.l .m,K [L/100km]

は、それぞれ式(3) 

  

FEk,l,m,K = dii∈k,l ,m,K
∑ / f ii∈k,l ,m,K

∑
FCk,l,m,K =100 × f ii∈k,l ,m,K∑ / dii∈k,l,m,K∑

      (3) 

で算出する。ただし、 di [km]、 fi [L]はそれぞれ給油ログデータ iの走行距離、給油量である。 

 

① 10・15モード燃料消費率と実燃料消費率 

車両型式別の実燃費を算出した。 図Ⅱ-11に、 10・15モード燃料消費率 FE10⋅15 [km/L]と実燃

料消費率 FEactual  [km/L]の関係を示す。また式(AIST4)を用いて FEactual を FE10⋅15で説明した回帰

分析の結果と、式(AIST5)を用いて実燃料消費量 FCactual [L/100km]を10・15モード燃料消費量

FC10⋅15[L/100km]で説明した回帰分析の結果を、それぞれ表Ⅱ-5、表Ⅱ-6に示す。  

FEactual = a × FE10⋅15 + b        (4) 

FCactual = c × FC10⋅15 + d        (5) 

表Ⅱ-5、表Ⅱ-6で、軽乗用車GVの決定係数が他よりも低くなっている。軽自動車メーカは、軽

乗用車ユーザのライフスタイルや軽乗用車に対して持つ車としての価値観に応えるために、軽自

動車の規格の中で、ハッチバック、ワゴン、クロカンなど様々な車両タイプの乗用車を選択肢と

して提供しており、10・15モード燃料消費率に幅がある。また軽乗用車規格内でより高いエンジ

ン性能を得るために過給器が搭載されている場合も多く、同じ型式でも過給器の有無によって

10・15モード燃料消費率が異なる。このような軽乗用車をめぐる背景に、表Ⅱ-5で軽乗用車GVの

 

図Ⅱ-11 10・15モード燃料消費率と実燃料消費率 
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決定係数が低い一因があると考えられる。 

 

② 車両重量と実燃料消費量 

エンジンで消費された燃料は自動車の運動エネルギーに変換されるため、燃料消費量を説明す

る自動車諸元として車両重量を選択し、車両型式ごとの車両重量 w [kg]と実燃料消費量

FCactual [L/100km]の関係を図Ⅱ-12に示した。図Ⅱ-12で、ガソリン乗用車2010年燃費基準目標値

表Ⅱ-5 式(4)の回帰分析の結果（ FEactual と FE10⋅15） 

種別 係数 a  係数 b 決定係数 サンプル数 
軽乗用車GV 0.743 -0.324 0.59 240 
乗用車DV 0.752 0.712 0.73 36 
乗用車GV 0.622 1.73 0.83 1,347 
乗用車GV_RT 0.939 -1.85 0.91 4 
乗用車HV 0.697 -2.18 0.92 8 

 

表Ⅱ-6 式(5)の回帰分析の結果（ FCactual と FC10⋅15） 

種別 係数 c  係数 d  決定係数 サンプル数 
軽乗用車GV 1.50 -0.553 0.61 240 
乗用車DV 1.10 1.22 0.67 36 
乗用車GV 1.01 2.49 0.82 1,347 
乗用車GV_RT 1.87 -5.63 0.91 4 
乗用車HV 1.71 -0.246 0.96 8 

 

 

図Ⅱ-12 車両重量と実燃料消費率 

 

表Ⅱ-7 式(6)の回帰分析の結果（ FCactual と w） 

種別 係数 e  係数 f  決定係数 サンプル数 
軽乗用車GV 9.09E-3 0.493 0.47 265 
乗用車DV 5.10E-3 2.95 0.34 113 
乗用車GV 8.43E-3 0.442 0.72 1,628 

乗用車GV_RT 2.12E-2 -10.7 0.60 8 
乗用車HV 4.64E-3 0.238 0.92 8 
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（[L/100km]単位）またはディーゼル乗用車2005年燃費基準目標値（[L/100km]単位）よりもプロ

ットが下にあれば、その型式の実燃料消費量も燃費基準目標値を達成していることを意味する。

また式(6)で FCactual を wで説明したときの回帰分析の結果を表Ⅱ-7に示す。 

FCactual = e × w + f         (6) 

 

③ ガソリン乗用車のハイブリッド化による実燃料消費量改善率の推計 

現在の技術水準で、乗用車GVをハイブリッド化した場合の実燃料消費量改善率を試算する。 

まず、データベースに情報が含まれる8型式の乗用車HVと、自動車として同等の機能を持つと考

えられる乗用車GVを、同じ自動車メーカの中から以下の通り選択した。 

・ 同じ車名に乗用車GVと乗用車HVがラインナップされている場合、その乗用車GVを選択した。 

・ 乗用車HVのエンジン型式が乗用車GVに搭載されているエンジンの改良版である場合、改良前の

エンジンを搭載する乗用車GVを選択した 

・ 上記のどちらにも該当しない場合には、最もエンジン排気量が近い、同程度の年式の乗用車GV

を選択した。 

乗用車HVはハイブリッド機構を搭載しており、乗用車GVよりも車両重量は増加する。そこで、

基準とする乗用車GVをハイブリッド化させた場合の車両重量を推計するために、データベースに

情報が含まれている乗用車HVと対応する乗用車GVの車両重量をそれぞれ wHV [kg]、 wGV [kg]とし

て、単回帰分析を行った結果を式(AIST7)に示す。 

wHV =1.09×wGV −19.4 R2 =0.96      (7) 

最後に、式(6)、表Ⅱ-7および式(7)を用いて試算した、基準とする乗用車GVに対し、自動車と

してそれと同等の機能を有する乗用車HVの実燃料消費量を図Ⅱ-13に示す。図Ⅱ-13から、現在の

自動車技術では、乗用車GVをハイブリッド化することにより、実燃料消費量は乗用車GV に対して

約45%削減できるものと推計される。 

 

 

図Ⅱ-13 乗用車GVのハイブリッド化による実燃料消費量向上率 
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(3) データベースから得られるガソリン乗用車実燃費の妥当性 

入手できるデータの制約から、本章ではガソリンを燃料とする乗用車（乗用車GV、乗用車GV_RT、

乗用車HV）を対象として、データベースから得られた実燃費の妥当性について述べる。 

まず、実燃費データベースから得られるガソリン乗用車実燃料消費量と、統計データから推計

される燃料消費量との比較を行った結果を図Ⅱ-14に示す。図Ⅱ-14の「資エネ燃料消費量」では

ガソリン消費量にエネルギー生産・需給統計年報／資源・エネルギー統計年報13)の石油製品消費

者向／国内向販売量を、「自輸統燃料消費量」では自動車輸送統計年報8)の乗用車ガソリン消費量

を用い、また両者の走行量は文献8)の値を用いた。ガソリンは乗用車以外の自動車用燃料としても

用いられるため、文献13)の石油製品消費者向／国内向販売量全体に占めるガソリン乗用車消費分

の割合は、文献8)のそれと等しいものと仮定した。 

「資エネ燃料消費量」と「自輸統燃料消費量」とで年度推移の傾向に違いがあるのは、推計に

用いた統計値でのガソリン消費量の集計方法の違いに起因するものである。ガソリンは自動車用

燃料以外の用途が少ないため、文献13)の数値の精度は高いと考えられるが、自動車輸送統計調査

は自動車輸送の実態を明らかにすることを目的とした標本調査で、自動車燃費を算出するための

基礎データとしては適していない可能性がある。しかし現時点では、図Ⅱ-14の「資エネ燃料消費

量」と「自輸統燃料消費量」のどちらがガソリン乗用車燃料消費量の実態をより表わしているか

 

図− AIST14 データソースによるガソリン乗用車燃料消費率推計値の違い 

 

図Ⅱ-15 型式別保有台数と実燃費データベースサンプル数 

 

表Ⅱ-8 平成17年度ガソリン乗用車実燃料消費量推計値 

[L/100km] C1 C2 C3 資エネ 自輸統 

全体 11.6 10.7 11.3 10.4 10.4 

~1,500cc 8.10 8.42 8.89   

1,501~2,000cc 11.5 10.8 11.6   

2,001~2,500cc 12.7 12.6 13.4   

2.501~3,000cc 14.5 13.9 14.3   

3,001cc~ 16.6 15.9 15.8   

注）「資エネ」，「自輸統」はそれぞれ図8の「資エネ燃料消費量」，「自輸統燃料消費量」を

示す． 
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について、言及することはできない。 

データベースから得られるガソリン乗用車実燃料消費量（図Ⅱ-14の「実燃費DB燃料消費量」）

は毎年着実に改善しており、2004年度には2000年度比95%の11.6[L/100km]であった。図Ⅱ-14の破

線に示したように、この期間の実燃費データベースに含まれるガソリン乗用車全体の平均重量は、

1,344[kg]（2000年度）から1,373[kg]（2004年度）と若干(2％)増加している一方で実燃料消費量

が減少しているのは、各種燃費向上技術の導入によりガソリン乗用車新車の実燃料消費量が着実

に改善されていると同時に、こうした乗用車が徐々に普及しているためであると考えられる。 

また図Ⅱ-14で、「実燃費DB燃料消費量」が他の2つの推計値よりも値が大きくなっている一因

として、給油ログデータシステムを利用するユーザが保有する車両型式の構成の偏りが挙げられ

る。図Ⅱ-15に、平成17年3月末現在の型式別保有台数14)のうち、車両型式が乗用車諸元データベ

ースとリンクできたガソリン乗用車39,129,515台と、乗用車実燃費データベースに含まれるその

型式のサンプル数の関係を示す。図Ⅱ-15で、型式別保有台数とデータベースサンプル数の相関が

高いとはいえない。これは、給油ログデータベースは携帯電話のインターネットサービスにより

収集しており、必然的にこのサービスを利用している年齢層や性別の車種選好が強く反映される

ためである。 

そこで、ガソリン乗用車全体に占める型式別保有割合を考慮し、平成17年度のガソリン乗用車

全体および、その排気量別の平均実燃料消費量を推計した。表Ⅱ-8で、C1はデータベースから得

られたガソリン乗用車実燃料消費量（図Ⅱ-14の「実燃費データベース燃費」と同じ）、C2は型式

別保有台数14)を考慮した上で、各型式の10・15モード燃料消費量を式(5)に適用して算出した場合、

C3は型式別保有台数を考慮した上で、各型式の車両重量を式(6)に適用して算出した場合を示す。

ここで、各型式の10・15モード燃料消費量および車両重量には、乗用車諸元データベースに含ま

れるその型式の、最小値と最大値の平均値を採用した。C2全体とC3全体を比較すると、両者のガ

ソリン乗用車実燃料消費量推計値には8%程度の誤差がある。これは、表Ⅱ-6、表Ⅱ-7で、ガソリ

ン乗用車の実燃料消費量を説明する場合に、10・15モード燃料消費量を用いた方が車両重量を用

いるよりも決定係数が高いためである。また「資エネ」、「自輸統」の平成17年度ガソリン乗用

車実燃料消費量は、表Ⅱ-8のC2全体の97%、C3全体の92%であり、このことから実燃費データベー

スから得られるガソリン乗用車実燃料消費量は、既存の統計データを用いた推計値と整合性がほ

ぼ取れているといえよう。 

また乗用車実燃費データベースを用いることにより、表5でガソリン乗用車の例を示したように、

既存の統計データでは不可能であった、パワートレイン・排気量別実燃費の実態を把握すること

が可能となった。 
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Ⅲ．代替燃料スタンド最適整備戦略モデルの開発 

 

代替燃料電池車の大量普及のためには、車両の性能向上と低価格化と並んで、燃料供給イン

フラの整備を促す必要があり、代替燃料供給スタンドの整備戦略が非常に重要になる。そこで、

本研究課題では、代替燃料スタンドの時間的及び地理空間的に最適な立地を明らかにすること

を目的に、長期間に渡る自動車の移動再現シミュレータの開発を行った。また、シミュレータ

を用いて、最も有力と思われる電気自動車に関して、その普及可能性を探った。 

代替燃料スタンド最適整備戦略モデルの開発に関する研究では、１燃料補給期間という長期

間での自動車の移動状態を再現するために、ある１日の多数の自動車の移動に関する道路交通

センサスのデータと、車載型の走行状態計測記録装置を用いて取得する長期間に渡る自動車の

移動に関するデータを組み合わる方法論を開発した。研究に利用可能な長期間に渡る自動車の

移動に関するデータが無かったため、独自にプローブ・カー調査を実施してデータを取得し、

これを利用している。 

モデルによるシミュレーションをもとに、茨城県南地域の主として個人が使用する自家用乗

用自動車の１ヶ月間の走行シミュレーションを行い、代替燃料スタンドの設置数と１燃料補給

期間内におけるスタンドへの接近確率の関係を試算した。比較的少量の燃料供給スタンドの設

置で普及促進が可能であるとの知見を得た。さらに、開発したシミュレータを用いて、比較的

航続距離の短い電気自動車の利用可能性についても試算を行い、自動車を複数保有している世

帯で電気自動車の導入可能性が非常に高いことを示した。 

 

［キーワード］自家用乗用自動車、代替燃料自動車、道路交通センサス、プローブ・カー、シ

ミュレーション 

 



 28

１．はじめに 

 環境面で注目を浴びている代替燃料自動車の大量普及のためには、車両の性能向上と低価格

化が必要である。性能の鍵を握る航続距離については、燃料電池車や天然ガス自動車がガソリ

ン車並まで近づいており、市場において十分な需要が見込まれるようになれば、価格も必然的

に下がることが予想させる。しかし、実際には全国における代替燃料供給スタンドの数は、電

気、エタノール、天然ガス、LPガスの全てを合わせても数百に満たない状況であり（環境省

(2005)1））、航続距離の問題が解消しても現状では代替燃料自動車の普及は見込まれない。代

替燃料自動車の普及促進のためには、性能向上と低価格化に加えて、燃料供給インフラの整備

を促す必要があり、代替燃料供給スタンドの整備戦略が非常に重要になる。 

一方、本研究を進めるうちに、燃料電池車の多くがCO2の削減という観点からは必ずしも効率

的な手段ではなく、むしろ、それ以外の点も含めた環境面での優位性という点で電気自動車が

当面の有望な選択肢であるとの見方が研究プロジェクト内で強くなっていった。電気自動車は、

自宅での充電も可能なものが開発された結果、供給インフラの未整備な中でも普及の可能性が

考えられる反面、現在市販されている電気自動車の価格は、同程度の大きさのガソリン車の約

2倍～3倍である。さらに、一回の充電での航続距離はカタログ等に記されている数字で最大で

も200km程度であり、実際に市街地を走行する場合にはさらにこれより短くなることを考える

と、その性能はガソリン車に比べ著しく劣っている。 

 

２．研究目的 

そこで本研究では、まず、代替燃料スタンドの時間的及び地理空間的に最適な立地戦略に資

することを目的として、そのための基礎データを提供し得る、長期間に渡る自動車の移動再現

シミュレータの開発を目的とした。 

次に本研究では、開発した長期間に渡る自動車の移動再現シミュレータを利用して、日常の

自動車移動に支障を及ぼさずに、現行の航続距離程度の性能の電気自動車で代替可能な車両が

どの程度なのかを推計することとした。 

なお、本研究を開始した直後は、代替燃料スタンドの時間的及び地理空間的な最適立地戦略

の策定のために、自動車の購入予測モデルの構築も予定していた。しかし前述のとおり、研究

の進行中に状況が変化し、自動車の購入予測モデルの作成に代えて、電気自動車の普及可能性

を、自動車複数保有世態におけるいわゆるセカンドカーとしての利用可能性という当初予定し

ていなかった観点から検討することとした。 

 

３．研究方法 

（１）研究方法の概要 

本研究では、まず茨城県南地域を対象に自動車移動に関する特徴を把握しモデル化する。 

 自動車移動の実態を把握するために、本研究では国土交通省による平成11年度道路交通セン

サス（正式名称：全国道路街路交通情勢調査）のデータを使用する。これは、平日・休日のそ

れぞれある一日の自動車移動に関して、多数のサンプルを有しているという特徴を持つ。しか

し、代替燃料自動車の普及を探る上では、同時に、長期間に渡っての自動車移動の実態を把握

する必要がある。そこで、本研究では、セイフティ・レコーダ(SR)を被験者の自動車に登載し
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て、長期に渡る自動車移動の実態を独自に調査し、センサスとSR両方のデータをもとに自動車

移動トリップのパターンや走行距離分布等の傾向を分析し、モデル化する。（具体的なモデル

化のための分析については、４．で説明する。） 

それをもとに、図Ⅲ-１に示すような手順で、対象地域内における１ヶ月（30日）の再現シミ

ュレーションを行う。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-１ 長期間の自動車移動再現手順の概略 

（２）対象地域 

 本研究において自動車移動の再現を行う対象地域は、図Ⅲ-２に示す茨城県南部の地域であ

る。  

 

図Ⅲ-２ 対象地域（茨城県南地域） 

 

図Ⅲ-３ 対象地域における東京都市圏 
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具体的な分析の単位としては、道路交通センサスのBゾーンよりも細かい、東京都市圏パー

ソントリップ(PT)調査小ゾーンを用いることにした（図Ⅲ-３）。 

 

（３）使用するデータ 

本研究では、1日の交通行動を把握するために道路交通センサスのオーナーインタビューOD

調査を用いた。また、長期間の交通行動を把握するためにセイフティ・レコーダ(SR)からのプ

ローブデータ、特にGPS計測による移動軌跡のデータを用いた。また、対象地域における自動

車保有台数は市町村ごとの自家用乗用車保有台数のデータ（「茨城県統計情報ネットワーク 

統計からみた茨城県のすがた 市町村早わかり」 http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/sugata/haya18

/index.htm による）を用いた。 

なお、具体的な分析の単位として東京都市圏PT調査小ゾーンを用いるため、道路交通センサ

スのBゾーン単位のOD表を、交通発生・集中量をあらわす指標としてよく用いられている人口

比率を用いて、フレーター法により細分化したゾーンに対応するOD表を作成した。 

対象とする茨城県南地域の道路交通センサスの中での自家用乗用車の個人使用車台数等の

概要は表Ⅲ-１,２に示すとおりである。平日休日ともに、約80％が就業者、約20％が非就業者

の車両であった。 

 

表Ⅲ-１ 対象車種の概要（自家用車個人使用・平日） 

平日                              台数：台 実働率：％ 

表Ⅲ-２ 対象車種の概要（自家用車個人使用・休日） 

休日                              台数：台 実働率：％ 

 

 一方、プローブ・カー調査は、まず始めに、つくば市近辺に居住する１７台の自動車に関して、１～

３ヶ月程度の間、SRを登載してその走行軌跡に関するデータを取得した。 

次に、同様につくば市に居住する、自動車を２台以上保有している７世帯に１７台の自動車に関して、

１～３ヶ月程度の走行データを取得した。 

 その詳細については、前者はTsutsumi et al.(2005)、後者は宮坂他（2007）にそれぞれ記している。 

 

調査票種別 車両台数 運行台数 運休台数 実働率 

自家用乗用車個人使用 4768 

就業者 3963 
 

非就業者 

6801 

805 

2033 70.1 

調査票種別 車両台数 運行台数 運休台数 実働率 

自家用乗用車個人使用 4011 

就業者 3365 
 

非就業者 

6888 

646 

2877 58.2 
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４．自動車移動の実態に関する分析の概要 

（１）道路交通センサスに基づく自動車移動と保有の実態 

本研究では、道路交通センサスのデータをもとに、平日・休日のそれぞれについて、トリ

ップパターン及び一日のトリップ数、一日の走行距離、一ヶ月の走行距離分布を分析してい

る。紙面の制約により、以下にはその一部のみを掲載することとする。詳しくは、Tsutsumi 

et al.(2005)を参照されたい。 

①トリップパターン 

表Ⅲ-３ 道路交通センサスに基づく主要トリップパターンの分類(全体) 

順位 平日 割合 休日 割合 

46.0％ 24.2％ 

1 

 

（2193） 

 

（971） 

8.2％ 9.4％ 

2  

（393） 

 

（376） 

4.4％ 9.0％ 

3  

（208） 

 

（362） 

2.0％ 3.7％ 

4  

（93） 

 

（150） 

1.7％ 3.3％ 
 

 

5 

 

（83） 

 

（113） 

    ：自宅    ：会社    ：その他   平日：4768台 休日：4011台 

表Ⅲ-３は、自家用乗用車の個人使用車において、1日のトリップパターンの集計した結果である。平

日の全体では，運行車両の46％が通勤・帰宅の2トリップであった。全トリップパターンの内、出勤･登

校の義務的な交通を含むトリップパターンは約65％に及ぶ。一方、休日では、買物・帰宅という2トリッ

プのトリップパターンが24.2％を占めるが、買物を含むトリップパターンは休日において約50％に及び，

他の目的と連鎖して買物行動が行われていることが考えられる。 

②月間走行距離分布 

長期間の走行距離分布については、道路交通センサスの初度登録年月から各自動車保有期間

を月単位で求め、それを総走行メーターの値から割ることで、月間走行距離とした。その結果

は図Ⅲ-４に示すとおりである。 
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図Ⅲ-４ 道路交通センサスに基づく月間走行距離の分布 

③世帯の自動車保有に関する分析 

 道路交通センサスをもとに、世帯の自動車保有台数を計算した（図Ⅲ-５）。全国で見ると、

複数保有世帯の割合が3割を超え、乗用車平均保有台数は1.42台となっている。対象地域であ

る茨城県南地域では、その割合はさらに高くなっており、特に3台以上保有している世帯が全

国に比べて多く、自動車依存度の高さがうかがえる。実際、対象地域内の筑西市では、世帯あ

たり保有台数が1.934台と全国でも2番目に高い数字を記録しており、全国でも自動車複数保有

化が進んでいる地域の一つであるいえよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-５ 道路交通センサスに基づく保有台数別世帯数の割合 

複数保有世帯におけるいわゆるセカンドカーは比較的短いトリップに利用されることが多い。

従って、この結果からも、航続距離が短い電気自動車のある程度の潜在需要が示唆される。 

 

（２）プローブ・カー調査に基づく自動車移動実態の概要 

①プローブ・カー調査で得られたデータについても、道路交通センサスと同様の分析を行っ

た。図Ⅲ-６には、ある一台の車の毎日の走行距離を示している。これをもとに、30日分間の

走行距離は、図Ⅲ-６の右に示すような関係のモデル式を用いて再現を行うこととした。 
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図Ⅲ-６ プローブ・カー調査に基づく毎日の走行距離とモデル化の考え方  

 

 

図Ⅲ-７ 世帯内の２台の車の 

一日の走行距離の分布（平日）（5kmごと） 

 

図Ⅲ-８ 世帯内の２台の車の 

一日の走行距離の分布（休日）（5kmごと） 

 本研究では、複数保有世帯内のそれぞれの自動車がどのような動きを行っているかを、プロ

ーブ・カー調査によって明らかにしている。図Ⅲ-７,８には、２台の自動車を保有する世帯に

おける各車両の走行一日の走行距離の組み合わせを示している。本研究では、運転者によって

個々の自動車の区別を行っており、世帯主が使用する自動車を一台目と定義し、配偶者又はそ

の他の者が使用する自動車を二台目としている。明らかに、世帯内の２台の自動車は独立に走

行しておらず、利用に関して影響を及ぼし合っていることが分かる。 

 

kmkm
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（３）燃料補給のタイミング 

燃料補給タイミングについては、筆者らのグループで17年7月に独自に行った「つくばエク

スプレス開業前交通実態調査」の中に自動車の燃料補給に関する質問を設け、927世帯計1,539

台から有効回答を得た。その結果、約95%の自動車が燃料の残量を目安に燃料補給を行ってい

ることなどが分かった（図Ⅲ-９）。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-９ 燃料補給のタイミング 

  

５．シミュレータの構築 

（１）シミュレーション概要 

まず、ゾーンごとの自動車保有台数割合に応じて再現を行う自動車の本拠地のゾーンを決定

し、そこを本拠地とする自動車を1台抽出する。 

次にその自動車の属性を決定する。属性には、自動車の航続距離、燃料補給のタイミング、

義務的移動の有無とその目的地、そして月間走行距離と、それに基づく1日ごとの走行距離分

布がある。それらはすべて、４．で述べた分析結果をもとにモデル化されたものである。 

属性を決定した後に1日の自動車移動の再現を行う。1日の走行距離やトリップ数を決定し、

それらやOD表からの目的地選択確率に従うように移動を再現する。また同時に、代替燃料スタ

ンドの配置に関する分析のために、その自動車が代替燃料スタンドを配置したゾーンを通った

回数をカウントしていく。 

こうしてある1台のある1日の自動車移動の再現が完了する。1日の自動車移動の再現が完了

したら、これを30日分繰り返し、これで1台の長期間の自動車移動の再現が完了する。これを、

そのゾーンを本拠地とする自動車台数分繰り返し、さらにこれをゾーン数分繰り返すことで、

対象地域内の全自動車の長期間の移動の再現が完了する。 

世帯内に複数の自動車がある場合にも、一日ごとに、同様に2台目について移動を再現する。

その際、図Ⅲ-５,６の関係をモデル化したものを用いることで、1台目の走行再現結果が2台目

の走行再現に影響を及ぼすようにしている。 
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図Ⅲ-10 長期間の自動車移動再現手順の詳細（複数保有世帯の場合） 
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図Ⅲ-10には、このような手順の詳細について示している。この図は複数保有世帯の場合で

あるが、世帯が1台のみの車両を有する場合は、2台目の再現手順をスキップしたものとなって

いる。 

本研究の対象地域内における自家用乗用車の総数は738,999台であり、この全台数に関して上述

の再現を実施する。走行距離やトリップ数の決定などは、すべて、4．で説明したような分析

結果に基づく確率分布に従ってランダムに行うこととする。その際、擬似乱数を用いているが、

本研究はで多くの変数を扱い、70万台以上の自動車の移動再現を行うため、生成速度が速く、

長い周期を持ち、なおかつ高次元均等分布を持つという特徴を備えた、Mersenne Twister を用

いている。 

 

（２）代替燃料スタンド遭遇判定 

シミュレーションにおいて、自動車が移動を行うごとに走行した距離を航続距離から減算し

ていき、航続距離の残り割合が、図Ⅲ-９の割合に従って割り当てられた燃料補給のタイミン

グにさしかかった時点から燃料がなくなるまでの間の走行において、代替燃料スタンドが配置

されたゾーンを走行した場合を、代替燃料スタンドへの「遭遇」とみなすこととする。 

 

６．シミュレーション結果 

（１）再現性の検証 

①月間および1日の走行距離 

上記の手順で長期間の自動車移動再現シミュレーションを行った結果について、１日及び１

ヶ月走行距離分布を、道路交通センサスと比べたのが図Ⅲ-11,12である。どちらも良好な結果

が得られていることがわかる。（なお、この再現は、世帯内の自動車保有台数を考慮する前の

結果であり、各車両が独立に走行すると仮定した結果に基づくものである。次の②も同様。） 
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図Ⅲ-11 一日の走行距離分布の比較  
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図Ⅲ-12 一ヶ月の走行距離分布の比較 

 

②空間分布の比較 

本研究では、実際の自動車の走行範囲とシミュレーション上の仮想自動車の走行範囲を定量

的に比較する方法を提案している。手順は、まず、SRより実際の自動車の走行範囲を求める(図

Ⅲ-13)、この自動車と本拠地および義務的移動の目的地が同一の自動車を、シミュレーション
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結果から抽出する(図Ⅲ-14)。次に表Ⅲ-４に示す値を計測する。これらの値を用いてC/A、C/B

を求めると、 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-13：SRから得られた実際の自動車の走

行軌跡の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-14シミュレーション上の自動車の走行

範囲の一例

 

 

表Ⅲ-４：空間分布の比較に用いる値 
A 実際の自動車が走行したゾーン数 
B シミュレーション上の自動車が走行し

たゾーン数 
C どちらの自動車も走行したゾーン数 

 

 

 

表Ⅲ-５：空間分布の比較に用いる値のとる

範囲 

 

 

 

 

 

 

2つの値はそれぞれ、実際の自動車移動とシミュレーション結果が完全に一致した場合に1を

とり、当てはまりが悪くなるほど0に近づいていく(表Ⅲ-５)。本研究では、この2つの値を用い

て空間分布の比較を行っている。その結果を表Ⅲ-６に示す。C/A、C/Bともに1に近い値をとっ

た割合は少ない。しかし、逆にどちらの値も極端に0に近い値をとった割合もほとんどなく、

この点から見るとある程度良好なシミュレーション結果が得られたと言えよう。ただし、C/A 

と比較してC/Bの方がやや値が低い傾向が見られており、これはすなわちA＜Bを意味している。

Aは実際の自動車の走行範囲、Bはシミュレーション上の仮想自動車の走行範囲であるから、シ

ミュレーションでは走行範囲を過大に推計しやすいことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-６：空間分布比較結果 
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７．結果・考察 

（１）代替燃料スタンド配置に関するシミュレーション結果と考察 

開発したシミュレータを用いて代替燃料スタンドの配置に関する分析を行った。また、遭遇

のシミュレーションにおいて大きな影響を与えると考えられる航続距離については、本研究で

は既存のガソリン車並、天然ガス自動車並、電気自動車並の3種類の航続距離を設定した。ガ

ソリン車並の航続距離はカタログなどから軽自動車、小型自動車普通自動車ごとに平均航続距

離を求め、それらの車種ごとに航続距離を割り当てた。天然ガス自動車、電気自動車について

は、それぞれ350km、100kmと設定した。 

これらの設定をもとに代替燃料スタンドに遭遇できる車両の割合を求めた。そのけ結果、既

存のガソリン車並の航続距離を設定した場合は、交通量の多い順からの配置の場合は89ゾーン

中23ゾーンに配置すれば約90%の自動車が代替燃料スタンドに遭遇できるという結果になった

（図Ⅲ-15)。航続距離350km(天然ガス自動車並)の場合もガソリン車並の航続距離の場合とほ

ぼ同じ結果になった。しかし、航続距離100km(電気自動車並)の場合には、かなり代替燃料ス

タンドに遭遇する車両の割合は低くなっている。遭遇の割合が90%を超えるのは、交通量を考

慮して配置した場合でも39ゾーンと、およそ2つのゾーンに1つは代替燃料スタンドを配置しな

いとならないということが分かった。 
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図Ⅲ-15 代替燃料スタンドの配置ゾーン数と自動車のスタンド遭遇割合の関係 

 

（２）電気自動車の普及可能性に関するシミュレーション結果と考察 

①現行の自動車利用下における電気自動車の普及可能性 

 現状における自動車複数保有世帯の自動車利用実態において、電気自動車への代替がどの程

度可能であるか考察する。電気自動車の航続距離は、市街地で走行を行う場合、カタログにお

ける航続距離の50%程度であるということが林田ら(1994)によって指摘されている。そこで、

本研究では100kmを電気自動車の航続距離と想定する。図Ⅲ-16は、1台目・2台目それぞれの最

長の走行距離を100km単位に区切って表したものである。世帯内のどちらの自動車も100km以内

の走行しか行わなかった世帯は0.5%ほどしかなく、残りのほぼ全ての世帯で、少なくともどち
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らか1台は一ヶ月内に100km以上の走行距離を走行しているということになる。しかし、世帯内

におけるどちらかの自動車が100km以内である割合はも2.1%であることから、現在の利用状況

下でも約3分の1の世帯において電気自動車への転換が可能と考えられる。特に、本研究で定義

した2台目、すなわち世帯主以外が主として利用する車において、100km以内の走行に限られて

いる自動車が多い。具体的には、2台目の全車両のうち20%以上が100km以内に限られているお

り、いわゆるセカンドカーが短距離の移動に用られている傾向を確認できる。 

なお、1日の走行距離が2台とも100kmを超える世帯において、そのうちの6割の世帯ではどち

らかの自動車は200km以下の走行距離になっていることから、もし、電気自動車の航続距離が

カタログに示されている数字そのものであれば、70％近い世帯において代替が可能であること

が分かる。 

 

図Ⅲ-16 車両を2台保有する世帯における一月の最長走行距離（100kmごと） 

 

表Ⅲ-７ シミュレーションに基づく車両を2台保有する世帯における電気自動車への代替可

能性 
代替可能世帯 代替不可世帯 

（2台100km以下） （1台100km以下） （1台は200km以下） （2台とも200km以上） 

0.03% 

（500台） 

32.1% 

（44,497台） 

41.2% 

（59,284台） 

26.4% 

（38,957台） 

 

②世帯内利用調整についての考察 

分析の結果、自動車を2台保有している世帯においては、長期間で両方の自動車が必ずしも

長い距離を走っているわけでは無く、その日の行動によって走行距離の長い車両が入れ替わる

ことが分かった。そして、1ヶ月間の中で走行距離が100kmを超える利用はあっても、同じ日に

２台両方が100kmを超えて走行することはほとんどなく、もう1台は、運休もしくは短距離の行

動しか行っていないことが分かった。 
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そこで、世帯において走行距離や目的に応じて自動車を使い分ける、具体的には、2台のう

ち一方を長い距離の走行用に使うという世帯内での自動車の利用調整を行えば、電気自動車の

航続距離で問題を生じる日がほとんでないと推測される。このことを定量的に確認するために、

一ヶ月の間の世帯内の各車両の最長距離が100kmを超えている世帯に関して、このような利用

調整を行った上での各車両の月間最大走行距離を計算した（図Ⅲ-17）。図Ⅲ-17において、走

行距離の短い方の車両の月間最大走行距離が100km以下であれば、この車は、現在の航続距離

性能下でも電気自動車に代替することが十分可能であるといえる。同日に2台の自動車が100km

以上を走行している割合は10%未満に過ぎず、世帯内利用調整を用いることで91.2%もの世帯に

おいて電気自動車の導入が可能になることが分かった。 

 

図Ⅲ-17 再現における世帯内の2台の月間最大走行距離分布（100kmごと） 

 

表Ⅲ-８ 世帯内利用調整を用いた場合の電気自動車への代替可能性 

代替可能世帯 代替不可世帯 

どちらか1台の 

走行距離が100km以下 
2台とも100km以上 

91.4% 

（131,790台） 

8.6% 

（12,365台） 

 

③電気自動車の潜在需要についての考察 

本研究では、ガソリンの給油タイミングと一緒に、自動車の過去の購買履歴についても調査

を行った。1,072世帯から有効回答を得ることができ、過去保有・現在保有合計で3,214台の自

動車に関する回答を得た。配布に関して、多少の地域的な偏り等の問題があるが、これから大

まかな自動車保有動向をうかがい知ることができると考える。 

km

走行距離の長い方の 

車両の月間最大走行距離 走行距離の短い方の車両の

月間最大走行距離 
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自動車ごとの保有開始時期を調べることにより、それぞれの時期において購入した自動車の

排気量の分布を整理したのが図Ⅲ-１８である。これから、近年、軽自動車の割合が高くなっ

ていることがわかる。一方で、排気量3,000cc以上の大きい自動車の割合も1990年～1995年頃

を境に大きく上がっており、自動車の購入において、比較的排気量の大きい車と軽自動車との

二極化の傾向が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-１８ 保有開始年別排気量の推移 

 

 このように、軽自動車の購入割合が増えていることから、本研究で試算したように、電気自

動車の潜在的な需要は十分にあるものと考えられる。 

 

８．本研究により得られた成果 

代替燃料電池車の大量普及のためには、車両の性能向上と低価格化と並んで、燃料供給イン

フラの整備を促す必要があり、代替燃料供給スタンドの整備戦略が非常に重要になる。そこで、

本研究課題では、代替燃料スタンドの時間的及び地理空間的に最適な立地を明らかにするため

に、自動車の移動再現シミュレータの開発を行った。ここで、代替燃料スタンド最適整備戦略

モデルの開発に関する研究では、１燃料補給期間という長期間での自動車の移動状態を再現す

る必要があるため、ある１日の多数の自動車の移動に関するデータである道路交通センサスの

データと、車載型の走行状態計測記録装置を用いて取得する長期間に渡る自動車の移動に関す

る独自の調査データを組み合わせ、長期間の自動車移動を再現する方法論を開発した。 

モデルによるシミュレーションをもとに、茨城県南地域の主として個人が使用する自家用乗

用自動車の１ヶ月間の走行シミュレーションを行い、代替燃料スタンドの設置数と１燃料補給

期間内におけるスタンドの存在するゾーンの通過確率の関係を試算した。その結果、既存のガ

ソリン車並の航続距離を設定した場合は、交通量の多い順からの配置の場合は89ゾーン中23ゾ

ーンに配置すれば約90%の自動車が代替燃料スタンドに遭遇できるという結果となった。長距

離の行楽時の移動等における問題や、実際に過度な混雑を避けるために必要なスタンド数につ

いては別途検討しなければならず、現在はゾーン単位でのみ分析を行っている等、まだ精査す

べき事項はあるものの、現在のガソリン車並の航続距離の車両であれば、供給スタンドの問題

はさほど深刻ではないと考えられる。しかし、市街地での航続距離が100km程度と言われてい
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る電気自動車に関する同様の計算によれば、スタンド遭遇割合が90%を超えるためには、89ゾ

ーン中39ゾーンにおいてスタンドの設置が必要であることが分かった。 

電気自動車には、家庭での充電可能なタイプも開発されるなど、供給スタンドの配置を待た

なくても済むという大きな利点がある。そこで、本研究では、電気自動車の航続距離を100km

程度とした場合に、実際どの程度の車両を電気自動車に代替可能かについてシミュレータを用

いて試算した。 

本研究では、対象地域内で自動車を複数保有する世帯を対象に計算を行った結果、現在の自

動車利用を全く変えることなく電気自動車への代替が可能な世帯は32.1%と推計された。これ

をもとに全国の乗用車保有台数に換算すると、約380万台の自動車が電気自動車へ代替しても

問題がないことになる。さらに、世帯内で目的や距離によって自動車を使い分けることを行え

ば、電気自動車への代替が可能な複数保有世帯は91.4%と推計された。全国の乗用車の台数で

考えれば、約1,100万台もの車両が電気自動車によって代替可能であることとなる。 
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Ⅳ．2020年から2050における自動車の燃費向上とCO2削減の到達

予測 

 

2030年から2050年に向けた自動車における燃費改善とCO2削減のための技術的方策を探った。

2030年から2050年の時点で，自動車用の原動機としては，燃費が改善されたエンジン（火花点火

エンジンと圧縮着火エンジン）が用いられ，それには依然として炭化水素系液体燃料が利用され

るものと予想される。エンジンと液体燃料の組合せは，パワー密度とエネルギー密度の両面で自

動車にとって極めて優れた特性を有しており，今後とも超低排出ガス化を前提にメカニズムと制

御方式の高度化により，一層の燃費改善が見込まれる。燃料としては，石油系燃料に加えてバイ

オマス系等の再生可能な燃料も併用される。具体的には，火花点火エンジンでは，ガソリン，バ

イオエタノール，ETBE（エチルターシャリブチルエーテル），圧縮着火エンジンでは，軽油，バ

イオエタノールが使われる。また，幅広いバイオマス系の原料をガス化して合成するBTL

（Biomass-to-Liquid）もオクタン価（耐ノッキング性）やセタン価（圧縮着火性）を調整した上

で，両エンジンに使われるものと予想される。これらのバイオマス系燃料は従来の石油系燃料と

任意の割合で混合して利用でき，既存のエンジン技術と輸送・貯蔵・供給のインフラ技術の対応

にもほとんど問題がなく，長期的な燃料転換を漸次図っていく上で極めて好ましい特性といえる。

さらに，これらのエンジン車はハイブリッド化により50％から150％の燃費改善が可能である。 

また，電気自動車も普及するものと予想され，それには，パワー密度，エネルギー密度，急速

充電特性，信頼耐久性を含めたリチウムイオン等の高性能化が課題となっているが，それが達成

されれば，従来車に比べて小型化を前提にCO2の排出は70％から80％程度削減されるものと予想さ

れる。電気自動車は短距離走行に適性があり，小型車として市街地での移動の利用のあり方を含

めて普及を図る必要がある。また充電に当たっては，夜間充電を主体とし，その電源構成の低炭

素化（原子力と再生可能エネルギーの割合の増大）によって一層のCO2削減が図られることになる。 

なお，燃料電池自動車の普及については，耐久性の確保と低コスト化はもとより，燃料となる

低炭素系の水素の供給源に大きく依存するので，その面での具体的な検討が必要である。 

さらに車両の軽量化は，あらゆる車種において燃費改善に大きく寄与し，それには，超張力鋼，

軽金属，樹脂等の活用を図る必要がある。これによって，30％から40％の軽量化が図られること

で20％から30％の改善をもたらす効果がある。軽量化は安全性と相反する側面を持っているが，

それは先進的な安全車両技術の開発ニーズの動機付けを与えるものである。 

 

［キーワード］燃費改善，ハイブリッド車，バイオマス燃料，電気自動車，燃料電池車，軽量化 
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１． はじめに 

 自動車が運輸交通に占める役割は極めて大きく，今後とも移動と輸送に関わる主要な手段とし

て長期にわたり広く利用され続けるものと予想される。現在わが国では，石油製品の約４割が自

動車用燃料として利用され，輸送部門で排出されるCO2の全体の２割を占め，そのうちの９割近く

が自動車から排出されているのが実情である。 

したがって，運輸部門における大幅な燃費の改善とCO2の削減を図るためには， 
 

① 従来のエンジン車の燃費改善 

② それを超える新たな動力システムや新燃料の導入 

③ 自動車利用のあり方の転換 
 

を図る必要がある。ここでは，前二者の技術を対象に，2030年から2050年にわたる将来のCO2削減

の可能性を考察する。 

 

２． 研究目的 

 わが国における運輸部門からのCO2排出量は全体の約２割を占めているのが現状であり，2030年

から2050年の長期にわたって石油系燃料の消費を技術的に極力抑え，非石油燃料系の新燃料・エ

ネルギー（バイオマス系液体燃料や自然エネルギーによって発電される電気等）の利用も含めて

大幅なCO2削減が必要とされている。そこで本研究では，自動車における原動機や燃料・エネルギ

ーに関わる技術を対象に，文献調査や数値シミュレーションモデルによって燃費改善とエネルギ

ー効率の向上によるCO2の削減の可能性を具体的に探ることを目的とした。 

 

３． 研究方法 

 自動車の燃費改善技術について幅広く文献調査を実施するとともに1)，エンジン車，ハイブリ

ッド車，電気自動車の燃費やエネルギー効率，車両の軽量化等に関しては，数値シミュレーショ

ンモデルを作成し，これによって将来の燃費改善の可能性を探った。また，企業から提供を受け

た関連する技術資料や2015年度に実施される重量車や乗用車等の自動車燃費基準の策定（経済産

業省と国土交通省により実施）に当たって検討した技術についても参考とした2),3)。 

 

４． 結果・考察 

（１）自動車用の燃料・エネルギー 

2030年から2050年における自動車の燃費改善とCO2の削減については，その時点においてどのよ

うな燃料・エネルギーがどれだけ利用可能かに大きく依存するといえる。燃料としては，その貯

蔵や運搬，供給等の利便性，安全性，経済性さらには社会受容性を考慮すると，大気圧下で液体

状態を保つ燃料であることが極めて好ましいと条件といえる。また，従来の燃料との車両技術と

供給インフラに関わるコンパティビリティも重要な要件となる。 

① 各種代替燃料・エネルギー 

自動車用燃料の候補としては，従来の石油系燃料の他に，非在来型石油系燃料（オイルサンド，

オリノコ重油，オイルシェール等），合成燃料，バイオマス系等を含めて以下のようなものが想

定される。ただし，非在来型石油に関しては相当量の埋蔵量が確認されているが，これらを採掘
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し精製するには従来の燃料以上にエネルギーの投入を必要とし，CO2の排出を助長するので，環境

上の制約としてその利用は慎重に対応すべきであろう。 

 

■ 在来および非在来の石油系燃料：エンジン車（内燃機関車） 

・ ガソリン：火花点火エンジン車 

・ 軽 油  ：圧縮着火エンジン車 

■ 各種の合成燃料 

・ GTL（天然ガス等を原料とするGas-to-Liquid）：圧縮着火エンジン車 

・ DME（ジメチルエーテル，加圧して液化して利用）：圧縮着火エンジン車， 

・ 水 素：火花点火エンジン車，燃料電池自動車 

■ バイオマス，廃棄物 

・ バイオエタノール：火花点火エンジン車 

・ バイオディーゼル（植物油を原料とする脂肪酸メチルエステル）：圧縮着火エンジ

ン車 

・ BTL（Biomass-to-Liquid）：圧縮着火エンジン車（火花点火エンジン車） 

・ ETBE（エチルターシャリブチルエーテル，オクタン価向上剤）：火花点火エンジン

車 

・ 水 素：火花点火エンジン車（圧縮着火エンジン車） 

・ DME：圧縮着火エンジン車（燃料電池自動車） 

■ 天然ガス（天然ガス田，メタンハイドレート） 

・ 圧縮天然ガス自動車（CNG車） 

・ 液化天然ガス自動車（LNG車） 

■ 電力（火力（石油，石炭，天然ガス，廃棄物），原子力，水力，太陽光，風力，地熱） 

・ 電気自動車 

 

以上の車種と燃料・エネルギーと関係を図Ⅳ-１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-１ 将来の自動車用の燃料・エネルギーの生成ルート 

生　成　物

太陽　水力

風力 地熱

バ イ オマス

再
生

可
能

系

石 油（ｵｲﾙｻﾝﾄﾞ，
　　　 ｵｲﾙｼｪｰﾙ）

　　天然ガス　　
（ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ）

石　 炭

火花点火ｴﾝｼﾞﾝ車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

圧縮着火ｴﾝｼﾞﾝ車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

　　燃料電池車　　
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

電気自動車

原 子 力

水　素

軽 油*

ｶﾞｿﾘﾝ*

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ

ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

電 気**
廃 棄 物

ＤＭＥ

ﾒﾀﾉｰﾙ

化
石

系

適 用 車 種原　　料

ＣＮＧ，ＬＮＧ

WtT TtW

*  :合成(GTL, CTL, BTL)
**:化石系による発電

生　成　物

太陽　水力

風力 地熱

バ イ オマス

再
生

可
能

系

石 油（ｵｲﾙｻﾝﾄﾞ，
　　　 ｵｲﾙｼｪｰﾙ）

　　天然ガス　　
（ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ）

石　 炭

火花点火ｴﾝｼﾞﾝ車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

圧縮着火ｴﾝｼﾞﾝ車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

　　燃料電池車　　
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

電気自動車

原 子 力

水　素

軽 油*

ｶﾞｿﾘﾝ*

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ

ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

電 気**
廃 棄 物

ＤＭＥ

ﾒﾀﾉｰﾙ

化
石

系

適 用 車 種原　　料

ＣＮＧ，ＬＮＧ

WtT TtW

*  :合成(GTL, CTL, BTL)
**:化石系による発電  



 48

（２）バイオマス系燃料 4) 

上記の自動車用の代替燃料・エネルギーのうち，バイオマスを中心とした再生可能な燃料への

移行の意義としては，下記のような好ましい特徴があり，それらの複合的な効果についても長期

的な視点で評価して普及を図り，石油系燃料からの移行を進める必要がある。 
 

・ 温室効果ガスの排出削減 

・ 多様な燃料の利用によるエネルギーセキュリティの改善 

・ 廃棄物を含めた資源の循環的利用の推進 

・ 地域で生産される資源エネルギーの同地域での有効利用（地産地消）と  

それによる地域の環境と経済の好循環 

・ バイオマスの生産・利用による水資源や景観等の国土保全 

・ そのような取り組みの情報や技術の供与を通じた途上国への国際貢献 
 

① バイオエタノール 

バイオマス燃料のうち，自動車用ガソリン代替の燃料であるバイオエタノールが有力である。

オクタン価が高く，耐ノッキング性が高いため，エンジンの圧縮比を高めて燃費を向上させ，出

力の増大に寄与する効果がある点で火花点火方式の燃料として適している燃料である。 

その原料としては，サトウキビやトウモロコシ，規格外の小麦やコメ等の糖分や澱粉質のほか，

最近では間伐材や建築廃材，農業廃棄物等のセルロースも利用可能で，いずれも最終的には発酵

技術により生産される。特にセルロースの利用は食料生産の阻害要因とならない点で，国内外で

広く利用されることが好ましいといえる。 

バイオエタノールは今後の発酵技術の進展によって，大幅な生産時間の短縮と収率の改善の可

能性もある。また，水とエタノールを高効率で分離する高分子分離膜の開発も進められており，

加熱によって蒸留分離する方式に比べて大幅なエネルギーの節約が可能である。 

わが国では３年前に容積で3%までの濃度（E3と呼ぶ）であれば，既販車でも問題ないことが確

認されて，利用可能となっている。全国数地域において，バイオエタノールの製造，3%混合ガソ

リン(E3)の流通・利用に係る実証事業が展開されているところである。 

今後は，10%混ぜたE10の普及が目標となる。車両技術としては，オクタン価が高い利点の反面，

燃料系統の金属腐食防止やゴム系材料での浸み出しや劣化の防止，排出ガスの悪化抑制等の対策

を講じる必要があるが，技術面とコスト面で大きな障害はないと見られる。なお，燃料供給側で

は，水分の混入によってガソリンとエタノールが相分離するのでその対策を講じなければならな

いが，これも防止設備の追加や管理によって克服できるものと考えられる。 

わが国では，後述するように2030年代にガソリン代替として原油換算でバイオエタノールを

10％程度導入すること見通しが示されている。それには，国内の原料供給には限界があるものの，

利用されていない農地の再利用やセルロース系の原料の活用を最大限進める必要があり，2050年

にも繋がる取り組みを継続する必要がある4)。 

なお，ブラジルは大生産国であり，サトウキビを使って年間約1200～1400万kLを生産し，現在

E23の利用が義務付けられている。2004年には240万kLの輸出実績があり，今後も大幅な増産のポ

テンシャルを持っており，わが国も相当量の輸入を検討する余地がある。また，米国では2005年

における増産により，ブラジルを抜いてはじめて世界一の生産国となった。トウモロコシの利用
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が主流であり，E10対応が車両側に義務付けられ，数州ではE10の利用が義務化されている。2005

年に包括エネルギー政策法が成立し，石油の消費抑制の観点からバイオマス燃料の導入も重点施

策に挙げられている。その一環として，ゼロから高濃度までの任意の混合比で運転可能なフレキ

シブルフュエルビークル（FFV）の使用を推進する動向もあり，わが国のメーカーも輸出用にFFV

の開発を進めているが，供給面を考えるとわが国での普及の可能性は低いと考えられる。 

②ETBE（ UE Uthyl UT Uert- UB Uutyl UE Uther） 

バイオエタノールとイソブチレンからETBEを合成した上でガソリンに混合する方法もある。オ

クタン価向上効果があり，エンジンの性能や排出ガスへの悪影響はほとんどないことが確認され

ている。スペインやフランス，イタリア等のEU諸国におて低濃度で混合されている事例がすでに

ある。石油連盟では，精油所内で取り扱え，相分離の心配がないことから，2010年度を目処に7%

混合することを目指す方針を表明している 4)。これにより，全体のガソリン需要量の20%に対し

てETBEを混合することで，原油換算で21万トンのバイオマス導入量に相当するとしている。京都

議定書の目標達成のため，2010年には輸送用としてバイオマス燃料を原油換算で50万kL導入する

ことを目指しているので，４割程度を占めることになる。ただし，ETBEは化学物質の審査及び製

造等の規制に関する法律（化審法）の第二監視化学物質であるため，今後経済産業省と事業者間

で２年かけて行われる長期毒性に関する検討の結果を待つ必要がある。なお，イソブチレンは石

油連産品であり，これを使ってETBEを無制限に高濃度で混ぜることには資源的にも問題があり，

中長期的にはCO2抑制対策としては自ずと限界がある。 

③バイオディーゼル（BDF: Bio Diesel Fuel） 

軽油代替の燃料としては，菜種油やパーム油あるいは各種の廃食油等の植物油をメタノールで

脂肪酸メチルエステルとしたものである。わが国では，数ヵ所の地域でおいて，主に廃食用油を

原料としてその地域ですでに製造し利用されている。一般家庭から回収したの廃食用を原料とす

ることを基本とし，効率的な回収体制の整備と量的規模の拡大が課題とされている。また，100%BDF

とBDF混合軽油の燃料品質の確保が重要であり，5%程度であれば既販車でも問題なく利用可能であ

り，B5と呼び，この程度の混合を想定した品質規格が決定したところである。 

なお，EU内では菜種油やひまわり油を主な原料としてこの程度の濃度での利用がすでにドイツ

やフランス，イタリア等で実施されており，2004年にはEU全体で217万kLの生産実績がある。また，

2010年に輸送用にバイオマスを5.75%導入する目標値がEU指令で提示しているが，BDFが中心とな

るものと予想される。 

④バイオマス合成軽油 

各種のバイオマスを高温でガス化し，Fisher-Tropsch法等で合成して液体燃料とする方法があ

り，BTL（ UB Uiomass UT Uo UL Uiquid）と呼ばれ，図Ⅳ-２に示すような行程で製造される。その際，原料

の収集や選別の過程を合理化してコストを抑える必要がある。また，植物油（パーム油）を軽油

原料に20%程度混合して水素化精製した軽油代替燃料の製造方法も研究開発されている。 

これらの事例を表１に示すが，BTLでは軽油の他，ナフサや灯油も生成され，異性化することに

より圧縮着火性（セタン価）を調整したり，高オクタン価としてガソリン代替燃料としても使え

る可能性もある。バイオマス原料の生産を含めたバイオマスリファイナリ（Biomass Refinery） 

として，BTLを工業的な量産化を実現しようとする試みもあり，長期的な視点から規模の効果を活

かした本格的な実用化が期待される方法といえよう。また，この種の燃料の原料としては，食料
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生産を阻害しないことが必要であり，農業廃棄物や廃木材，間伐材，一般ゴミ等の利用を前提に

すべきであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-２ 自動車用代替燃料の合成 

 

表Ⅳ-１ Biomass-to-Liquidの製造試行例 

  国 名 プロジェクト名・品名 実施機関 計画（実施）年次 

日 本 
トータルBTLディーゼル製造技術

の開発 

産総研バイオ研究センター 
2005～2011年度 

日 本 
植物油脂類（パーム油20%）の水

素化分解による燃料油転換 

新日本石油㈱ 

トヨタ自動車㈱ 
2005年～ 

ドイツ Sunfuel Choren社 すでに商業化 

フィンランド NExBTL Neste Oil社 実施中 

Ｅ Ｕ 

バイオ化学変換と熱化学変換の

統合バイオマス・リファイナリー 

Biofuels in the European 

Union - A Vision for 2030 

and beyond（BIOFRAC） 

2006年～ 

Ｅ Ｕ 
CHRISGAS: UC Ulean UH Uydrogen- 

Uri Uch US Uynthesis UGas U  

EUプロジェクト 2004～2008年 

米 国 

バイオマス・リファイナリー 

Industrial Bioproducts:. Today 

and Tomorrow 

エネルギー省 2003年～ 

現状では，バイオマス燃料の自動車用燃料への利用はきわめてわずかである。2010年度での京

都議定書目標達成における新エネルギーの導入見通しのうち，自動車用のバイオマス燃料の利用

は燃料原油換算50万kLであり導入目標を達成するためには，その差分45～46万kLを輸入量で賄う

か，ETBEを併せて利用する必要がある。それには，長期契約に基づいた一定の水準の安定的な輸

入量を確保しつつ，国産バイオマスの生産体制を強化することが求められる。さらには，特にア

ジア地域において，わが国の支援と協力によって適切な環境配慮を行いつつ，バイオマス燃料の

生産と普及を計画的に推進し，生産地域での利用を促すとともに，わが国に安定的に輸入する可

能性についても検討ことが必要であろう。 

各種原料による生産が可能なガソリン代替と軽油代替の利用について，2010年から2030年の目

標の概要を図Ⅳ-３に示した4)。2030年の時点では，自動車用燃料に占める石油の依存割合は80%程

度抑制され，残りの20%は電気やバイオマス，天然ガスによって代替することが可能であろう。ま
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た，後述するように，その時点では自動車の燃費も全体として30％から40%改善されよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-３ 自動車用バイオマス燃料の普及目標 

（環境省：エコ燃料利用推進会議報告書，2005～2006年） 

 

（３）自動車用の燃費・エネルギー効率の向上 

2050 年における自動車用の主要な動力システムとしては，①エンジン車とそのハイブリッド化，

②電気自動車，③燃料電池自動車の３種が想定される。それらの 2000 年での燃費レベルを基準

（baseline）として，2050 年での改善レベルを以下に予測する。 

 

① エンジン車とハイブリッド車 5),6) 

・石油系燃料を使った場合，エンジンを含む動力システム全体の燃費改善は現状の動力システム

技術を基準とすると 40%～50%程度の燃費改善が可能と予想される。重量車とガソリン乗用車の

カテゴリでの主要な技術な燃費改善技術と 2015 年度での燃費基準の達成のための要素技術とそ

の改善割合は以下のとおりであり，それらを集積して全体の燃費改善を図らなければならない

2),3)。これによって，重量車では 2002 年度の平均燃費に対して 12.2％，乗用車では 2004 年度の

平均燃費に対して 23.5%の改善が目標となっている。2030 年から 2050 年にわたる長期的な燃費

改善には，これらの技術を中心とし，さらに精緻なエンジン機構や制御方式も含めて一層高度化

することが必要とされる。 

 

● 重量車燃費基準に対応した技術の評価（（ ）内は燃費改善率） 

１）エンジンの改良 

①熱効率の改善 

・ ４バブル化＆センタノズル化（1.0～1.5％） 

・ 直噴化（4.0～5.0％）   ・ 燃料噴射高圧化（200Mpa相当）（2.0％） 
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①原油消費量（自動車）
②ﾊﾞｲｵﾏｽ原油換算量
　 (ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料割合)

55%

45%

55%
45%

97% 3%
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・ インタークーラー化（1.5～2.5％） ・ ターボコンパウンド（0～1.5％） 

・ エンジン全体制御最適化等（3.0％） 

②損失の低減 

・ フリクション低減（1.0～1.5％）  ・ アイドル低回転化（0.5％） 

・ 補機駆動損失低減（0.5～1.0％） 

２）エンジン使用領域の最適化 

・ 変速機の多段化（1.0～5.0％）  ・ トルコンＡＴ（-9.0～-4.0％） 

・ デフ低ギヤ比化（0.5～3.0％）  ・ 最終段直結化（0.5～3.0％） 

３）その他 

・ アイドリングストップ（0～4.0％） 

● 重量車の排出ガス規制への対応による燃費への影響 

軽油を燃料とする重量車について，2009年から2010年に導入が予定されている2009年排出ガス

規制に対応するために必要なＮＯｘとＰＭの低減を目的とした排出ガス対策技術導入等に伴って

燃費が悪化する。具体的に考慮した主な排出ガス対策技術（燃費悪化率）は次のとおりである。 

１）ＰＭ低減技術（▲2.0～3.0％） 

①エンジン本体：燃料噴射系改良（高圧噴射化等），燃焼室・吸気系改善 

②排気後処理装置：連続再生式ＤＰＦ 

２）ＮＯｘ低減技術（▲5.0～７.0％） 

①エンジン本体：ＥＧＲ改善（冷却・増量）、燃料噴射系改良（噴射率制御精緻化等） 

②排気後処理装置：吸蔵型ＮＯｘ還元触媒（ＬＮＴ）、尿素添加型ＮＯｘ還元触媒（ＳＣＲ） 

● 2015年度の乗用車等の燃費基準に対応した技術 

①従来燃費改善技術の一層の改良（全2.0～4.0％） 

・ エンジンの高圧縮比化   ・ フリクション低減 

・ 軽量化     ・ 車両走行抵抗低減  

・ 低ころがり抵抗タイヤ   ・ エンジン全体制御最適化 

②エンジン改良 

＜ガソリンエンジンの改良＞ 

・ ４バルブ（1.0％）    ・ ２バルブ/２点点火（2.0％） 

・ 可変動弁系（1.0～7.0％）  ・ 直噴ストイキエンジン（2.0％） 

・ 直噴リーンバーンエンジン（10％） ・ 可変気筒（7.0％） 

・ ミラーサイクル（10％）   ・ 大量ＥＧＲ（2.0％） 

・ ローラカムフォロワー（1.0％）  ・ オフセットクランク（2.0％） 

・ 可変圧縮比（10％） 

＜ディーゼルエンジンの改良＞ 

・ ４バルブ化（1.0％）   ・ 電子制御燃料噴射装置（1.5％） 

・ コモンレール（2.5％）   ・ ディーゼルエンジン直噴化（8.0％） 

・ 高圧噴射化（1.0％）   ・ 過給機及び過給機効率改善（2.0～2.5％） 

・ インタークーラー（1.0％）  ・ ＥＧＲ（0.5～1.0％） 

・ ローラカムフォロワー（1.5％）  ・ オフセットクランク（2.0％） 
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③補機損失低減 

・ 電気パワーステアリング（2.0％） ・ 充電制御（0.5％） 

④駆動系改良 

・ アイドルニュートラル制御（1.0％） ・ ＡＴ多段化（1.0～4.0％） 

・ ＣＶＴ化（7.0％）    ・ 自動ＭＴ（ＡＭＴ・ＤＣＴ）化（9.0％） 

・ ＭＴ化（9.0％） 

⑤燃費性能の優れた自動車の導入 

・ ハイブリッド自動車（15～70％）  ・ ディーゼル自動車（20％） 

・ アイドリングストップ自動車（4.0～7.0％） 

● 乗用車等の燃費に影響する要因 

2009年排出ガス規制（ポスト新長期規制）への対応，オフセット衝突基準への対応等，今後の

排出ガス規制や安全規制の導入等による燃費影響度の評価を行った。具体的に考慮した燃費影響

要因（燃費影響率）は次のとおりである。 

①排出ガス規制への対応（全▲3.0～▲7.5％）：ディーゼル車や直噴リーンバーン車の2009年

排出ガス規制に対応する技術として，エンジン本体の改良（ＥＧＲ改善によるＮＯｘ低減，

高圧噴射化によるＰＭ低減等）やＮＯｘ吸蔵還元触媒，連続再生式ＤＰＦ等の後処理装置に

より燃費が悪化する。 

②安全対応（全▲0.1～▲1.4％）：オフセット衝突、歩行者保護、ISO-FIX 等への対応による

重量増、走行抵抗の増大による燃費悪化が生じる。 

③騒音対策（全▲0.1％） 
 

・ハイブリッド化によって市街地走行では 1.6～2.5 倍程度の燃費改善（40%～60%の CO2 削減）

の改善が見込まれる。ハイブリッド化には，簡易型（マイルドハイブリッド）のものから，モー

ターと発電機を利用する高度なシステムまであるが，初期コストの増加分がランニングコストの

低減によって解消する必要がある 6)。 

・乗用車においては車両の軽量化，空気抵抗と転がり抵抗の低減が進み，全体として，ハイブリ

ッド化も含めて，2～3 倍の改善が可能である。軽量化技術としては，超高張力鋼，軽金属，プラ

スチック（CFRP を含む）が有力な候補である。従来の鋼鉄は引っ張り強度が 500MPa 程度であ

ったが，最近技術開発が進められている超高張力鋼では，1000MPa から 1500MPa の値が達成され

ている。加工性や生産性，コスト高，市場でも品質の共通化等の課題はあるものの，この種の材

料の利用は軽量化にはもっとも有効な手法である。この分野ではわが国に鉄鋼メーカーが技術的

にリードしており，車両への適用が進展することが強く期待される。これら軽量化により走行エ

ネルギーが削減される傾向をシミュレーションした結果を図Ⅳ-４に示す。 
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図Ⅳ-４ 走行抵抗因子と走行に必要なエネルギー 

 

・バイオ系燃料が利用されたケースでは，石油系燃料を使った場合の燃焼技術がそのまま利用さ

れ，熱量換算の燃費（熱効率）はほぼ同等であるが，燃料の原料収集，精製，輸送，貯蔵に関わ

る CO2 を考慮しても全体としての CO2 削減効果は極めて大きい。 

・バイオ系燃料は在来の石油系燃料に対して任意の割合で混合できるので，長期にわって移行を

可能にする点でも大きな利点がある。（例えば，エタノールはガソリンと，FAME は軽油に対して

任意の割合で混合可能であり，効率は同等で排出ガス対策も容易である。） 

 

② 電気自動車 5) 

現在の電源構成を考慮してWTWでのエネルギー効率とCO2排出量の両面で他の車種と比べて最

も有効である。エネルギー密度とパワー密度の点で最も優れているリチウムイオンに代表される

二次電池の性能が大きく進展している。乗用車の分野で大幅に利用されるとCO2の削減に極めて有

効であり，一層の高効率化，信頼耐久性の向上，大幅なコスト低減を図りながら普及を推進する

必要があり，このため国の研究開発の支援策が推進されている。電気自動車は特に短距離の利用

には最適であり，発電を含めた総合エネルギー効率がきわめて高い反面，長距離走行しようとす

ると電池の搭載量を増やす必要があり，コスト増と重量増加を招く。短距離走行に特化して社会

的な受容性を醸成するための先行的な取り組みが必要である。 

電気自動車の利用形態として，個人が利用する軽自動車やコミュニティマイクロバス（筆者ら

が開発した10数名乗りでバッテリーの搭載量を抑制して非接触急速充電を行うシステムを利用し

た車両）を想定すると，CO2の排出量は70％から80％の大幅な削減が予測され，次のような利点が

挙げられる。 
 

・ 暖機の損失がなく，低振動で低騒音である点も好ましい。 

・ 家庭等での夜間充電が可能なことは，利便性と電力コスト負担の軽減の点で普及に大き

く寄与する。そのような配慮が電力供給側に求められる。 

・ 利便性の確保のため，駐車場での適切な充電設備の設置も進める必要があり，充電シス

テムの共通化や課金制度の整備も不可欠である。 

・ 将来非石油系をもとにした電源（原子力，自然エネルギー，バイオ系）の割合を増やす
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ことでCO2の削減効果はさらに高まる。 

・ 回生制動が可能であり，加減速を伴う走行でエネルギー効率の大幅な改善が可能であり， 

これは，ハイブリッド車や燃料電池車でも得られる特性である。 

 

図Ⅳ-５,6にシミュレーションによるガソリン車との原油換算燃費比較とCO2排出量を示すが，電

気自動車は化石燃料の節減とCO2の抑制の両面できわめて優位であり，また軽量化も必要なことが

分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-５ 電気自動車とガソリン車の原油換算燃費の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-６ 電気自動車におけるCO2排出量 

 

③燃料電池自動車5), 8) 

水素の製造を石油や天然ガス，石炭等の化石燃料に依存する限り，従来車に対するCO2の削減効

果は大きくないのが現状である。化石資源の依存を脱却して水素社会へと移行する中間期にあっ

ては，化石燃料の利用を許容するとしても，究極的にはCO2の排出抑制が可能は資源をもとにした

水素の供給を実現しなければならない。そのような条件が整えば，普及の可能性があるが，貯蔵

や供給，車載性，利便性についてもまだ克服すべき点が多い。 

現在，燃料スタックについては改善が進められてはいるものの，きわめて大幅な信頼耐久性の
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向上やコンパクト化，材料と生産に関わるコストの低減が必要である。なお，発電機構について

も微視的な現象を含んでおりまだ不明な点が多く，その最適設計の手法や材料の探索についても

さらに研究開発を進めなければならない状況にある。 

水素の貯蔵技術に関しては，圧縮水素では走行距離の制約と利便性の点から普及は限定的とな

るため，吸蔵方式も含めて革新的な貯蔵技術の可能性を探る必要がある。現在，35MPaで高圧容器

に充填する方法が一般的であるが，これが一充填距離を制限している点である。その解決策とし

て，一層の燃料電池システムの高効率化とともに，70MPaへの高圧化も試行されているものの，充

填時のエネルギー消費については無視できない量である。また，研究開発と水素インフラの設置

については国の支援を継続的に行う必要がある。 

 

以上の各種の自動車の現時点でのWell-to-Wheelのエネルギー効率とCO2排出量をわが国におけ

る水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC，2006年3月）で比較評価した例を図Ⅳ-７,８にそれぞ

れ示す9)。これらの図より，現状では，燃料電池車よりもディーゼルハイブリッド車の方が高効率

であり，また小型電気自動車（ＢＥＶ）が最も効率的なことが分かる。将来，燃料電池車におけ

るCO2の大幅削減のためには，燃料である水素が非化石資源（再生可能資源，原子力等）から製造

させることが前提となる。また，ここに示した長期的には他の車種においてもさらに燃費改善が

進展するものと予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-７ 各種自動車の走行距離当たりのエネルギー投入量（総合効率）の比較 

単位：MJ/km

ＣＮＧ

ＦＣＶ将来

ＢＥＶ（Battery EV)

ディーゼルHV

ディーゼル

ガソリンHV

ガソリン

ＦＣＶ現状

1km走行当り一次エネルギ投入量（１０・１５モード）
車両種類

ＣＮＧ

ＦＣＶ将来

ＢＥＶ（Battery EV)

ディーゼルHV

ディーゼル

ガソリンHV

ガソリン

ＦＣＶ現状

1km走行当り一次エネルギ投入量（１０・１５モード）
車両種類

０ 1 2 3

FCV現状：「水素ステーション」「FCV」データはJHFC実証結果トップ値、
その他データは文献トップ値により算出

FCV将来：FCVの将来FCシステム効率60％と文献トップ値により算出

電力構成：日本の平均電源構成
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図Ⅳ-８ 各種自動車のCO2総排出量の比較 

 

 また，2020年～2030年と2050年代における上述の各種自動車の燃費改善とCO2の削減について予

想した結果をそれぞれ表Ⅳ-２,３に示す。 

 

表Ⅳ-２ 将来の各種自動車の総合効率とCO2排出量の比較 

（現在のガソリン車の基準とする2020年～2030年での予測） 
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ＢＥＶ（Battery EV)

ディーゼルHV

ディーゼル

ガソリンHV

ガソリン

ＦＣＶ現状

1km走行当りCO2総排出量（１０・１５モード）
車両種類

ＣＮＧ

ＦＣＶ将来

ＢＥＶ（Battery EV)

ディーゼルHV

ディーゼル

ガソリンHV

ガソリン

ＦＣＶ現状

1km走行当りCO2総排出量（１０・１５モード）
車両種類 単位：ｇ-CO2/km

０ 50 100 150 200

FCV現状：「水素ステーション」「FCV」データはJHFC実証結果トップ値、
その他データは文献トップ値により算出

FCV将来：FCVの将来FCシステム効率60％と文献トップ値により算出

電力構成：日本の平均電源構成  

　 各 車 種　　　　　　 相対総合効率 相対CO2排出量

■現在のガソリン車 100（基準％） 　 100（基準％）

☆将来のガソリン車 120～135 83～74　

■現在のディーゼル車 115～125　 　 87～80

☆将来のディーゼル車 140～150　　　 71～67

☆将来のガソリンHV 150～220 　　　 67～45

☆将来のディーゼルHV　 160～240　　　 63～42

☆将来のEV（軽サイズ）　 200～250　　　 25～20

●バイオマス燃料の利用　 　　 － 　　　 97～93

●車両の軽量化 115～125　 87～80

【仮 定】 ・総合効率=燃料効率×車両効率
・EV電源における化石燃料火力の熱量割合：50%
・バイオマスの熱量換算混合割合：5～10%

　　　　　　 ・車両の軽量化：20～30%

　 各 車 種　　　　　　 相対総合効率 相対CO2排出量

■現在のガソリン車 100（基準％） 　 100（基準％）

☆将来のガソリン車 120～135 83～74　

■現在のディーゼル車 115～125　 　 87～80

☆将来のディーゼル車 140～150　　　 71～67

☆将来のガソリンHV 150～220 　　　 67～45

☆将来のディーゼルHV　 160～240　　　 63～42

☆将来のEV（軽サイズ）　 200～250　　　 25～20

●バイオマス燃料の利用　 　　 － 　　　 97～93

●車両の軽量化 115～125　 87～80

【仮 定】 ・総合効率=燃料効率×車両効率
・EV電源における化石燃料火力の熱量割合：50%
・バイオマスの熱量換算混合割合：5～10%

　　　　　　 ・車両の軽量化：20～30%  



 58

表Ⅳ-３ 将来の各種自動車の総合効率とCO2排出量の比較 

（現在のガソリン車の基準とする2050年代での予測） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）2050年に向けた課題 

① 自動車単体の燃費改善やCO2低減のための技術開発を推進すると同時に，地球環境対策とエ

ネルギー政策として低CO2の燃料・エネルギーの低CO2化に関わる長期的な展望を示す必要

がある。 

② 従来車のハイブリッド化や電気自動車の開発に関連して，モーター，２次バッテリ，制御

系ディバイス，制御ソフト等の一層の高性能化と低コスト化を図る必要がある。 

③ 再生可能な資源を活用した電気自動車用の低炭素電力の供給が確保できれば，相乗効果に

よる大幅なCO2の削減効果が可能になる。 

④ 長距離走行の用途には，利便性の点で，液体燃料を用いるエンジン車とそれをハイブリッ

ド化した自動車が依然として有利であり，石油への依存軽減とCO2削減には，バイオマス系

燃料の従来燃料への混合のため，その供給源を確保する方策を推進する必要がある。 

⑤ 今後のエンジン車，ハイブリッド車，電気自動車の普及に当たっては，それらの効率向上

の見通しを長期予測し，WTW，用途，利便性，社会経済性の観点からの比較検討した上で

普及策を講じる必要がある。 

⑥ それと同時に，産業・経済活動，個人のモビリティを含めて自動車の利用のあり方を抜本

的に改善すべきであり，ITSの高度化，都市交通系の再構築，鉄道へのモーダルシフト（通

勤，長距離旅客，長距離輸送等）をあわせて推進する必要がある。 

⑦ その際，大都市では公共交通機関の利用によって，モビリティが確保される一方，地方で

は，公共交通機関の衰退と自動車への依存が一層進み，今後も燃料消費が増大が続く可能

性があり対応策が必要である。また，自ら運転免許を持たず自動車で移動できない若齢者，

身障者，高齢者に対する交通手段の提供も求められている。 

⑧ これらのハード，ソフト両面の取り組みの成果は，わが国のCO2低減対策に止まらず，モー

タリゼーションが進展する途上国での対策にも積極的に活用すべきであり，わが国が果た

　 各 車 種　　　　　　 相対総合効率 相対CO2排出量

■現在のガソリン車 100（基準％） 　 100（基準％）

☆将来のガソリン車 130～140 77～71　

■現在のディーゼル車 115～125　 　 87～80

☆将来のディーゼル車 145～155　　　 69～65

☆将来のガソリンHV 160～250 　　　 63～40

☆将来のディーゼルHV　 180～280　　　 56～36

☆将来のEV（軽サイズ）　 220～280　　　 19～14

●バイオマス燃料の利用　 　　 － 　　　 90～80

●車両の軽量化 125～135 80～74

【仮 定】 ・総合効率=燃料効率×車両効率
・EV電源における化石燃料火力の熱量割合：40%
・バイオマスの熱量換算混合割合：10～20%

　　　　　　 ・車両の軽量化：30～40%

　 各 車 種　　　　　　 相対総合効率 相対CO2排出量

■現在のガソリン車 100（基準％） 　 100（基準％）

☆将来のガソリン車 130～140 77～71　

■現在のディーゼル車 115～125　 　 87～80

☆将来のディーゼル車 145～155　　　 69～65

☆将来のガソリンHV 160～250 　　　 63～40

☆将来のディーゼルHV　 180～280　　　 56～36

☆将来のEV（軽サイズ）　 220～280　　　 19～14

●バイオマス燃料の利用　 　　 － 　　　 90～80

●車両の軽量化 125～135 80～74

【仮 定】 ・総合効率=燃料効率×車両効率
・EV電源における化石燃料火力の熱量割合：40%
・バイオマスの熱量換算混合割合：10～20%

　　　　　　 ・車両の軽量化：30～40%  
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しうるグローバルな貢献は極めて大きい。 

 

表３に示したように，2050年における車両単体としての燃費向上とCO2削減に加えて，下記のよ

うな交通量の適正な抑制と交通流の円滑化を進める必要がある。そのためには，①公共交通シス

テムの充実，②物流の高効率化，③モーダルシフト，④自動車に依存した商習慣や生活様式の変

更等を促進する必要がある。それには，情報通信技術の一層の高度化が大きな役割を果たす役割

はきわめて重要になるものと予想され，自動車単体の技術的進展との適切な役割分担を検討する

必要がある。いずれにしても，2050年の時点では，一層の単体の燃費改善や代替燃料の普及と利

用に関わる取組みが強力に推進されれば，石油消費量，ひいてはCO2の排出量をさらに削減し，現

時点の水準から30％から40％以下（60％から70％以上の削減）程度とすることが可能になるもの

と予想される。 

 

５．研究により得られた成果 

2020年から2030年，さらに2050年に向けた自動車の燃費改善とCO2の削減の技術的可能性につい

て文献や数値シミュレーションによる調査検討した。その結果の概要をまとめると，以下に示す

ように，石油系液体燃料を利用する火花点火エンジン車（ガソリン車）と圧縮着火エンジン車（デ

ィーゼル車）の燃費改善に加えて，新たな各種の動力システムや燃料・エネルギーの開発・実用

化によってそれぞれさらに大幅なCO2の削減効果が可能になるものと予想される。これらのうち，

ハイブリッド化や電気自動車の導入はCO2の削減効果が大きいことが分かる。また，ハイブリッド

化，バイオマス燃料の利用，車両の軽量化は相乗的な削減効果をもたらす点に特徴がある。 

 

（現在のガソリン車基準のCO2削減割合） 

① 従来車自体の燃費向上    （30～40％） 

② それらのハイブリッド化   （40～60％） 

③ それらへのバイオマス燃料の利用  （10～20％） 

④ 電気自動車の導入    （70～80％） 

⑤ 車両の軽量化     （20～30％） 

 

このようなCO2の削減を実現するための技術として，エンジン，バッテリー，パワーエレクトロ

ニクス，制御システム，材料，加工・生産，バイオマス燃料に関する技術は，活用可能なものや

近い将来実用化されると予想される技術も多く，それらの基礎から応用にわたる研究開発と実用

化を推進する必要がある。 

なお，燃料電池車については，水素供給源の確保の不確実性もあり，輸送・貯蔵方法，スタッ

ク自体の大幅な耐久信頼性の確保，低コスト化等，解決すべき技術的課題が多いのが現状であり，

ここでは将来のCO2削減効果を見込むことは差し控えることとした。 

上述の技術については，今後それぞれの特徴を活かしながら混在し競合するものと予想される

が，その普及割合によって自動車全体のCO2の排出量が決まることになる。したがって，全体とし

ての大幅なCO2削減には，長期的視点に基づいた新技術の開発やその実証事業に対する支援，環境

特性や用途，利便性，コストに配慮したそれぞれの適正な普及を誘導する施策を講じる必要があ
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ろう。 
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バックキャスティングによる 

長期削減シナリオの策定に関する研究 
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Ⅴ．技術革新と需要変化による長期削減シナリオ 

 

脱温暖化社会の実現に向けて、交通分野においても中長期的政策オプションの検討を行う必要

がある。本研究では、2050年に向けたCO2削減目標をまず与え、その達成に必要なシナリオを描く

バックキャスティング手法を適用して、技術革新と需要変化の組み合わせによる交通部門CO2削減

シナリオを策定することを目的とする。具体的には、バックキャスティング手法を用いたシナリ

オ策定手法に関する検討を行い、一方で、交通需要変化に関しては都市・地域の特性を考慮する

必要があるため、地域類型別のケーススタディを通じた検討を行いつつ、各類型別の取り組みに

よる削減効果を全国への外挿により推計するための枠組みを構築し、これらの成果を総合して、

2050年の脱温暖化シナリオを策定する。 

バックキャスティング手法を用いた交通ビジョン策定事例をレビューしたところ、2050年にお

ける我が国の社会・経済やライフスタイルの状況の想定がまずは最も重要であると考えられた。

その基礎資料を得るために、グループインタビュー形式で有識者ヒアリングを行った結果、社会・

経済、都市・交通、環境・エネルギー等の姿に関する多様な見解と重要な論点が明らかになった。

これを踏まえて、インパクトが大きく行く末が不明確と考えられる要素を、将来のシナリオの方

向性を決める要素として整理した。具体的には、居住の形態、都市の構造、それらの地域差とと

もに、人の気持ちが挙げられた。脱温暖化に向けた対策としては、交通システム全体での対応、

経済的インセンティブ、自動車車両の小型軽量化とともに、物流について、近距離は電気自動車、

長距離は連結輸送、都市内は地下鉄と台車の連携、地方から海外への直接輸送が挙げられた。 

一方で、都市や地域の交通需要変化を促す施策によるCO2削減効果を全国に外挿するための基礎

資料として、日本の都市・地域を都市圏や行政規模や人口規模で分類し、その地域類型別の一人

当たり自動車CO2排出量と類型別人口を示した。また、これを踏まえて、交通サービス量、トリッ

プ数、トリップ長、分担率、輸送効率、燃費、CO2原単位からなる交通CO2排出要因別の対策を縦軸

に、地域区分を横軸とするマトリックスを構築し、地域区分に応じた対策の積み重ねと地域区分

別将来人口予測との組合せによる脱温暖化シナリオの試算を行った。 

 

［キーワード］脱温暖化、技術革新、交通需要、バックキャスティング 
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１．はじめに 

脱温暖化社会の実現に向けて、交通分野においても中長期的政策オプションの検討を行うこと

が要請されている。我が国の運輸部門でのCO2排出量の増加率は他の部門に比べて高く、1990年か

ら2004年の間に20.3%の増加を示し、その削減方策実施は急務である。そのためには、近年の地方

圏におけるモータリゼーションと極度の自動車依存型社会の進展が温室効果ガス排出量増加の大

きな要因となっている状況を分析し、大幅削減を可能とする対応策を詳細に検討する必要がある。 

現在、各自動車メーカーでは新規技術を用いて低燃費自動車、ハイブリッド自動車などを次々

に投入しており、自動車単体のCO2排出量は従来の自動車に比べ大幅に低減されている。しかし、

車両技術によるCO2排出量削減効果は、乗用車の保有台数や走行台キロの伸びあるいは大型化によ

って相殺されている。今後も、技術施策はCO2削減に一定の効果を有するものの、それだけで全面

解決は困難であり、交通需要に変化を促す交通施策が必要不可欠であると考えられる。交通施策

の検討にあたっては、交通活動が地域特性に大きく依存することを考慮することが重要である。

すなわち、2050年に向けて大幅な削減を行なうためには、その間に起こる技術革新を見据えた上

で、各地域の特性を考慮した適材適所の交通施策を立案・実施することが重要であると言える。 

 

２．研究目的 

本課題S-3-5では、2020年まで、2050年までの２つのタイムスパンについて、交通部門からのCO2

排出量の大幅削減のための中長期戦略を策定することを目的とする。図Ⅴ-1に示すとおり、2020

年についての検討では、主に技術的な対策を対象として、対策の投入時期と効果の発現時期との

タイムラグを考慮した対策効果評価手法を構築する。また、ボトムアップ型技術選択モデルで必

要とされる要素技術の効果や費用に関する基礎情報など、戦略研究プロジェクト全体からの要求

に応じて必要な知見を提供する。一方、2050年についての検討では、不確実性の高い予測を行う

のではなく、削減目標をまず与え、その達成に必要な技術革新と交通行動変化のシナリオを描く

2020 20502000
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期
的
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標
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期
的
目
標
年

消
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（燃料種、新技術、車格）
（燃料供給インフラ整備）
（規制、誘導施策）

技術予測
（燃費、燃料精製）

Forecasting

Backcasting

EST
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1990年比

22.8%増(2001)

BAU

交通需要削減量
（距離帯別交通需要）

（インフラ整備、補助金）
（人口構成、経済状況）

技術的改善
による削減量

＋

施策効果発現
のリードタイム

ESTビジョン・
シナリオ

乗用車大型化
保有台数増加

排ガス対策強化

社会・経済的影響

必要削減量
（対策量）

(2)バックキャスティングによる長期
削減シナリオの策定に関する研究

(1)リードタイムを考慮した新技術導入
効果の評価と政策手段に関する研究

 
図Ⅴ-1 時間軸から見た本課題の枠組み 
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バックキャスティング手法を適用して、目指すべき長期的な将来像とそこへの道筋を提示する。 

本サブテーマ２では、2050年頃を目標年次として、バックキャスティング手法を用いて、現在

のトレンドのまま推移した場合（BAU: Business as Usual)をベースに、交通部門からのCO2削

減の数値目標に到達するために必要な削減量を地域別に求め、地域特性に応じた技術革新／交

通行動変化の両面の組み合わせによって目標を達成する数種類のシナリオを提示することを目的

とする。また、そのために短期のうちに着手すべき政策の方向性について検討を行い、長期的な

政策実施までのロードマップを提示するとともに、その社会、経済への影響を把握する。 

 

３．研究方法・結果 

まず、長期的な削減シナリオを策定する方法を検討するために、交通の将来ビジョンを策定し

た計画や報告書を収集・レビューし、そこに用いられているバックキャスティング手法等の手法

を比較した。また、目指す将来ビジョンを妥当なものにするために、その前提条件となる社会・

経済的変化のマクロな方向性を明確にし、都市・交通システムの全体像を整理することを目標と

して、環境・交通・都市等の各分野における有識者を対象とするヒアリング調査を行った。 

一方、技術変化の予測はサブテーマ１の技術選択モデルでの知見の蓄積を生かすことができる

が、交通需要変化の可能性については本サブテーマで別途検討する必要がある。そこで、交通需

要面の施策によるCO2削減を行う際に重要となる地域特性に応じた削減対策群の提示を行うために、

全国を対象とした地域類型別CO2の構造を整理し、都市・地域分類別に今後導入可能な交通需要面

の対策とその削減効果から全国の交通需要変化の可能性を推計するための枠組みを構築し、施策

の組合せの試案を作成した。 

 

(1)将来ビジョンとバックキャスティング 

OECD/ESTプロジェクト1)は、バックキャスティング手法を用いた交通分野のシナリオ策定として

最も参考になる。 

持続可能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）による「持続可能なモビリティビジョン」2)

は、OECD/ESTプロジェクトがバックキャスティング手法を採用していることと好対照をなしてい

る。WBCSDでは、複数の施策の組み合わせによる排出量の予測を行うフォアキャスティング的な手

法を用いている。また、交通需要は抑制すべきものではないことを前提としており、技術は需要

を誘発する効果があると述べている。検討対象とした施策の組み合わせは以下の4点であった。 

a)カーボンニュートラルな（CO2排出量を少なくとも80％削減する）燃料 

b)非常に燃料効率の高いパワートレイン（駆動方式） 

c)より大型の車両への輸送形態の変化の傾向 

d)情報技術（IT）を用いた輸送システムのより優れた統合による交通流や輸送活動などの向上 

輸送の効率化の方法として、鉄道の様な交通システムへの手段転換などはこの中に含まれうる

が、都市のコンパクト化による徒歩の活用などは含まれない点が特徴と考えられる。 

OECD/ESTプロジェクトの手法を踏襲・改良したものでは、具体的な交通計画の立案において、

OECD/ESTプロジェクトより緩やかな目標値を設定し、交通手段分担率の具体的な数値まで示した

ドイツの事例紹介3)と、外的要因の変化に複数のパターンを与え、それぞれのパターンについて目

標を達成するための将来像を設定した事例4,5)があった。特に、日本が少子高齢化と人口減少に向



 70

かい国際的な立場が変化を続けている状況を踏まえると、外的要因の変化が将来像に与える影響

は相当に大きいと考えられる。 

 

(2)有識者ヒアリング 

有識者ヒアリングは、３～４名が一堂に会する座談会形式で意見を聞くグループインタビュー

とした。対象者は、都市、交通、環境、エネルギー、ライフスタイル等の各分野をリードする約

20名を抽出し、平成17年3月中旬に設定した3日間、各2時間の会合にスケジュールが合った11名と

した。テーマは、『2050年の移動の形態についての将来展望』として、「脱温暖化社会の達成を

意識しない時に、2050年においては人やものの移動はいかなる姿・形のものが想定できるか」、

「脱温暖化社会を達成する為に2050年に我が国のCO2排出量を1990年比60%減（2002年比約64%減）

とした場合の移動形態と社会状況はいかなるものが想定されるのか」についてたずねた。 

有識者ヒアリングの結果、2050年の将来像を語る上で、以下のようなキーワードが出された。 

2050年に至る過渡期でのカタストロフィ、科学技術への不信、分権的意思決定システム、グロ

ーバリゼーション、スローライフ、自然エネルギー、地産地消、IT、水素社会、効率性、時間、

移動の速度、インフラの冗長性、モビリティ補完としてのIT、太陽光エネルギー、エネルギー狩

猟型・エネルギー耕作型の文明 

なお、2050年は遠い将来のため予測が困難との意見も多かった。 

本年度は、これらの知見およびシナリオ策定手法6)を踏まえて、交通のシナリオに与える影響の

大きい社会的要因（ドライビングフォース）を意見の相違の観点から表Ⅴ-1の通り整理した。ま

た、都市・交通のイメージと施策についても併せて整理した。意見が分かれた要因については、

S-3全体に合わせて複数のシナリオを構築する際に役立てる他に、地域特性に応じた対策をシナリ

オに取り入れる際に役立つと考えられる。 

 

(3)地域類型別排出要因別対策の組合せ 

市区町村別自動車CO2排出量推計結果7)を元に、都市圏や行政単位、都市規模の地域類型にした

がって、一人当たりCO2排出量の平均値をそれぞれ推計した。地域類型別CO2は、図Ⅴ-2の通りとな

った。三大都市圏は人口では50%を占めるが、排出量のシェアは42%とより小さい。東京都市圏、

京阪神都市圏の区部、市部で約1.0t-CO2/人･年前後であるのに対して、その他地域の中小都市や郡

部では約2.0t-CO2/人･年と約2倍に相当している。中京都市圏は、他の二大都市圏よりもその他地

方に近い数値となっている。東京都市圏の中では小都市や郡部で高く、その他地方の中では政令

表Ⅴ-1 シナリオに大きな影響を与える要因等の方向性と意見の相違 
 社会(ﾄﾞﾗｲﾋﾞﾝｸﾞﾌｫｰｽ) 都市・交通 施策 

意見の

相違が小

さい 

少子高齢化 

GDP減少 

都市基盤の位置は固定的 

交通機関や土地利用や地域単位

では大きな変化が可能 

旅行ニーズの増加 

課税によるインセンテ

ィブ活用 

道路財源による公共交

通整備 

環境配慮を流行にする 

意見の

相違が大

きい 

移民受け入れ 

中国・インドの経済水準 

意思決定の仕組み 

原油価格 

居住の動向 

根源的な移動ニーズの増減 

速度ニーズの増減 

資源循環の規模 

燃料電池車の普及可能性 

 

 

※多種多様な施策 
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指定都市で低く、両者とも1.5t-CO2/人･年となっている。なお、OECDの統計値7)を用いた試算では

全国平均の交通部門の一人当たりCO2は2.0t-CO2/人･年であり、本推計値は自動車のみの数値とは

いえ、やや過小と考えられることに留意する必要がある。日本全体の排出量に占める地域類型別

の寄与や、交通手段の代替可能性を考えると、中間的な数値を示している地域での削減可能性が

重要であり、そのために、東京都市圏の小都市や郡部、中京都市圏の各地域、その他地方の大都

市や中都市を対象として、自動車CO2の削減につながる交通施策を導入することが重要になると考

えられる。 

この図を用いて、将来人口の地域的な変動が日本の自動車CO2排出量に与える潜在的な影響を試

算した。一人あたり排出量が変化しないと仮定した場合、2030年に向けて全国一律に人口が7.9%

減少する場合には、CO2も7.9%減少する。これに対して、地方の郡部で人口が減少し、東京都市圏

の市部で人口が堅調に推移するとの市区町村別将来推計人口を考慮すると、1.4%の削減を追加的

に見込むことができ、9.3%の削減となると予想された。 

一方、交通に起因するCO2排出の構造を示す式(1)を作成し、交通サービス量、アクセス当たり移

動距離、交通手段、輸送効率、燃費、燃料当たりCO2排出原単位の各要因の削減策の積み重ねによ

る大幅削減の可能性を検討するとともに、バックデータの収集を行っている。 

∑ ⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
⋅⋅⋅⋅=

交通手段 燃料消費量

排出係数

走行台キロ

燃料消費量

輸送キロ

走行台キロ

交通サービス

輸送キロ
交通サービス 2

2
COCO ・・・(1) 

さらに、図Ⅴ-2に示した地域性に応じて、各要因を削減する施策の組み合わせを検討した例を

表Ⅴ-2に示す。列方向には、大都市圏都市部、大都市圏郊外、地方都市、地方郊外・郡部の４つ

の地域区分を例とした。行方向には、式(1)の要因に影響する施策を分類している。行列には、各

地域区分に適用可能な施策とその削減可能量の例を記載している。例えば、大都市圏都市部では、

既に徒歩圏の高密度化が相当に進んでいるため、追加的な削減量は多くないと考えた。都市部で

は、都心の再開発や再評価による高密度化により移動距離の10%程度の削減が可能と仮定した。燃

費改善は、大都市圏での効果が大きいハイブリッド車や鉄道の効率改善により20%の燃料削減が可

能とした。郊外部では、都市の範囲での高密度化は不可能とした。こうした数値の積み重ねによ

り一人当たりCO2排出量が減少する様子を地域区分別に試算した。さらに、全国の2050年の将来人
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表Ⅴ-2 地域特性に応じた削減策の試案 
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口予測と市区町村別の2030年の将来人口予測とから、2050年の地域区分別人口を仮定した。これ

らを集計すると、約60%減を達成する施策の組合せの試算が可能となった。なお、この試算は、地

域区分、施策例（実現可能性）、削減量、人口予測を改善する余地が大きいことに留意する必要

がある。また、都市間輸送、貨物輸送、国際輸送、航空輸送の取り扱いなど、全体像に大きな影

響を与えうる未解決の課題も残されていることに留意する必要がある。 

 

４．考察 

バックキャスティング手法を用いた交通ビジョン策定事例のレビューを行ったところ、日本の

2050年における社会・経済やライフスタイルの状況の想定が最も重要であると考えられた。そこ

で、グループインタビュー形式の有識者ヒアリングで知見を収集し、シナリオ策定手法を踏まえ

て、シナリオを左右する要因を整理した。S-3全体に関するものでは、移民受け入れ、中国・イン

ドの経済水準、意思決定の仕組み、原油価格が挙げられており、チーム間調整を進めるべき点で

ある。本課題に関連するものでは、居住の動向、根源的な移動ニーズ、速度ニーズ、資源循環の

規模、燃料電池車の普及可能性が挙げられ、既に別件で開催済みの参加型会議等より広範な情報

収集を踏まえつつ、地域特性に応じた多様性を備えた複数ビジョンを構築していく計画である。 

また、交通に起因する排出の構造を示す要因とバックデータを整理し、地域特性別交通施策別

の削減量の見積を行い、対策の組合せによる目標達成に一定の目途を得た。 

一方、乗用車に関して将来予測モデルを構築し、排出量の大幅増加の可能性を示唆した。また、

大都市と地方都市で検討した交通施策メニューを、他の都市規模にも拡張し、実現可能性を考慮

した削減余地の大きさを整理した。次年度は、各種技術施策の実施状況の違いによる市区町村別

CO2排出量削減目標をさらに検討し、その達成のために必要な交通施策について、地域類型別の実

現可能性や有効性を念頭に置きつつ、具体的な事業量ベースに特定化する。さらに、そのための

市区町村類型別施策ロードマップの提案へと進めていくことを予定している。なお、サブテーマ

（１）の３.(4)に示す通り、近年の乗用車の走行量およびCO2排出量は横ばいあるいは微減である。

人口減少の本格化によって乗用車の利用動向がどのように変化していくかを今後注視しつつ、モ

デルの現況再現性を向上させる必要がある。 

これまでの定性的な検討と定量的な検討を結びつけることで、2050年におけるビジョンと達成

シナリオを数種類提示した。特に、短期の政策の方向性と長期的なロードマップを明らかにし、

社会・経済的な影響についても把握する。 

 

５．本研究により得られた成果 

・2050年のビジョン全体を左右する要因として、移民受け入れ、中国・インドの経済水準、意思

決定の仕組み、原油価格を指摘した。また、交通ビジョンを左右する要因として、居住の動向、

根源的な移動ニーズ、速度ニーズ、資源循環の規模、燃料電池車の普及可能性を指摘した 

・都市や地域の交通施策によるCO2削減効果を全国に適用するための基礎資料として、地域類型別

の一人当たり自動車CO2排出量と類型別人口を示した 

・地域類型別および排出要因別の対策の組合せにより2050年にCO2排出量約60%削減の目標達成が可

能な手応えを得た 

・市区町村レベルでの2050年までの乗用車CO2排出量推計モデルを構築し、人口密度減少に伴う走
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行量増加によって、今後も大幅な排出量増加が続く可能性を示した 

・交通施策の実施にあたっては、東京・大阪大都市圏の周辺都市、その他の大都市圏の中心部に

おいて削減余地が大きいことを示した 
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図Ⅵ-１ 日本の地方都市における現状の模式 

Ⅵ．地域を対象とした環境配慮型交通社会の実現戦略 

 

１．はじめに 

 

日本のCO2排出量は1990年から2005年（速報値）の間に総量で13.9%増であるのに比べ、運輸

部門は18.1%増と上回っている。この増加のほとんどは、乗用車起源の増加によるものである。乗

用車起源は総排出量の約半分を占めており、その増加の主な要因は、乗用車保有率の上昇、走行

台キロの増加、車両の大型化である。2000年代に入って増加は頭打ちとなっているが、これは各

自動車メーカーが低燃費自動車を次々に投入しているためである。しかしこの傾向も長続きする

保証はない。車両・燃料技術の進展による低燃費化は、今後もCO2削減に一定の効果を発揮すると

期待されるものの、将来にわたって必要となる削減をこれだけでまかなうことは困難であると予

想されるからである。したがって、今後は、自動車交通量自体の削減、特に乗用車に伴う交通シ

ステムや交通行動を変化させる施策も併せて推進していく必要がある。 
施策の検討にあたっては、排出削減目標を明確化し、それを達成するためにいかなる施策が必

要かをあらゆる方向から分析しトップダウン的に施策を立案するという「Backcasting」のアプロ

ーチが必要である。具体的には、全国一律での実施が有効な車両・燃料施策と、地域による特性

の違いに配慮する必要がある交通施策という特徴に配慮し、今後起こる車両・燃料技術革新をで

きる限り織り込んだ上で、それでは足り

ない分については各地域の特性を加味

した「適材適所」の交通施策を立案・実

施することが求められる。 
既に日本では、京都議定書目標達成計

画においてこのBackcastingアプローチ

が部分的に採用されている。しかしなが

ら、交通施策については、京都議定書に

おける第一約束期間を越えて、数十年単

位での施策実施を今から検討していく

必要がある。なぜならば、交通行動はラ

イフスタイルや産業構造と密接に関連

しており、これらを変更していくために

は長期を要するからである。日本では1960年代以降、モータリゼーションを経済発展の原動力と

して活用し、その結果として都市構造が自動車依存型となってしまっている。林・加藤（1998）
1)は、交通活動の自動車依存が進むと、都市・地域空間構造やライフスタイルが自動車依存型に変

化し、中心市街地空洞化や公共交通利用減少による路線の廃線などを経てさらに自動車依存を深

める「モータリゼーション・アクセラレーション」が起こり、特に公共交通の優位性が低い地域

では致命的なインパクトにつながるとしている。このような状況で交通施策を実施しても、自動

車走行量減少を通したCO2削減効果はごく限定的にしか現れない。ポスト京都議定書で求められる

大幅なCO2削減に対応するためには、各地域の特性に応じた環境負荷の小さな交通体系と、それを
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支える都市・地域空間構造・ライフスタイルへと改変していく取り組みが必要である。その実施

には長期間を要することから、一刻も早く手をつける必要があると言える。この時、将来にわた

って持続可能な交通体系を実現するためには、人口減少・少子高齢化による状況の変化を踏まえ、

その交通体系がその地域の人々に高い利便性を提供し生活質向上に寄与することが求められる。

以上の構図は図Ⅵ-１のようにまとめられる。 
このような取り組みは、1990年代にOECDが提唱したEST（Environmentally Sustainable 

Transport）の概念によって包括され、特に欧州では多数の自治体で具体化が進められている。そ

れらの事例を見ると、CO2削減効果の期待できるLRT整備などの本格的な実施においては、幹線道

路の再整備や、歩行者空間の確保、運賃収受の工夫、ロードプライシングやゾーンシステム等の

都心部自動車乗り入れ抑制策など、いくつかの施策をパッケージ化し、中長期的な計画のもとに

実施している。また、それらの施策を実施していくためには、国からの財政補助が必要な場合も

あり、補助制度などの行政側の制度整備も検討する必要がある。 
以上を踏まえ、本研究では、日本の運輸部門における長期的なCO2排出削減目標を達成しうる政

策群（パッケージ）の検討に資する、都市・地域でのEST推進に関する情報を提供するために、

特に自動車利用増加に伴うCO2排出増加への寄与が著しく、今後もその傾向が続くと予想される乗

用車による旅客交通を対象として、地域特性に応じた実施可能で環境負荷の小さい交通体系の提

示と、その実現に向けた中長期的な施策パッケージを提案することを目的とする。そのために、

市区町村単位でCO2排出量削減目標を定量的に算出するモデルシステムを構築し、2020年および

2050年での推計を試みる。さらにその結果を踏まえて、市区町村類型別にその地域特性や施策実

施効果・実施可能性を考慮した交通施策パッケージの提案を行う。さらに、地方都市を対象に、

都市構造やライフスタイルの変革を促す施策が含まれたCO2削減目標設定型戦略工程表＜ロード

マップ＞を導出する。 

 

 

２．市区町村別乗用車CO2排出量削減目標達成シナリオの作成 

 

2.1 シナリオ作成の考え方 

本研究が設定するCO2排出量削減目標達成シナリオの全体構造を図Ⅵ-２に示す。本研究は乗用

車の走行に伴うCO2排出を対象とする。CO2削減目標値は、OECDのESTプロジェクトで示されて

いる目標を参考に「日本全体で2020年に2000年比25%削減、および2050年に2000年比60%削減

（1990年比約50%削減）」とする。 
CO2削減目標の各市区町村への割り当て方法は、本研究では最も簡便な基準として、人口に比例

して削減量を割り当てるものとする。つまり、どの市区町村でも削減率は同じとなる。削減目標

値は「総量比」、「1人あたり排出量比」で示される。市区町村構成は2000年10月現在のものを用

いる。 
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次に、燃料・車両技術に関する施策

（EST1）の全国的な進展による削減量

を中・長期（2020、2050年）で見積も

る。そしてCO2排出量（BAU）を推計し、

技術政策（EST1）の効果を見込んだ上

で、削減目標を補えない分について交通

施策（EST2）による必要削減量を算出

する。最後に交通施策（EST2）のシナ

リオ分析を行い、必要実施量の検討を行

う。 
 

2.2 技術施策（EST1）による削減量の見積もり 

技術施策（EST1）の全国的な進展によるCO2排出削減量を見積もる。乗用車の保有台数、総ト

リップ長は一定とし、技術革新によって生じる乗用車の部品提供など資源的問題は考慮していな

い。また、乗用車の区分はエンジンの種類のみとし、買い替え時期の変更は起こらないものとす

る。 
(1) 中期（2020年）技術トレンドシナリオ 

中期技術トレンドシナリオとして、既存インフラを用いるハイブリッド自動車や低燃費・低排

出ガス車の普及を考える。なぜならば、新規燃料補給所を伴う代替燃料自動車はインフラ整備に

多くの時間を要し、2020年の時点で広く普及しているとは考えにくいためである。本研究では、

最もCO2排出量を削減できるハイブリッド車に着目し、「ハイブリッド大量普及シナリオ」、「ハ

イブリッド普及停滞シナリオ」、「ハイブリッド・低燃費自動車共存シナリオ」の3種類を作成す

る。なおハイブリッド車はすべてガソリン自動車とする。「ハイブリッド大量普及シナリオ」は、

日本自動車販売協会連合会が公開している新車登録台数を年間の乗用車の買い替え台数として、

乗用車の買い替えた車がすべてハイブリッド乗用車であるとして普及率を算出する。「ハイブリ

ッド普及停滞シナリオ」では国土交通省が発表した2000年から2003年までの低燃費車普及率の推

移2)を2020年まで一定とする。「ハイブリッド・低燃費自動車共存シナリオ」では上述した2つの

シナリオの中間値を設定する。作成したシナリオによるCO2削減率（台キロあたり）の見積もりを

表Ⅵ-１に示す。 
(2) 長期（2050年）技術トレンドシナリオ 

2050年には、新規インフラを伴う代替燃料自動車が普及可能となると考えられることから、既

存インフラを用いる代替燃料自動車と、新規インフラを用いる代替燃料自動車の両方の普及につ

いて検討が必要である。本研究では、新規代替燃料自動車として、適用範囲が広い燃料電池自動

車を考え、シナリオを作成する。 

表Ⅵ-１ 中期（2020年）技術シナリオ 

ハイブリッド 低燃費自動車 それ以外
ハイブリッド大量普及 83% 17% - 43.4%
ハイブリッド普及停滞 1% 55% 44% 5.7%

ハイブリッド・低燃費自動車共存 42% 45% 13% 29.2%

CO2削減率（2000年

比台キロあたり）
シナリオ 普及率

 

全体の削減目標の決定

技術革新による削減量
（EST1）の見積もり

現状推移シナリオ（BAU）における
　　市区町村別CO2排出量推計

市区町村別削減目標（EST2）の設定

EST2シナリオ分析EST2シナリオ分析

＜国レベル＞ ＜市区町村レベル＞

コントロールト

ータルの確認

図Ⅵ-２ CO2 排出量削減目標達成シナリオ 
作成の全体フロー 
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長期においても中期と同様に3種類のシナリオを作成する。すべての乗用車が燃料電池自動車に

変わるとする「燃料電池自動車大量普及型シナリオ」、燃料電池自動車の普及が技術的な問題な

どで全く普及しないと想定した「ハイブリッド自動車中心シナリオ」、両者の中間程度に普及す

る「燃料電池・ハイブリッド共存シナリオ」である。シナリオ作成時の各乗用車の原単位は中期

技術トレンドと同様に、日本自動車工業会が公表している平均燃費を用いる。また「燃料電池自

動車大量普及型シナリオ」についても中期技術シナリオで用いた買い替え台数を用いる。燃料電

池自動車の燃料である水素を生成する際の方法は副生水素を利用すると仮定する。作成したシナ

リオを表Ⅵ-２に示す。 
 

2.3 市区町村別乗用車 CO2 排出量の現状推移（BAU）シナリオの作成 

(1) モデルの全体構成 

 各市区町村における中期（2020年）、長期（2050年）の乗用車CO2削減目標を決定するために、

まず図Ⅵ-３に示すCO2排出量推計モデルを作

成し、これを用いてBAUシナリオにおける

CO2排出量を推定する。 
BAUシナリオとは、経済・人口・土地利用

等の社会経済指標の伸び、および技術水準や

施策の実施水準が現状のまま推移していくも

のと仮定し、交通需要の趨勢的な伸びを設定

した上での推計結果であり、施策効果を計る

ためのベースラインとなる。 
 市区町村別CO2排出量推計モデルは、松橋

ら3)による推計モデルを参考とし、市区町村i

の乗用車CO2排出量 Ei が(1)式で決定されると考え、各変数の予測を通じてEiを推計するものとす

る。 
Ei = Pi ・ Ti ・e              (1) 

ここで Pi：乗用車保有台数[台] 
    Ti：乗用車1台あたり走行距離[km/台･年] 

e：排出係数[g-CO2/台km] 
  

乗用車保有台数 Pi は人口と乗用車保有率の積であり、人口は厚生労働省社会保障・人口問題研

究所のコーホートを用いた推計値を用いる。乗用車保有率および1台あたり走行距離 Ti は図Ⅵ-３

の方法で推計する。乗用車保有率、乗用車走行距離の各モデルのパラメータは、2000年の市区町

村別データを利用して推定を行う。また、排出係数eについては、まず現状のままであると想定し

 

CO2排出量

1台あたり走行距離乗用車保有率

・都市空間構造　・人口構成

・道路整備水準　・公共交通整備水準

排出係数人口

図Ⅵ-３ 市区町村別乗用車CO2排出量 

推計モデルの構成 

表Ⅵ-２ 長期（2050年）技術シナリオ 

燃料電池 ハイブリッド 低燃費自動車
燃料電池自動車大量普及 90% 8% 2% 62.8%

ハイブリッド中心 - 93% 7% 49.4%
燃料電池・ハイブリッド共存 45% 50% 5% 56.2%

シナリオ
普及率 CO2削減率（2000年

比台キロあたり）
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全国乗用車保有率予測結果（国土交通省）5)

による調整（時間的変化の考慮）

・人口密度　・生産可能年齢人口割合

・道路整備水準　　・鉄道駅ダミー

保有率モデル

周辺都市Ｓ

乗用車保有率

非都市Ｎ

乗用車保有率

核都市Ｃ

乗用車保有率

コブ・ダグラス型

図Ⅵ-４ 乗用車保有率モデルのフロー 

て推計を行う。 

ここでは乗用車を対象としていることから、鉄道・航空が中心となる地域間の旅客交通につい

ては推計の対象外となっている。旅客交通CO2の９割近くは乗用車起源であり、代替手段である鉄

軌道やバスは乗用車に比べCO2排出が移動距離あたりで小さいことから、乗用車CO2排出量の推計

によって特に都市・地域内旅客交通起源の大半が捕捉できているといえる。 
(2) 乗用車保有率モデル 

 図Ⅵ-４に乗用車保有率モデル

のフローを示す。市区町村間の差

異を空間構造やインフラ整備水準

で表現するとともに、時系列推移

に関しては国土交通省が示した日

本全国値の予測結果をコントロー

ルトータルとして用い、この値と

各市区町村モデルによる推計結果

の総和との比を乗じることで調整

を行う。 
本研究では、推計モデルを、国

土交通省の都市・地域レポートで示した広域都市圏の定義を用いて3つの地域分類に分けて構築す

る。 
 C：核都市 

a) 人口 10 万人以上で、昼夜間人口比率が 1 以上の市区町村 
b) a)の都市で都市間距離が 20km 以内のものは 1 つにまとめる。 

 S：周辺都市 
a) 核都市への通勤・通学者が 500 人以上の市町村 
b) 核都市への通勤・通学者／在住通勤・通学者が 0.05 を上回る市町村 

ただしa)、b)の基準より2つ以上の都市圏に含まれる市町村は、核都市への通勤・通学

者の多いほうの都市圏に含まれるものとする。 
 N：非都市 
    1)、2)に当てはまらない市町村 

 周辺都市Sのように経済活動や生活基盤が核都市の影響を受けている場合、核都市Cの影響が大

きいことからその乗用車保有率に補正係数を乗じることにより推計を行う。また非都市Nにおいて

は、市区町村によって産業・年齢別人口に極端な差が生じているため、本研究では2000年現在の

値をそのまま用いる。したがって全国平均値と同じ増加率となる。 
 核都市Cのモデルは、加藤・林（1996）4)のモデル構造を参考として、(2)式のようにコブ・ダグ

ラス型とする。 

 

                                   （2） 
 

ここで、y：乗用車保有率[台/1000人]    A：生産可能年齢人口割合[%]   

)exp( 5
432

sc dRADy ⋅⋅⋅⋅⋅= γγ γγγ
ｄ
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核都市Ｃ

乗用車走行距離

周辺都市Ｓ

乗用車走行距離

非都市Ｎ

乗用車走行距離

・人口密度　・1人あたり事務所数　

・道路整備水準　　・鉄道駅数

図Ⅵ-５ 乗用車走行距離モデルのフロー 

      Dd：DID人口密度[人/km2]    R：人口１人あたり道路延長[km/人]   
      ｄs：鉄道駅ダミー（ds=0,1）    γ1,γ2,γ3,γ4,γ5：パラメータ 

周辺都市Sのモデルは (3) 、(4)式のように定式化する。 

ここで、g：補正係数、D：可住地人口密度[人/km2]、 

Rc:当該都市圏の核都市の人口１人あたり道路延長、α,κ1,κ2,κ3：パラメータ 

 補正係数gはその周辺都市固有の要因を示す指標である。DID人口密度ではなく可住地人口密度

を利用したのは、人口集中地区が存在しない市町村が多くあるためである。また、公共交通整備

水準は外し、代わりに核都市に対する対象都市からアクセスする乗用車の利便性を考慮している。 
(3) 乗用車走行距離モデル 

 図Ⅵ-５に乗用車走行距離モデ

ルのフローを示す。今後の人口減

少によって人口密度が低下する結

果、通勤などの移動距離が増加す

ることを表現できる。 
乗用車保有率モデルと同様の地

域分類を用い、さらに、周辺都市

は核都市の影響を受けると考え、説明変数に核都市との距離を考慮する。 
核都市Cのモデルは(5)式のコブ・ダグラス型とする。 

 

                                    （5）    
ここで、Lc：乗用車１台あたり走行距離[km/台]    S：駅数[駅]      

    P：可住地人口密度[人/km2]        R：道路実延長[km]   

   F：人口１人あたり事業所数[所/人]    α0,α1,α2,α3,α4：パラメータ 

 

 次に周辺都市Sのモデルを(6)式に示す。周辺都市では核都市への通勤者が多いため核都市との距

離（中心地点間）を加える。 

 

                                    （6） 
ここで、d：核都市との都市間距離[km] 

最後に非都市圏Nのモデルを(7)式に示す。説明変数には、産業構造とともに生活水準として小

売店数を加えている。 
 

                                    （7） 
ここで、B：小売店数[飲食店数] 

431 )exp( 20
ααα αα FRSPLc ⋅⋅⋅⋅⋅=  

5431 )exp( 20
αααα αα dFRSPLs ⋅⋅⋅⋅⋅⋅=  

4321
0

αααα FBRPLN ⋅⋅⋅⋅=α  

gyy cs ⋅=                          （3） 

3

2

1 κ
κ

κα A
R
RDg

c

⋅⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⋅⋅=                  （4）       
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(4) BAUシナリオでの市区町村別CO2排出量推計結果 

以上で構築したモデルを用い、現在の排出技術で固定（燃費、車両構成が不変）とした場合（BAU）

の2020年、2050年の市区町村別推計を行う。 
 図Ⅵ-６に乗用車保有率、図Ⅵ-７に乗用車走行距離、図Ⅵ-８に乗用車CO2排出量、図Ⅵ-９に１

人あたり乗用車CO2排出量の推計結果を示す。 
推計より、乗用車保有率は人口減少を上回るペースで引き続き増加し、人口減少により乗用車

保有台数は減少に向かうが、1台あたり走行距離が増加するため、総CO2排出量推計は増加する。

2020年、2050年のCO2排出量推計の増加率は各2000年比1.71、1.97となる。したがってBAUの場

合、CO2排出量は増加の一途を辿る結果となっている。ただし、この値には過大推計の疑いがあり、

モデルの構造については今後も精査が必要である。 
また、総CO2排出量では都市部の増加が多いものの、1人あたりの値で見ると、人口減少の著し

い郊外部・地方部で、人口密度低下に伴うトリップ長増加も相まって増加が大きくなっている。 
 

(5) 市区町村別削減目標（EST2）の設定と都市構造変化による達成可能性検討 

本章では、EST2による市区町村別削減目標の設定を行う。2章で示した削減目標値から算出さ

図Ⅵ-６ 乗用車保有率推計結果                図Ⅵ-７ 乗用車走行距離推計結果 

図Ⅵ-８ 乗用車CO2排出量推計結果             図Ⅵ-９ 1人あたり乗用車CO2排出量推計結果



 82

れるCO2排出量と、上述の現状推移（BAU）

シナリオにおけるCO2排出量推計値の差が、

EST1およびEST2によって削減すべき目標

量である。その目標量から3章で見積もった

EST1による削減量を差し引いた値がEST2
による削減目標量となる。 

EST1として最も削減効果の高い「ハイブ

リッド大量普及シナリオ」、「燃料電池自動

車大量普及シナリオ」をそれぞれ適用した場

合の残りの必要削減量を図Ⅵ-１０,１１に示す。この図から、中長期ともにCO2排出量削減目標達

成可能な市区町村がいくつか見受けられるが、1人あたりにすれば必要削減量は大きく、依然不十

分であることがわかる。これは、大幅な人口減少によるものであり、人口減少が著しい地方部に

必要削減量の大きい地域が多いことがわかる。 
EST2の施策としては様々なものが考えられるが、ここでは都市域のコンパクト化によって乗用

車走行距離自体を低下させるシナリオを考える。シナリオの設定を表Ⅵ-３に示す。 
（１） 人口減少地域では、人口密度は変化せず、可住地面積が減少する。 
（２） 人口増加地域では、人口密度が増加し、可住地面積は変化しない。 
（３） インフラ・都市施設整備量は可住地面積の減少に応じ、産業規模（ここでは事務所数）

は人口の増減に応じて、比例的に変化する。 
（４） 燃費の将来変化については、トヨタ自動車・みずほ情報総研 5)による推計値を用いる。 
分析した結果を図Ⅵ-１２および図Ⅵ-１３に示す。BAU と比較して、都市域のコンパクト化は

おおよそ、2020 年次に20％、2050 年次には30％を超える削減効果があり、その結果どのEST1
シナリオについても、EST1だけでは達成できなかった全体の削減目標が、EST2の同時実施によ

って達成可能であることが示された。燃料電池大量普及シナリオでは全市区町村において目標が

達成され、2050年には1990年比70%以上のCO2削減効果を得る。市区町村別では、EST1シナリオ

によっては非都市圏において一部達成不可能な地域が見られるが、大都市部においての削減が顕

著であり、それによって補うことが可能であることが分かった。これは人口密度増加と都市施設

の減少によって乗用車保有率が大きく減少したことが要因と考えられる。地域別に見ると、北海

表Ⅵ-３ 設定したEST2シナリオ 

シナリ

オ 

名 

人口密度 可住地面積 施設

整備

量 

都市域

拡大型

シナリ

オ(BAU)

人口増加地域は

一定だが、 

人口減少地域は

可住地面積に従

う 

人口増加地

域は人口密度

に従い、人口

減少地域は一

定 

変 化

なし 

コンパ

クト化 

シナリ

オ

人口増加地域は

増加比に従い、 

人口減少地域は

定

人口密度に

従う 

可 住

地 面 積

に従う 

EST1実施後の
CO2必要削減量

［t-CO2/年］

EST1実施後のCO2必
要削減量（1人あたり）

［t-CO2/人 年］
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図Ⅵ-１０ 2020年CO2必要削減量                    図Ⅵ-１１  2050年CO2必要削減量 

  （EST1「ハイブリッド大量普及シナリオ」適用） （EST1「燃料電池自動車大量普及シナリオ」適用）
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道、北関東、および東海地域において排出量が大きく、都市域コンパクト化による効果が高い地

域は、人口密度が低く今後も人口の急増が考えにくい大都市近郊の周辺都市であることも確認で

きた。 

 

 

３．地域特性に応じたEST提案の方法論作成 

 

3.1 地域特性の考慮の必要性 

前章で、長期的な旅客交通CO2削

減を達成するためには、全国一律の

自動車車両・燃料技術の改善だけで

は不十分であり、地域単位での交通

体系改変策の実施が必要となるこ

とや、各市区町村の削減必要量は大

きく異なることが明らかとなった。

そこで、EST推進のためには、各市

区町村の地域特性に応じて適切な

施策パッケージを提案し、それをど

の程度実施すれば削減必要量を満

たすことができるかを判断する必

要がある。例えば、東京や大阪のよ

うに公共交通網が既に飽和状態に

あり、公共交通利用分担率が高い地

域では、公共交通利用促進による効

果は逆に期待しづらいと考えられ

る。しかし、自動車依存傾向が高い一方で都心部が密集し、市街地も比較的拡散していない地域

では、公共交通の新規整備や利用促進によるCO2排出量削減が十分期待できると予想される。 
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図Ⅵ-１４ 総面積あたり駅勢圏面積比率 

とDID人口比率との関係（中心都市） 
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図Ⅵ-１２ 2020年（CO2削減量目標－削減量）       図Ⅵ-１３ 2050年（CO2削減量目標－削減量）

（EST1「ハイブリッド普及停滞シナリオ」適用）   （EST1「ハイブリッド中心シナリオ」適用）
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地域特性に応じて交通施策を変更していくことの必要性は、図Ⅵ-１４から推察することができ

る。この図は、都市雇用圏中心都市（都市雇用圏の定義、図中のⅠ～Ⅳの分類については5章で示

す）を、公共交通整備水準を表す「総面積あたり駅勢圏面積（駅勢圏を半径1kmと設定、ただし

新幹線駅は除外）」と都市部への人口集約性を表す「DID人口比率（DID人口/総人口）」の両指

標を用いてプロットしたものである。図の右上に分布する市区町村は公共交通が飽和状態にある

地域である。一方、左下に分布する市区町村は公共交通が不十分である上に都市域も拡大してい

るために、公共交通整備を行っても都市域が現状のままであればCO2削減効果は期待しづらい地域

である。公共交通機関の新規整備が最も有効と考えられるのは、都市域拡大がある程度抑制され

ていて公共交通整備が飽和状態にない、図の左上に分布する地域であると推察される。 
 

3.2 ESTに資する基幹公共交通システム選定手法 

(1) 全体構成 

ここでは、適材適所なEST施策

パッケージの選定を行うための方

法論として、特に、その軸となる

基幹公共交通システムの整備・拡

充に関するCO2削減効果や採算性

を考慮したシステム選定の手法を

構築する。図Ⅵ-１５は分析のフロ

ーを示したものである。本分析は

３章と同様、市区町村を分析単位

とする。 

公共交通機関には様々な種類が

あり、それぞれの特徴に応じて導

入の有効性が異なる。本研究では、鉄道・LRT（Light Rail Transit）・BRT（Bus Rapid Transit）・
新交通システム（AGT: Automated Guideway Transit）・モノレール・GWB（GuideWay Bus）
の新規整備を対象として、既存鉄道・バス利用、および自動車利用との輸送人kmあたりCO2排出

量の比較を行う。また、各交通機関の導入可能性を検証するために、採算性や輸送力からの評価

を合わせて行う。これらはいずれも、地域特性との関係として示される。 
本手法では、①各公共交通機関の需要に応じたCO2排出量の推定結果、および、②現存する国内

中量輸送機関の輸送実績と実施地域の相関分析から、中量輸送機関の輸送人kmあたりCO2排出量

を地域特性に応じて特定する。さらに、③公共交通維持に必要な需要（採算性と需要の関係）お

よび④各公共交通機関の輸送力の検討から、公共交通整備が実施可能な地域を限定する。これに

より、地域特性に応じた「実施可能で環境負荷の小さい交通体系」の選定が可能となる。 

(2) LCAによる公共交通機関導入のCO2排出量評価 

輸送機関のCO2排出量は、通常、交通関係エネルギー要覧等によって提供される輸送人kmあた

り走行起源CO2排出量の全国平均実績値で評価・比較されることが多い。しかし、路線の新設・整

備の場合には、それに伴うインフラ建設や車両製造から発生する環境負荷を考慮する必要も生じ

る。大都市部の地下鉄のように輸送密度が高い輸送機関では走行段階の環境負荷が卓越するが、
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図Ⅵ-１５ 地域別EST施策パッケージ選定フロー 
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輸送密度の低い中量輸送機関では建設段階の環境負荷が大きくなる可能性がある。 

そこで本研究では、LCA（Life Cycle Assessment）を適用し、各輸送機関についてその施設建

設や車両製造における必要資材の調達・輸送から建設・製造、運用、更新に至るまでの各ライフ

ステージにおける排出量の推計を行う。推計の詳細は長田ら(2006)6)を参照されたい。 
都市部で臨海地域でなく高架下部構造が比較的大規模とならない地域を想定し、延長10kmの仮

想的な路線を考え、各輸送機関を導入することを想定し、各輸送機関について1日往復の需要量を

10,000人/日とした場合のSyLC-CO2（輸送機関のシステム全体でのライフサイクルCO2）を推計す

る。 

SyLC-CO2推計値を輸送人kmあたりの値に換算した結果を図Ⅵ-１６に示す。この結果によれば、

高架構造を有する輸送機関（AGT・モノレール・GWB）が大きな値となっている。これは、本体

構造物（インフラ部）の建設はもちろん、付帯構造物（インフラ外部）の運用分によるCO2排出量

も大きくなっているためであり、それらの輸送機関全体に占める割合は7～8割に達する。 
LRTは全ライフステージにおいて、SyLC-CO2が小さくなっている。これは、必要とするインフ

ラが少ないことや、車両定員に対する車両重量が小さいために車両製造におけるCO2排出量が小さ

くなることが原因である。BRTはインフラ建設段階のSyLC-CO2が小さく、ほとんどを走行段階が

占める。この値はバスの燃費によって決まる。GWBも同様だが、GWBの方が少ない加減速回数の

ため燃費がよく、走行段階でのCO2排出量が小さい。しかし、GWBは運行規模に対して巨大なイ

ンフラを有しているため、インフラ建設段階におけるSyLC-CO2が大きくなっており、ライフサイ

クル全体ではBRTのSyLC-CO2が小さくなっている。 
(3) 需要量によるCO2排出量の感度分析 

次に、インフラ建設分は需要量の変化と無関係に一定とし、輸送密度の大小が運行本数の増減

に反映されるという仮定のもと、輸送密度に対する輸送人kmあたりSyLC-CO2の感度分析を行う。 

図Ⅵ -１７にその結果を示す。いずれの輸送機関も、需要量の増加によって輸送人kmあたり

SyLC-CO2は減少するが、最終的には収束し、それ以上減少しなくなる。これは走行以外のCO2排

出量が人kmあたりでほぼゼロになるためである。 
LRTおよびBRTのSyLC-CO2はほとんど車両走行に起因することから、需要量によるSyLC-CO2

の減少幅はあまり大きくならない。需要量がおよそ2,000人/日以下では、インフラ建設分が最も小

さいBRTが、またそれ以上ではインフラ建設分、車両走行分ともにCO2排出量が小さいLRTが、
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図Ⅵ-１６ 輸送人kmあたりSyLC-CO2(需要量10,000人/日) 
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それぞれ輸送人kmあたりSyLC-CO2最小の輸送機関となる。また、走行段階のCO2排出量が大き

いBRTは、需要量20,000人 /日前後でAGT・モノレール・GWBなどの高架構造を有する輸送機関

よりもCO2排出量が大きくなり、40,000人/日前後で燃費の良いGWBより大きくなる。 

(4) 地域特性に応じたCO2最小となる輸送機関の特定 

 (3)では需要量とCO2排出量との関係を明らかにしたが、需要量と地域特性との関係を明らかに

しなければこの結果を活用することができない。そこで、現存する路線における輸送密度と地域

特性との関係分析を行い、LCA結果と組み合わせて地域特性に応じて輸送人 kmあたりの

SyLC-CO2を表現することを試みる。 
公共交通機関需要量の実績を表す代表的な値として輸送密度が挙げられる。輸送密度は、線区

の1日あたり輸送人kmを営業kmで除した値である。上記のLCAにおいては「輸送密度はどの駅間

も一定」と設定しているため、そこで用いられている需要量（人/日、往復）はその需要量に対応

した輸送密度（人/km）と等しくなる。 
国内の地下鉄・路面電車・AGT・モノレールの輸送密度、表定速度などの実績値（平成12年度

鉄道統計年報などより）、および導入地域の地域特性を示す指標（平成12年度国勢調査などより）

を抽出し、国内の各路線の輸送密度と導入地域の各種指標との関係をみると、DID人口密度や人

口などが比較的高い相関を示したが、統計的に高い有意性を得ることができなかった。これは、

様々な沿線環境によって輸送密度が影響を受けているためであると考えられ、全路線に共通の傾

向を抽出するのは難しいことが明らかとなった。 

そこで、表Ⅵ-４に示すように、各路線をその機能および表定速度によってA～Fの5つに分類す

る（地域外からの利用が多く輸送人員が大きい東京モノレール、ゆりかもめ、旧営団地下鉄、東

京都営地下鉄、および極端に輸送人員の小さい山万ユーカリが丘線を分析対象から除外している）。

この分類を用いて、様々な地域特性変数との相関分析を行った結果、DID人口密度に関して図Ⅵ-

１８のような傾向が得られた。参考のため、2001年3月21日開業のためこのデータが含まれない名
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図Ⅵ-１７ 需要量変化に伴う輸送人kmあたりSyLC-CO2の感度分析結果 
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古屋ガイドウェイバスと、路線バ

スのため鉄道統計年報に含まれて

いない基幹バス新出来町線につい

ても図上にプロットしている。ま

た、各機関について単回帰分析を

行った結果得られた関係式を図中

に示している。 
この関係を用い、LCA結果と組

み合わせてDID人口密度に応じた

輸送人kmあたりのSyLC-CO2を表

現すると図Ⅵ-１９のような結果と

なる。LRTについては、表定速度

の低い場合として、国内路面電車

の多くが分類される路線分類Aと、

専用軌道中心の路線で表定速度の

高い路線分類Bの両方の場合を想

定し、各分類についての傾向を用

いる。BRTについてもLRTと同様

の分類を採用する。GWBについて

は、名古屋ガイドウェイバスの表定速度が30km/hであることから、表定速度の高い路線分類群（B、

E）の傾向を用いて推計し、さらに、鉄道、AGT、モノレールに関しては事例が多い路線分類群（B、

C、E）の傾向を採用する。また、鉄道・バスについては走行起源CO2排出量の結果、すなわち既

存の鉄道・バス利用の場合について輸送人kmあたりSyLC-CO2の値と、自動車の排出原単位（平

成18年度交通関係エネルギー統計要覧から）の値を示している。 

y = 3.6157x - 9806.1

R2 = 0.5323

y = 2.9465x - 11867

R2 = 0.5204

y = 10.514x - 11088

R2 = 0.4802

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

0 5,000 10,000 15,000

DID人口密度（人/km2）

輸
送

密
度

（
人

/
ｋ
m

）

路線分類A 路線分類B・C・E （参考）名古屋ガイドウェイバス

（参考）基幹バス新出来町線 路線分類F（地下鉄） 路線分類Ｄ

図Ⅵ-１８ 輸送密度とDID人口密度との関係（平成12年度） 

表Ⅵ-４ 公共交通路線の機能による分類 

表定速度 輸送機関 路線数 分類 路線

20km/h以下 15 A
札幌市内軌道線、富山地方鉄道軌道
線、広島電鉄市内軌道線、長崎電気軌
道、鹿児島市交通局、ほか

3 B 広島電鉄宮島線、筑豊電気鉄道、京阪
電気軌道

モノレー
ル、AGT

3 C 桃花台新交通、北九州高速鉄道、広島
高速交通

20km/h以下 路面電車 5 D
東急世田谷線、東京都交通局荒川線、
阪堺電気軌道、京福電気鉄道嵐山軌道
線、江ノ島電鉄

モノレー
ル、AGT

8 E
埼玉新都市交通、横浜新都市交通、神
戸新交通、大阪市新交通、湘南モノレー
ル、千葉都市モノレール、多摩都市モノ
レール、大阪高速鉄道

札幌市、仙台市、横浜市、名古屋市、京
都市、大阪市、神戸市、福岡市

20km/h以上

地下鉄 9 F

大都市交通補完型
東京、大阪、および、その郊外都
市、または地方人口百万人以上
都市における通勤・通学路線

東京、大阪、および、その郊外都
市、または地方人口百万人以上
都市における基幹路線

大都市交通中心型

路線機能による分類

地方都市市内周遊型
地方都市（東京、大阪、およびそ
の郊外都市を除く）における基幹
路線

路面電車

20km/h以上
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図Ⅵ-１９によれば、ほとんどのDID人口

密度の値に対して、LRTが輸送人kmあたり

SyLC-CO2最小の輸送機関となる。ただし、

DID人口密度が低い地域では、LRTやBRT
などの新規公共交通導入よりも既存の鉄

道・バス路線を活用するほうが環境負荷の

小さい場合も出てくる。また、本分析にお

ける設定によれば、LRTやBRTの表定速度

が、現存する多くの路面電車と同程度の低

い表定速度（20km/h以下）の場合、実施効果が期待できるDID人口密度の範囲が極めて小さくな

る点も重要である。 

1 B(5) 導入可能でCO2 削減効果が得られる公共交通機関の特定 

以上により、地域特性に応じて環境負荷が小さい交通体系を選定することが可能となった。し

かし、環境負荷が最小であっても、実際に実施できるかどうかは、路線の採算性や輸送機関ごと

の輸送力の限界を考慮する必要がある。本節では、これらを定量的に明らかにすることにより、

公共交通整備の実施可能な地域を特定する必要がある。 

詳細については省略するが、採算性および輸送力の検討から、各輸送機関が導入可能な地域の

範囲は、表Ⅵ-５に示すようにDID人口密度によって設定することができる。 
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図Ⅵ-１９ DID人口密度の変化に伴う輸送人kmあたりSyLC-CO2の変化 

表Ⅵ-５ 各輸送機関の採算性・輸送力からみた 

導入可能性の範囲（DID人口密度） 

採算性限界（min） 輸送力限界（max）
LRT 3,600 10,400
BRT 3,600 6,800
AGT 3,600 11,800

モノレール 3,600 22,600
GWB 3,600 6,800
鉄道 3,600 30,000

実施可能地域 ＤＩＤ人口密度（人/km2）
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0 B４．地域類型別のEST施策パッケージの提案 
 

本章では、全国市区町村を、市街地の空間構造と自家用車依存状況によって類型化し、類型ご

とに3章の結果を踏まえて環境負荷最小の交通体系を示すとともに、その実現に必要な中長期施策

パッケージを提案する。 

 

2 B4.1 市区町村の類型化 

3章の結果は、DID人口密度に応じて、導入可能で環境負荷最小の輸送機関を示したに過ぎず、

そのままでは各市区町村の交通体系の提案には用いることができない。そこで、より詳細に地域

状況を表現するために、都市圏の規模や人口などの空間環境を示す指標、および交通体系の現状

を示す指標を用いて傾向を把握する。さらに、地域の交通体系は、通常、経済的・社会的な連携

が深い都市圏内において、中心都市とその郊外地域を結ぶ形で成立していることが多いことから、

本研究ではあらかじめ都市圏を定義し、その中心都市を類型化し、中心都市に属する周辺都市・

地域の交通体系も中心都市の状況に依存するとして、市区町村の類型化を行う。その上で、各類

型に応じた基幹輸送機関の選定と、これを軸としたEST施策パッケージの展開策を提案する。 
4 B(1) 都市圏の設定 

表Ⅵ-７ 分析に用いたデータ 

指標名 データ データソース

DID人口密度 DID人口/DID面積 平成12年度（2000年度）国勢調査
可住地人口密度 総人口/可住地面積 平成12年度（2000年度）国勢調査
昼夜人口比率 昼間人口/総人口 平成12年度（2000年度）国勢調査
ＤＩＤ人口比率 DID人口/総人口 平成12年度（2000年度）国勢調査
DID面積比率 DID面積/総面積 平成12年度（2000年度）国勢調査

高齢化率 老齢（65歳以上）人口/総人口 平成12年度（2000年度）国勢調査
公共交通利用分担率 通勤・通学利用交通手段のうち、バス・鉄道 平成12年度（2000年度）国勢調査

乗用車1台あたり平均トリップ長 総走行台ｷﾛ/総ﾄﾘｯﾌﾟ数 平成11年度道路交通センサスデータ
1人あたり乗用車保有台数 乗用車保有台数/総人口 全国PT調査データ

面積あたり駅勢圏 GISにより算出 国土数値情報ダウンロードサービス

表Ⅵ-６ 都市雇用圏の設定（金本ら（2002）7））

都市圏設定 DID人口が1万人以上の市町村を含む

大都市雇用圏（Metropolitan Employment Area）：中心市町村のDID人口が5万人以上

小都市雇用圏（Micropolitan Employment Area）：中心市町村のDID人口が1万人以上5万人未満

（１）DID人口が1万人以上の市町村、他都市の郊外でない

（２）郊外市町村の条件を満たすが、（a）従業常住人口比が1以上で、（b）DID人口が中心市町村の
3分の1以上か、あるいは10万以上である。

中心都市への通勤率が、（a）10％以上のものを（1次）郊外市町村とし、（b）郊外市町村への通勤
率が10％を越え、しかも通勤率がそれ以上になる他市町村が存在しない場合には、その市町村を
2次以下の郊外市町村とする。ただし、

（１）相互に通勤率が10％以上である市町村ペアの場合には、通勤率が大きい方を小さい方の郊
外とする。

（２）中心都市が複数の市町村から構成される場合には、それらの市町村全体への通勤率が最大
の中心都市の郊外とする

（３）通勤率が10％を超える中心都市が2つ以上存在する場合には、通勤率が最大の中心都市の
郊外とする。

（４）中心都市及び郊外市町村への通勤率がそれぞれ10％を超える場合には、最大の通勤率のも
のの郊外とする

区分

中心都市

郊外
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都市圏の設定には様々な方法があるが、本研究では

金本ら（2002）7)による「都市雇用圏」を用いる（表

Ⅵ-６）。この定義では、DIDの人口規模によって都市

圏を設定し、雇用に着目して中心都市と郊外都市を設

定している。交通体系を形づくる最も基本的な要素と

して、通勤・通学による人の動きが考えられ、その多

くが中心都市内もしくは郊外から中心都市への動きで

あることを考えると、本研究の分析にとって有効な定

義であると言える。 

5 B(2) 主成分分析による指標の集約化 

次に、各地域の交通体系に影響を与える指標として、

都市雇用圏により抽出された中心都市（296市区町村、

東京は23特別区も扱う）の人口規模やDIDに関する指

標、および交通活動に関する指標に注目する。これら

の指標を用いて地域を分類するために、主成分分析を

用いて指標の集約化を行う。分析に用いた

市区町村データを表Ⅵ -７に示す。平成12
年度（2000年度）国勢調査などによるデー

タを用い、市町村区分は市町村合併を考慮

して2003年3月末における市町村区分を用

いる。 
表Ⅵ-８に主成分分析の結果を示す。a)人

口関係6指標から得られた第1主成分を、

DID地区の集中度が高く一定の人口の集中

を示すものとして「人口集中性」軸と名づ

ける。また、b)交通関係4指標から得られた

第1主成分を、鉄道やバスなどの公共交通

整備・利用の充実度や、自動車依存の低さ

を示すものとして「公共交通指向性」軸と

名づける。 

これら2つの指標を軸にとり、中心都市をプロ

ットした散布図が図Ⅵ-２０である。この図によ

れば、中心都市の人口集中性と公共交通指向性に

は高い相関があることがわかる。東京都の区部な

ど、公共交通指向性が強くかつ人口集中が激しい

地域では図の右上に分布する。一方で、多くの地

方都市のように比較的交通体系が自動車依存し

ており、土地利用が拡散傾向にある地域は図の左

下に分布している。 
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図Ⅵ-２１ 主成分による中心都市の分類 

表Ⅵ-８ 主成分分析の結果 

a) 人口関係指標 

人口関係指標 第1主成分 第2主成分

DID人口密度 0.487 -0.130
可住地人口密度 0.506 -0.045
昼夜人口比率 0.113 0.904
ＤＩＤ人口比率 0.431 0.010
DID面積比率 0.507 0.131

高齢化率 -0.226 0.384

固有値 3.53 1.04
寄与率 58.87% 17.39%

累積寄与率 58.87% 76.27%  

b) 交通関係指標 

交通関係指標 第1主成分 第2主成分

公共交通利用分担率 0.587 0.167
平均トリップ長 -0.211 0.973

1人あたり乗用車保有台数 -0.528 -0.033
面積あたり駅勢圏 0.576 0.156

 固有値 2.55 0.93

 寄与率 63.63% 23.32%

累積寄与率 63.63% 86.95%
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地域に適材適所な交通体系を選定するためには、このような地域の傾向を考慮する必要がある。

そこで、図Ⅵ-２１に示すように、主成分の正負を用いて中心都市を「Ⅰ：集中・公共交通型」「Ⅱ：

分散・公共交通型」「Ⅲ：分散・自動車依存型」「Ⅳ：集中・自動車依存型」の4つに分類する。 

 

3 B4.2 地域特性を考慮した実施可能で環境負荷の小さい交通体系の特定 

前節で示した中心都市の分類、および、前章の地域公共交通整備による環境負荷の定量評価と

実施可能性の検討を用い、地域特性に応じて実施可能で最小の交通体系を選定するため、表Ⅵ-９、

表Ⅵ-１０で示すように地域を分類する。表Ⅵ-９はDID人口が50,000人以上である大都市雇用圏中

心都市を、表Ⅵ-１０はDID人口が10,000人～50,000人である小都市雇用圏中心都市についてそれ

ぞれ示したものである。表に従い地域を①～⑧に類型化し、各地域の特性から目指すべき交通体

系を以下のように選定する。また、選定された交通体系を実現するEST施策パッケージとして提

案できるパッケージ案を表Ⅵ-１１に示す。 

U都市高速鉄道（地下鉄・AGT・モノレール含む）活用：① 

東京特別区、および大阪市が分類される。これらの地域では、既に都市交通網が成熟している

ため、それらを中心とした交通体系を維持発展させることが重要である。この地域では、表が示

すように、幹線部ではLRTやBRTの輸送力では対応できない。また、東京および大阪市を中心都

市とする郊外都市は数多く、都心への流入性が非常に高いことから、自動車による渋滞が顕在化

しやすい。以上のことから、自動車の都市部への流入を抑制する「ロードプライシング」や「駐

車場政策」により、幹線公共交通の優位性を増すことが有効と考えられる。また、「AGT」や「モ

ノレール」のように専用空間が少なく急勾配・急曲線に対応する交通システムの導入が、より環

境負荷が小さいと考えられる。 

U既存路線活用＋LRT・BRT整備：② 

分類された全地域において、交通体系の基幹をなす地下鉄や路面電車、またはAGTやモノレー

ルが存在するが、中心都市の郊外地域や郊外都市では公共交通整備が不足し、自動車に強く依存

している。現存する交通体系を活用して「LRT」や「BRT」を導入することにより、環境負荷の

小さい交通体系に誘導できると考えられる。 
LRT整備においては、人口集中性が高いことから、「郊外で専用軌道」により高速運行し、「パ

ーク＆ライド」などを同時実施することにより利便性を高めることができる。BRTについては郊

外部が拡散している場合に特に有効であるが、中心部での輸送力による制約を考慮する必要があ

る。また、都心部でさらに自動車依存しない交通体系を維持するためには、「ロードプライシン

グ」や「駐車場政策」などの自動車流入規制、または「チケットキャンセラー導入」や「運賃体

系の見直し」などが考えられる。さらに、フランス・ストラスブール市の例で示したように中心

市街地に歩行者空間を拡大する「トランジットモール」の実現により、中心市街地の活性化など

の相乗効果が図られ、LRTがより地域に愛される交通機関になることも期待できる。 

U新規LRT・BRT整備：③ 

これらの地域は、ある程度人口集中性があり、LRT・BRT整備による削減効果が見込めるにも

かかわらず、自動車依存が強いことから、「LRT」・「BRT」整備による交通体系改変によって

最もCO2削減効果が見込める地域である。中心都市に流入する幹線道路網などを見直し、LRTまた

はBRTの導入を検討することが有効である。これらの導入においては、②と同様に、いくつかの
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施策を同時実施すべきである。 

U既存路線活用：④ 

これらの地域では、LRTを新規に整備する場合よりも既存鉄道を利用する場合の方が、輸送人

kmあたりCO2排出量が小さくなっている。そのため、新規に路線整備は行わず、既存路線の利用

を促進し自動車利用からの転換を図ることが適切な地域であると考えられる。具体的な策として

は、「パーク＆ライド」や「サイクル＆ライド（駐輪場整備）」などの策が有効である。 

U既存路線活用＋LRT・BRT整備：⑤ 

多くの自動車依存型地方都市がこの分類に含まれる。この地域においては、輸送人kmあたりCO2

排出量において自動車交通に対するLRT・BRTの有効性が示されているが、都市規模を考えると

路線需要の確保は容易でなく、導入は慎重に検討する必要がある。そこで、これらの自動車依存

している地域では、既存路線利用促進およびバス路線網の充実とともに、特に郊外地域において

表Ⅵ-９ 大都市雇用圏中心都市の類型化 

路線採算性限界制
約

SyLC-
CO2(LRT)>CO2(鉄
道走行のみ）

ＢＲＴ輸送力限界制
約

ＬＲＴ輸送力限界制
約

（～3,542） （～5,800） （～6,800） （～10,400） （10,400～）

Ⅰ：集中、
公共交通

型
千代田区

八戸市、熊谷市、行
田市、小田原市、刈
谷市、四日市市、姫
路市、和歌山市、呉
市、下関市、高松
市、大牟田市、久留
米市

松山市、高知市、北
九州市、熊本市、鹿
児島市

札幌市、仙台市、中
央区、港区、江東
区、名古屋市、京都
市、神戸市、広島
市、福岡市、長崎
市、那覇市

新宿区、文京区、台
東区、墨田区、品川
区、目黒区、大田
区、世田谷区、渋谷
区、中野区、杉並
区、豊島区、北区、
荒川区、板橋区、練
馬区、足立区、葛飾
区、江戸川区、大阪
市

Ⅱ：分散・
公共交通

型
-

弘前市、蒲郡市、佐
世保市

- - -

Ⅲ：分散・
自動車依

存型

千歳市、宇部市、防
府市、岩国市、大村
市、八代市

北見市、岩見沢市、山形市、
鶴岡市、酒田市、福島市、郡
山市、いわき市、つくば市、足
利市、小山市、桐生市、伊勢
崎市、太田市、長岡市、木更
津市、三条市、上越市、富山
市、高岡市、福井市、長野市、
松本市、西尾市、伊勢市、松
阪市、彦根市、舞鶴市、鳥取
市、米子市、松江市、山口市、
徳山市、今治市、新居浜市、
都城市、延岡市

- - -

Ⅳ：集中・
自動車依

存型
室蘭市、碧南市

旭川市、釧路市、帯広
市、苫小牧市、石巻
市、秋田市、会津若松
市、水戸市、日立市、
宇都宮市、前橋市、高
崎市、甲府市、岐阜
市、大垣市、浜松市、
沼津市、富士市、岡崎
市、豊田市、津市、岡
山市、徳島市、佐賀
市、大分市、宮崎市

函館市、青森市、盛
岡市、新潟市、金沢
市、静岡市、豊橋
市、安城市、沖縄市

- -

大
都
市
雇
用
圏
中
心
都
市
/
分
類

ＤＩＤ人口密度（人/km2）

①

②

④

⑤

③

⑥

路線採算性限界制
約

SyLC-
CO2(LRT)>CO2(鉄
道走行のみ）

ＢＲＴ輸送力限界制
約

ＬＲＴ輸送力限界制
約

（～3,542） （～5,800） （～6,800） （～10,400） （10,400～）

Ⅰ：集中、
公共交通

型
千代田区

八戸市、熊谷市、行
田市、小田原市、刈
谷市、四日市市、姫
路市、和歌山市、呉
市、下関市、高松
市、大牟田市、久留
米市

松山市、高知市、北
九州市、熊本市、鹿
児島市

札幌市、仙台市、中
央区、港区、江東
区、名古屋市、京都
市、神戸市、広島
市、福岡市、長崎
市、那覇市

新宿区、文京区、台
東区、墨田区、品川
区、目黒区、大田
区、世田谷区、渋谷
区、中野区、杉並
区、豊島区、北区、
荒川区、板橋区、練
馬区、足立区、葛飾
区、江戸川区、大阪
市

Ⅱ：分散・
公共交通

型
-

弘前市、蒲郡市、佐
世保市

- - -

Ⅲ：分散・
自動車依

存型

千歳市、宇部市、防
府市、岩国市、大村
市、八代市

北見市、岩見沢市、山形市、
鶴岡市、酒田市、福島市、郡
山市、いわき市、つくば市、足
利市、小山市、桐生市、伊勢
崎市、太田市、長岡市、木更
津市、三条市、上越市、富山
市、高岡市、福井市、長野市、
松本市、西尾市、伊勢市、松
阪市、彦根市、舞鶴市、鳥取
市、米子市、松江市、山口市、
徳山市、今治市、新居浜市、
都城市、延岡市

- - -

Ⅳ：集中・
自動車依

存型
室蘭市、碧南市

旭川市、釧路市、帯広
市、苫小牧市、石巻
市、秋田市、会津若松
市、水戸市、日立市、
宇都宮市、前橋市、高
崎市、甲府市、岐阜
市、大垣市、浜松市、
沼津市、富士市、岡崎
市、豊田市、津市、岡
山市、徳島市、佐賀
市、大分市、宮崎市

函館市、青森市、盛
岡市、新潟市、金沢
市、静岡市、豊橋
市、安城市、沖縄市

- -

大
都
市
雇
用
圏
中
心
都
市
/
分
類

ＤＩＤ人口密度（人/km2）

①

②

④

⑤

③

⑥
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は積極的に「パーク＆ライド」を行うなど、自動車と共存した交通体系を目指す。 

U既存路線活用＋自動車共存：⑥、⑦、⑧ 

LRTやBRTの採算性が見込めず、CO2削減効果も小さい⑥では、公共交通整備は避け、路線バス

が中心的な交通体系となる。また、既存路線の利用促進も必要である。 

⑦、⑧は小都市雇用圏中心都市であり、公共交通型（⑦）、自動車依存型（⑧）と分類はした

が、DID人口密度が高い地域でも人口規模が小さいため公共交通整備は難しい。そのため、この

ような地域では、既存路線を活用・維持しながら、特に郊外地域では自動車が必要不可欠な移動

手段となっているため自動車依存を認めざるを得ない。 

 

4.3 地方都市における中長期施策ロードマップの作成例 

以上で類型化した中から、特に本研究で地方都市のケーススタディエリアとして選定した長野

県飯田市を対象に、具体的な施策ロードマップの作成を、市役所担当者とともに行った。 

表Ⅵ-１０ 小都市雇用圏中心都市の類型化 

⑦

⑧

路線採算性限界制約
SyLC-
CO2(LRT)>CO2(鉄道走
行のみ）

ＢＲＴ輸送力限界制約 ＬＲＴ輸送力限界制約

（～3,542） （～5,800） （～6,800） （～10,400） （10,400～）

Ⅰ：集中、
公共交通

型
― 瑞穂町、守山市 ― 野洲町、名瀬市 ―

Ⅱ：分散・
公共交通

型
―

芦別市、余市町、宮古
市、羽生市、熱海市、伊
東市、三原市、因島市、
田川市、唐津市、鳥栖
市、福江市

近江八幡市、八幡浜市 ― ―

Ⅲ：分散・
自動車依

存型

網走市、紋別市、滝川
市、遠軽町、静内町、三
沢市、長井市、東根市、
喜多方市、波崎町、矢板
市、館山市、伊那市、佐
久市、土岐市、福知山
市、西脇市、倉吉市、益
田市、萩市、丸亀市、川
之江市など

留萌市、稚内市、美唄
市、名寄市、根室市、富
良野市、倶知安町、岩内
町、美幌町、五所川原
市、十和田市、むつ市、
水沢市、北上市、一関
市、古川市、気仙沼市、
能代市、横手市、大館
市、本荘市、湯沢市、大
曲市、米沢市など

新宮市 ― ―

Ⅳ：集中・
自動車依

存型
― 本庄市、岡谷市 石垣市 ― ―

ＤＩＤ人口密度（人/km2）

小
都
市
雇
用
圏
中
心
都
市
/
分
類

⑦

⑧

路線採算性限界制約
SyLC-
CO2(LRT)>CO2(鉄道走
行のみ）

ＢＲＴ輸送力限界制約 ＬＲＴ輸送力限界制約

（～3,542） （～5,800） （～6,800） （～10,400） （10,400～）

Ⅰ：集中、
公共交通

型
― 瑞穂町、守山市 ― 野洲町、名瀬市 ―

Ⅱ：分散・
公共交通

型
―

芦別市、余市町、宮古
市、羽生市、熱海市、伊
東市、三原市、因島市、
田川市、唐津市、鳥栖
市、福江市

近江八幡市、八幡浜市 ― ―

Ⅲ：分散・
自動車依

存型

網走市、紋別市、滝川
市、遠軽町、静内町、三
沢市、長井市、東根市、
喜多方市、波崎町、矢板
市、館山市、伊那市、佐
久市、土岐市、福知山
市、西脇市、倉吉市、益
田市、萩市、丸亀市、川
之江市など

留萌市、稚内市、美唄
市、名寄市、根室市、富
良野市、倶知安町、岩内
町、美幌町、五所川原
市、十和田市、むつ市、
水沢市、北上市、一関
市、古川市、気仙沼市、
能代市、横手市、大館
市、本荘市、湯沢市、大
曲市、米沢市など

新宮市 ― ―

Ⅳ：集中・
自動車依

存型
― 本庄市、岡谷市 石垣市 ― ―

ＤＩＤ人口密度（人/km2）

小
都
市
雇
用
圏
中
心
都
市
/
分
類
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2km

（kg-CO2/人・日）

0
0－1．67
1．67－2．47
2．47－2．76
2．76－4．41
4．41－5．76中心市街地

全国平均　　　　
3.5 kg-CO2/人・日

を超える地区

2km
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0
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1．67－2．47
2．47－2．76
2．76－4．41
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全国平均　　　　
3.5 kg-CO2/人・日

を超える地区

2km

（kg-CO2/人・日）

0
0－1．67
1．67－2．47
2．47－2．76
2．76－4．41
4．41－5．76中心市街地

全国平均　　　　
3.5 kg-CO2/人・日

を超える地区

 

図Ⅵ-２２ 飯田市における 

1人1日あたり交通起因CO2排出量推計結果 

飯田市は人口約11万人で、大都市から遠く離れ

た孤立都市圏を形成している。人口密度は中心市

街地で高くなっているが、大規模小売店舗・病院

等の集客施設は周辺市街地に分散しつつある。産

業は工業が比較的多く、通勤が都心に向かわない

傾向にある。市内を貫く鉄道や地域内バス路線網

はいずれも本数が少なく、利用が非常に少ない。

一方で乗用車保有率（2004年）は489台/1000人と

全国平均の433台/1000人を上回っており、地方都

市に典型的な車依存型社会となっている。その結

果、前節の類型では⑧「自動車依存型小都市雇用

圏中心都市」にあたり、公共交通への転換が最も

難しい類型に属している。 
飯田市においては、他の大多数の地方都市と同様、市内のCO2排出量に関する公式統計が存在し

ない。そこで本研究では、飯田市で2004年3月に実施された「市民モビリティアンケート調査」の

中のパーソントリップデータから得られたトリップ長に利用交通機関のCO2排出原単位を乗じる

ことにより算出した。パーソントリップ調査は通常多くのサンプルを必要とするが、地方都市の

場合は母数（人口）が小さいので、自治体の協力が得られれば調査はそれほど困難ではない。 
算出された1人1日あたり交通起源CO2排出量の地区別分布を図Ⅵ-２２に示す。この図より、中

心市街地から遠い地区ほど交通起源CO2排出量が多くなっている現状が見て取れる。特に、鉄道路

線から離れた郊外の3地区では全国平均値3.5kg-CO2/人・日を上回っている。 
 このような状況を踏まえ、本研究では地方都市がCO2排出削減目標の達成を前提とした長期的な

交通計画をどのようなタイムスケジュールに沿って実施していくべきかを検討する。その際、今

表Ⅵ-１１ EST施策パッケージ案

EST  都市高速鉄道活用

パ
ッ
ケ
ー

ジ

ロードプライシング

駐車場政策

AGT・モノレールの整備
 

 

EST

LRT・BRT整備

既存路線の活用

運賃収受・料金体系の工夫

PTPS

トランジットモール

ロードプライシング

駐車場政策

パーク＆ライド

郊外で専用軌道

 既存路線活用+LRT・BRT整備

郊外

全体

中心

パ
ッ
ケ
ー

ジ

 

 

EST  新規LRT・BRT整備

パ
ッ
ケ
ー

ジ

幹線道路の見直し

料金体系・運賃収受の工夫

PTPS

パーク＆ライド（LRT）

郊外で専用軌道（LRT）

LRT・BRT整備

運行管理システム導入（BRT）
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後日本の都市が、少子高齢化や人口減少、それと連動した地域経済の逼迫といった状況の中で、

魅力的で暮らしやすい持続可能な地域づくりを行っていくことが求められることを念頭に置いた、

従来型のモータリゼーション依存型都市経営からの転換をいかに果たすか、という観点に留意し

短期 中期 長期 最終目標個別施策

安
価
で
誰
も
が
安
心
し
て
移
動
可
能
な
交
通

多様で決め細
やかな交通
サービス

（公共交通の
品質保証）

既存路線バス改善

新規バス路線開発
アクセス・イグレス交通改善

通勤時の交通の確保

階層型公共交通網・
道路網・施設整備

幹線交通網の品質保証
（道路・公共交通）

TOD

公共交通利用
促進

環
境
に
や
さ
し
い
交
通

歩行者・自転車
交通の育成

車走行
抑制措置

エコ交通行動
の推進（啓発）

ノーマイカー通勤運動

エコポイント制度

エコ交通事業所認定

エコカー導入

自転車ネットワーク整備

歩行者専用道整備

バス優先道路設置

P&R

中心市街地・住宅地区
駐車コントロール

車の流入規制（中心街路） ロードプラ
イシング

に
ぎ
わ
い
と
経
済
自
立
を
高
め
る
交
通

圏域外との交流
を促進するネッ
トワーク構築

圏域内の機能連
携と交流促進

物流の効率化

幹線道路
の整備

大都市圏への交通改善

国際空港への交通手段整備

観光地へのアクセス

圏域内30分移動を確保する道路整備

中心市街地へのアクセス強化

中心市街地内の交通円滑化

広域集客施設を結ぶ交通

卸売り団地へのアクセス改善

大規模事業所へのアクセスの改善

魅
力
的
で
暮
ら
し
や
す
い
持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り
を
支
え
る
交
通

バリアフリー・
ユニバーサル

デザイン

STSの充実
案内システムの改善

（押しボタンデマンドなど）施設整備

低床バス
導入

駅・バス停
改善

歩道確保・整備

交通事故対策

歩行者専用道整備

渋滞緩和策

道路網
（全地区非難経路確保）

公共交通網
（全地区非難時移動手段確保）防災対策

レンタサイクル

サイクルバス

階層型公共交通網・
道路網・施設整備

トランジット
モール整備

（全地区避難経路確保） （全地区避難時移動手段確保）

短期 中期 長期 最終目標個別施策

安
価
で
誰
も
が
安
心
し
て
移
動
可
能
な
交
通

多様で決め細
やかな交通
サービス

（公共交通の
品質保証）

既存路線バス改善

新規バス路線開発
アクセス・イグレス交通改善

通勤時の交通の確保

階層型公共交通網・
道路網・施設整備

幹線交通網の品質保証
（道路・公共交通）

TOD

公共交通利用
促進

環
境
に
や
さ
し
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交
通

歩行者・自転車
交通の育成

車走行
抑制措置

エコ交通行動
の推進（啓発）

ノーマイカー通勤運動

エコポイント制度

エコ交通事業所認定

エコカー導入

自転車ネットワーク整備

歩行者専用道整備

バス優先道路設置

P&R

中心市街地・住宅地区
駐車コントロール

車の流入規制（中心街路） ロードプラ
イシング

に
ぎ
わ
い
と
経
済
自
立
を
高
め
る
交
通

圏域外との交流
を促進するネッ
トワーク構築

圏域内の機能連
携と交流促進

物流の効率化

幹線道路
の整備

大都市圏への交通改善

国際空港への交通手段整備

観光地へのアクセス

圏域内30分移動を確保する道路整備

中心市街地へのアクセス強化

中心市街地内の交通円滑化

広域集客施設を結ぶ交通

卸売り団地へのアクセス改善

大規模事業所へのアクセスの改善
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通
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案内システムの改善

（押しボタンデマンドなど）施設整備

低床バス
導入

駅・バス停
改善

歩道確保・整備

交通事故対策

歩行者専用道整備

渋滞緩和策

道路網
（全地区非難経路確保）

公共交通網
（全地区非難時移動手段確保）防災対策

レンタサイクル

サイクルバス

階層型公共交通網・
道路網・施設整備

トランジット
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（全地区避難経路確保） （全地区避難時移動手段確保）

図Ⅵ-２３ 地方都市における持続可能な交通を実現するための施策ロードマップ案 
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た。 
欧米の先進自治体における交通政策のレビューを行う一方で、対象地方都市における交通関連

施策の現状と将来見通しに関してヒアリング調査を実施した。その結果、日本の都市に具体的に

欠けている視点が、以下の6点としてまとめられる。 
1) 交通分野における環境配慮の必要性の認識 
2) 地方分権・地域自立という発想 
3) 行政による公共交通への補助制度 
4) 政策の総合化（パッケージ化） 
5) 関係者（ステークホルダー）を巻き込むしくみづくり 
6) 都市計画との連動 

 これらの課題に配慮した上で、CO2削減を含めた地方都市の交通に関する長期的課題に対応する

ための施策推進スケジュールに関し、対象都市の施策関係者と議論を行った結果として、図Ⅵ-２

３を得た。 
 
 

５．本研究により得られた成果 

 

本研究では、脱温暖化社会の実現を目指し、日本の運輸部門における長期的なCO2排出削減を達

成するために、特にCO2排出増加への寄与が著しく、今後もその傾向が続くと予想される地域内の

乗用車交通を対象に、EST政策検討のための分析を進めてきた。具体的には以下の3点について分

析を行い、成果を得た。 
1) 市区町村単位で構築したCO2排出量推計・予測モデルを用い、2050年までの全市区町村の乗

用車CO2排出量の値を算出した。その結果、全国ほとんどの地域において大きな増加が見られ、車

両・燃料を対象とした技術施策だけで「2050年に1990年比50％削減」を達成することは困難であ

ることがわかった。次に、全国の削減目標量を各市区町村に配分し、市街地コンパクト化を実施

した場合の削減効果を推計し、それによって日本全体で中長期に渡り15～30％程度の削減効果が

得られ、削減目標が達成されることや、地域によってその効果に大きな違いがあることを明らか

にした。 
2) この結果を踏まえて、実施可能で環境負荷の小さい交通体系を地域特性に応じて選定する方

法論を、新規公共交通整備によるCO2削減効果分析へのLCA適用、および、採算性や輸送力と地

域特性との関係を明らかにすることにより提案した。その結果、地域特性に応じて、新規公共交

通整備のCO2削減効果が大きく変化し、CO2が最小となる輸送機関の選定を左右することを定量的

に明らかにできた。 
3) 全国市区町村を都市圏設定、人口関連指標、および交通関連指標をもとにして4つの分類（集

中・公共交通型、分散・公共交通型、分散・自動車依存型、集中・自動車依存型）に分け、類型

ごとに目指すべき交通体系を提案した。これによって、例えば最も環境負荷削減効果が見込まれ

る「新規LRT・BRT整備」施策パッケージの対象として、地方中核都市で、ある程度人口集中し

ていながら自動車依存している9つの地方都市を選定することができた。 
4) 公共交通整備によるEST施策の実施が極めて困難な人口10万人規模の地方都市を対象に、交
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通状況およびCO2排出量といった、一般には整備されていない基礎データの整備、および、政策実

施のフィージビリティに影響を及ぼす諸要因についての整理を行った。それを踏まえ、地方都市

における長期的なCO2削減目標設定型戦略パッケージのタイムスケジュールについて概略を提示

することができた。また、「市民意識の啓発」と「公共交通・都市計画道路・用途地域の整合性

がとれた見直し」を組み合わせて公共交通の活性化を行うことで、心理的・物理的障壁を突破す

るとともに、情報公開や組織化といった政策を合わせて実施することが重要であることを示した。 
本研究で残された主な課題として次のことが挙げられる。 
1) 市区町村別 CO2 排出量モデルの精査。特に、走行距離モデルに過大推計の疑いがあり、そ

の見直しが必要である。 
2) 公共交通起源CO2の考慮。現段階では機関分担率モデルを導入していない。 

 3) 交通施策パッケージにおけるより詳細な施策検討の必要性。また、中心都市以外の地域での

施策を検討し、都市圏全体のネットワークのあり方を検討することも必要である。 
 4) 各地域類型におけるEST施策ロードマップの提案。特に、実施における制度的・資金的問題

点の抽出と、住民から見た受容可能性の検討が必要である。 
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